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3. 地盤 

3.1 地質調査の経緯 

島根原子力発電所の地質については，１号，２号及び３号炉の建設時点

等で調査を実施し，本敷地が原子力発電所の適地であることを確認してい

る。 

 

3.1.1 敷地周辺の調査 

敷地周辺の地質・地質構造を把握するため，陸域（宍道
し ん じ

湖及び中
なか

海
うみ

を含

む）については，まず文献調査を行い，変動地形学的視点に基づいた地形

調査，地表地質踏査，必要に応じてトレンチ調査等を実施した。 

また，海域については，文献調査，音波探査等を実施した。 

 

3.1.2 敷地近傍の調査 

敷地近傍の地質・地質構造を把握するため，敷地近傍について文献調査，

変動地形学的視点に基づいた地形調査，地表地質踏査，地球物理学的調査

（反射法地震探査等），ボーリング調査，トレンチ調査等を実施した。 

 

3.1.3 敷地の調査 

敷地の地質・地質構造を把握するため，敷地付近及び敷地全般について，

変動地形学的視点に基づいた地形調査及び地表地質踏査を行うとともに，

地表からの弾性波探査，ボーリング調査，試掘坑調査等を実施した。 

 

3.1.4 原子炉設置位置付近の調査 

原子炉設置位置付近の基礎地盤性状及び原子炉施設の設計，施工に必要

な検討資料を得るため，ボーリング調査，試掘坑調査等を実施した。 

また，基礎地盤の強度，変形特性等を把握するため，試掘坑内において

岩盤試験を実施するとともに，基礎地盤を構成する岩石の物理的・力学的

特性を把握するため，ボーリングコア及び試掘坑から採取した供試体によ
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る岩石試験を実施した。以上の調査・試験の結果から，基礎地盤は原子炉

施設の設置に十分適した条件を有するものであることを確認した。 
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3.2 敷地周辺の地質・地質構造 

3.2.1 調査内容 

3.2.1.1 文献調査 

敷地周辺陸域の地質・地質構造に関する主要な文献としては，地質調査

所発行の鹿野・吉田（1985）５万分の１地質図幅「 境
さかい

港
みなと

」（１），鹿野・中

野（1985）「美
み

保
ほ

関
のせき

」（２），鹿野・中野（1986）「恵
え

曇
とも

」（３），鹿野ほか（1989）

「大
たい

社
しゃ

」（４），鹿野ほか（1991）「今
いま

市
いち

」（５）及び鹿野ほか（1994）「松
まつ

江
え

」（６），

地質調査所発行の坂本・山田（1982）20 万分の１地質図「松江及び大   

社」（７），鹿野ほか（1988）「浜
はま

田
だ

」（８）及び寺岡ほか（1996）「高
たか

梁
はし

」（９），地

質調査所発行の佃ほか（1985）50 万分の１活構造図「岡
おか

山
やま

」（10），新編島根
し ま ね

県地質図編集委員会（1997）「新編 島根県地質図」（ 11），活断層研究会編

（1980）「日本の活断層」（12），活断層研究会編（1991）「[新編]日本の活断

層」（13），今泉ほか編（2018）「活断層詳細デジタルマップ[新編]」（14），三

梨・徳岡編（1988）「中海・宍道湖－地形・底質・自然史アトラス」（ 15），

徳岡・高安編（1992）「中海北部（本庄
ほんじょう

工区）アトラス」（16）等があり，こ

れらの地質図等により，敷地周辺陸域の地質概要を把握するとともに，地

質・地質構造についても詳細な調査を実施した。 

また，周辺海域の地質・地質構造に関する主要な文献としては，地質調

査所発行の本座ほか（1979）「日本海南部および対
つし

馬
ま

海峡周辺広域海底地

質図」（17），玉木ほか（1981）「日本海中部海域広域海底地質図」（18），玉木

ほか（1982）「隠
お

岐
き

海峡海底地質図」（19）及び山本ほか（1989）「鳥
とっ

取
とり

沖海底

地質図」（ 20），地質調査所編の脇田ほか（1992）「日本地質構造図日本地質

アトラス（第２版）」（以下「日本地質アトラス（第２版）」という。）（21），

海上保安庁水路部発行の海底地質構造図「鳥取沖」（1976）（22），「隠岐海峡」

（1978a）（23），「日
ひの

御
み

碕
さき

沖」（1978b）（24）及び「島
どう

後
ご

堆」（1980）（25），並びに

海底地形図・海底地質構造図及び調査報告「隠岐北部」（1987）（26），「隠岐

南部」（1990）（27），「赤
あか

碕
さき

」（1991a）（28），「日御碕」（1991b）（29），「美保関」

（1992a）（30），「鳥取」（1992b）（31），「大社」（1993a）（32），「 余
あまる

部
べ

埼
さき

」（1993b）（33），
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「江
ごう

津
つ

」（1995a）（34），「須
す

佐
さ

」（1995b）（35）及び「浜田」（1996）（36），活断層

研究会編（1991）「[新編]日本の活断層」，徳山ほか（2001）「日本周辺海

域中新世最末期以降の構造発達史」（37），国土交通省・内閣府・文部科学省

（2014）「日本海における大規模地震に関する調査検討会報告書」（ 38），文

部科学省研究開発局・国立大学法人東京大学地震研究所（2015）「平成 26

年度日本海地震・津波調査プロジェクト成果報告書」（39）等があり，これら

の地質図等により，海域の地質概要を把握するとともに，海底地質・地質

構造についても詳細な調査を実施した。 

 

3.2.1.2 広域地質構造調査 

(1) 敷地周辺陸域 

文献調査の結果を踏まえて，敷地を中心とする半径約 30 ㎞の範囲の

陸域において，地形調査，地球物理学的調査及び地質・地質構造調査を

実施した。 

地形調査としては，主に国土地理院で撮影された縮尺２万分の１及び

８千分の１の空中写真，米軍で撮影された縮尺１万分の１の空中写真，

並びに国土地理院発行の縮尺５万分の１及び２万５千分の１の地形図

に加えて航空レーザー測量による高精度の２千５百分の１の等高線図

を使用して行った。地形判読に当たっては，敷地周辺陸域の地質・地質

構造を考慮した変動地形学的視点により変動地形の可能性のある地形

（以下「変位地形・リニアメント」という。）を抽出した。 

地球物理学的調査としては，重力異常及び微小地震分布に関する調査

を実施した。関連する文献としては，地質調査総合センター編（2013）（40），

気象庁地震カタログ（41）等があり，これらの文献により，敷地周辺の重

力異常及び微小地震分布の概要を把握し，変位地形・リニアメントとの

関連について検討した。 

地質・地質構造調査としては，地形調査に使用した空中写真，地形図

等を用いて変位地形・リニアメントを対象に地表地質踏査を実施すると
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ともに，これまでに実施した地表地質踏査結果等も踏まえて地質・地質

構造の検討を行った。また，汽水域である宍道湖及び中海についてこれ

までに音波探査等を実施し，三梨・徳岡編（1988）及び徳岡・高安編（1992）

の音波探査記録とともに検討を行った。 

これらの調査結果に基づいて，原縮尺 20 万分の１の敷地周辺陸域の

地質図，地質断面図，変位地形・リニアメント分布図等を作成した。 

(2) 敷地周辺海域 

敷地周辺の海域については，海底の地形，地質・地質構造に関する資

料を得るため，敷地を中心として沿岸方向約 100km，その沖合方向約 60km

の範囲の海域（以下「敷地前面海域」という。）及び敷地を中心とする

半径約 150km の範囲のうち敷地前面海域を除く範囲（以下「敷地周辺海

域」という。）について，音波探査を実施し，海上保安庁水路部等で実

施した音波探査記録とともに，解析・検討した。 

敷地前面海域において実施した音波探査は水中放電（スパーカー）方

式等であり，探査した測線は沿岸方向及び沖合方向にそれぞれ約２km～

約４km 間隔の 86 測線で総延長約 2,250km である。また，その後ウォー

ターガン・マルチチャンネル方式による調査を 33 測線で，ジオパルス

及びブーマー・マルチチャンネル方式による調査を 15 測線で実施し，

総延長は約 458km である。 

さらに，2014 年に敷地前面海域及び敷地周辺海域の一部において実施

した音波探査はエアガン・マルチチャンネル方式，ウォーターガン・マ

ルチチャンネル方式及びブーマー・マルチチャンネル方式であり，エア

ガン・マルチチャンネル方式による調査は 27 測線で，ウォーターガン・

マルチチャンネル方式による調査は 114 測線で，ブーマー・マルチチャ

ンネル方式による調査は 100 測線で実施し，総延長は約 2,963km である。 

音波探査記録の解析結果に基づいて，縮尺 20 万分の１の敷地前面海

域の海底地形図，海底地質図及び海底地質断面図を作成した。 

また，敷地周辺海域については，日本地質アトラス（第２版）等に図
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示されている断層について，海上保安庁水路部，地質調査所等で実施し

た音波探査記録について解析を行い，断層の性状等について検討した。 

 

3.2.2 陸域の調査結果 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲及びその周辺陸域における地形，

地質・地質構造は，文献調査，地形調査，地表地質踏査等の結果によると

以下のとおりである。 

 

3.2.2.1 敷地周辺陸域の地形 

敷地周辺陸域の地形図を第 3.2－1 図に示す。 

敷地周辺陸域は島根県の北東部に位置し，北側は日本海に面し，南側は

中国
ちゅうごく

山地の北縁部に接している。敷地周辺陸域の地形は，その特徴から，

島根半島主部，大社山塊，宍道湖・中海低地帯及び宍道湖南方地域に大別

される。敷地は島根半島主部のほぼ中央部の日本海沿岸に位置する。 

(1) 島根半島主部 

島根半島主部は，宍道湖及び中海の北方に位置し，大社山塊を除く東

西に約 60 ㎞，幅約６㎞（松江市北方では幅約 12 ㎞）の地域である。 

島根半島主部は，ほぼ中央部を横断する佐
さ

陀
だ

川沿いの低地を境に，そ

の東部と西部の２つの地域に区分される。このうち，佐陀川以東の地域

では，松江市北方の三
み

坂
さか

山（標高 536m）を最高地点として，東方の美保

関町の高
たか

尾
お

山（標高 328m）にかけて，標高 200m～500m 前後の東西に延

びる狭長な山地が連なっている。一方，佐陀川以西の地域では，西方へ

朝
あさ

日
ひ

山（標高 342m），大
おお

船
ふね

山（標高 327m）を経て，十六島
う っ ぷ る い

湾東方の峰（標

高 415m）へと連なる狭長な山地を形成している。敷地周辺陸域の切峰面

図（第 3.2－2 図）によると，島根半島主部の山地は佐陀川以東の地域

では，南側がやや急で北側が緩い傾斜を呈するのに対し，佐陀川以西の

地域では，南側が緩く北側が急な傾斜を呈している。 
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(2) 大社山塊 

大社山塊は，出
い

雲
ずも

市北方の鼻
はな

高
たか

山（標高 536m）を中心とする東西約

16 ㎞，南北約６㎞の独立した山塊である。分水界がやや南に偏っている

ため，出雲平野に面する南斜面は比較的急な勾配を呈しているのに対し，

大社山塊の北斜面は比較的緩やかで，日本海側の十六島湾から出雲市平
ひら

田
た

町に抜ける丘陵地を境に，島根半島主部と区分される。 

(3) 宍道湖・中海低地帯 

宍道湖・中海低地帯は，西から出雲平野，宍道湖，松江平野，中海及

び弓
ゆみ

ヶ
が

浜
はま

に至る幅約５km～約 10 ㎞，延長約 50 ㎞の低地帯である。この

低地帯では，神
かん

戸
ど

川，斐
ひ

伊
い

川，飯
いい

梨
なし

川，日
ひ

野
の

川等の河川による土砂の供

給が，平野や湖の形成に関わってきた。低地帯周辺には，何段かの段丘

が存在するが，その発達の程度は良くない。低地帯東端の弓ヶ浜は，美
み

保
ほ

湾の湾口を埋積した砂州である。また，宍道湖と中海の間には，和
わ

久
く

羅
ら

山（標高 262m）及び嵩
だけ

山（標高 298m）があり，独立した山体をなし

ている。また，中海の大
だい

根
こん

島及び江
え

島は，なだらかな地形をなしている。 

(4) 宍道湖南方地域 

宍道湖南方地域は，中国山地の北縁部に位置する。宍道湖南方地域に

は，標高 100m～600m 程度のなだらかな山地が広がっており，小起伏の

尾根が東北東－西南西ないし北東－南西方向に連なっている。本地域内

の南部には，天
てん

狗
ぐ

山（標高 610m）がある。 

 

3.2.2.2 敷地周辺陸域の地質 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲における陸域の地質層序表及び地

層対比表を第 3.2－1 表及び第 3.2－2 表に，並びに敷地周辺陸域の地質図

を第 3.2－3 図に，地質断面図を第 3.2－4 図に示す。また，宍道湖及び中

海の音波探査測線図を第 3.2－5 図に，地質図を第 3.2－6 図に，地質断面

図を第 3.2－7 図及び第 3.2－8 図に，音波探査記録を第 3.2－9 図及び    

第 3.2－10 図に示す。 
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島根半島主部及び大社山塊には，新第三紀中新世の堆積岩類及び火山岩

類が広く分布する。これらの新第三系は褶曲し，大局的にほぼ東北東－西

南西方向に連続する。 

宍道湖・中海低地帯には，第四系の沖積低地堆積物が広く分布しており，

出雲平野や弓ヶ浜等には砂丘堆積物が，また，宍道湖及び中海の南岸沿い

を中心に，段丘堆積物が分布する。宍道湖及び中海の湖底下では，第四系

に覆われて新第三系が広く分布する。宍道湖・中海低地帯のやや東寄りに

突出した和久羅山及び嵩山は，新第三紀中新世の末期に噴出した和久羅山

安山岩から成り，中海の大根島及び江島は，第四紀更新世に噴出した大根

島玄武岩から成る。 

宍道湖南方地域には，白亜紀に形成された白亜紀後期火山岩類と古第三

紀に貫入した花崗岩類が広く分布する。これらの先新第三系がなす地形的

高まりの両側部，すなわち，出雲市南方及び松江市南西方では，新第三系

が南方へ湾状に入り込むような分布を示す。この他，宍道湖南方地域には，

白亜紀後期より古い時代の上
かみ

意
い

東
とう

及び鳥
とり

屋
や

郷
ごう

変成岩，第四紀前期更新世に

噴出した野
の

呂
ろ

玄武岩及び第四紀後期更新世に堆積した古期扇状地堆積物

が小規模に分布する。 

 

3.2.2.3 敷地周辺陸域の地質系統 

(1) 先新第三系 

宍道湖南方地域の先新第三系は，白亜紀後期より古い時代の上意東及

び鳥屋郷変成岩，白亜紀後期火山岩類及び古第三紀に貫入した花崗岩類

で構成される。上意東及び鳥屋郷変成岩は，堆積岩起源の接触変成岩で

ある。白亜紀後期火山岩類は，酸性火山岩を主としており，花崗岩類に

貫かれている。 

島根半島主部及び大社山塊には，先新第三系の露出は知られていない

が，島根県地質図説明書編集委員会（1985）（42）によると，松江市嫁
よめ

島
しま

温

泉の掘削井で花崗閃緑岩を確認しており，少なくとも宍道湖の地下では
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花崗岩類が伏在しているものと推定される。 

ａ．上意東及び鳥屋郷変成岩 

上意東及び鳥屋郷変成岩は，東出雲町上意東と松江市八
や

雲
くも

町鳥屋郷

東方の極めて小範囲に分布する。東出雲町上意東では，白亜紀後期火

山岩類に，松江市八雲町鳥屋郷では新第三系中新統の波
は

多
た

層にそれぞ

れ不整合に覆われる。 

本変成岩は，主に凝灰質泥岩，砂岩等の堆積岩を原岩とするホルン

フェルスから成る。 

鹿野ほか（1994）によると，白亜紀後期火山岩類中に本変成岩起源

の礫が含まれていることから，本変成岩の形成時代は少なくとも白亜

紀後期よりも古い時代とされている。 

ｂ．白亜紀後期火山岩類 

白亜紀後期火山岩類は，出雲市上
かみ

島
しま

町周辺，雲
うん

南
なん

市大
だい

東
とう

町塩
しお

田
た

付近，

松江市八雲町熊
くま

野
の

から東出雲町上意東にかけての地域等に分布する。

本火山岩類は，八雲火山岩類（鹿野ほか（1994））及び上島火山岩類（鹿

野ほか（1991））に相当し，上意東及び鳥屋郷変成岩を不整合に覆い，

花崗岩類に貫かれ新第三系に不整合に覆われる。 

本火山岩類は主に流紋岩質－デイサイト質火砕岩，流紋岩溶岩等か

ら成る。 

鹿野ほか（1991）及び鹿野ほか（1994）によると，花崗岩類との貫

入関係から本火山岩類の形成年代は，白亜紀後期とされている。 

ｃ．花崗岩類 

花崗岩類は，宍道湖南方地域に広く分布する。本岩類は，上意東及

び鳥屋郷変成岩と白亜紀後期火山岩類を貫き，新第三系に不整合に覆

われる。 

本岩類は，主に花崗岩と花崗閃緑岩から成る。 

鹿野ほか（1994）によると，本岩類は，Ｋ－Ａｒ放射年代値により，

古第三紀に貫入したものとされており，これら年代値と貫入関係から



 6－3－10 

大東花崗閃緑岩， 鵯
ひよどり

花崗岩，布
ふ

部
べ

花崗岩及び下
しも

久
く

野
の

花崗岩の各岩体

に区分されている。 

(2) 新第三系 

新第三系は，中新世に形成された堆積岩類及び火山岩類から成る。こ

れらの地層は宍道湖・中海低地帯を挟んで北側と南側に分かれて分布す

ることから，両地域で異なった地質層序がたてられている。島根半島主

部及び大社山塊の新第三系は，下位から古
こ

浦
うら

層，成
じょう

相
そう

寺
じ

層，牛
うし

切
きり

層，古
ふる

江
え

層，松江層及び和久羅山安山岩に，宍道湖南方地域の新第三系は，下

位から，波多層，川
かわ

合
い

層，久
く

利
り

層，大
おお

森
もり

層及び布
ふ

志
じ

名
な

層に区分される。

鹿野ほか（1994）によると，生層序及び放射年代値を基に，古浦層は波

多層に，成相寺層は川合層及び久利層に，牛切層は大森層に，古江層は

布志名層にそれぞれ対比されている。宍道湖・中海低地帯の新第三系に

ついては，宍道湖では下位からⅥＳ層，ⅤＳ層，ⅣＳ層及びⅢＳ層に，火

山岩・貫入岩をⅧＳ層に区分し，中海では下位からⅥＮ層，ⅤＮ層，ⅣＮ

層及びⅢＮ層に，火山岩・貫入岩をⅧＮ層に区分している。音波探査，ボ

ーリング調査等の結果，ⅥＳ層及びⅥＮ層が古浦層，波多層，成相寺層，

川合層及び久利層に，ⅤＳ層及びⅤＮ層が牛切層及び大森層に，ⅣＳ層及

びⅣＮ層が古江層及び布志名層に，ⅢＳ層及びⅢＮ層が松江層に，ⅧＳ層

が新第三紀の貫入岩類に，ⅧＮ層が新第三紀（一部に第四紀を含む。）の

貫入岩類にそれぞれ対比される。 

ａ．古浦層及び波多層 

古浦層は，鹿
か

島
しま

町古浦西方の海岸沿い及び島根半島東部を中心とし

て広く分布する。本層は島根半島に露出する新第三系の最下部をなし，

下限は不明で，上位の成相寺層に整合に覆われる。 

本層は泥岩，砂岩，礫岩，火山円礫岩，流紋岩質火砕岩，デイサイ

ト質火砕岩及び安山岩質火砕岩を主体とする。本層の砂岩や泥岩から

は，植物化石及び淡水棲貝化石を産する。 

鹿野ほか（1991）によると，フィッション・トラック年代値や台
だい

島
じま

型
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の植物化石を産出すること等から，本層は前期中新世の地層とされて

いる。 

波多層は，雲南市大東町中
なか

屋
や

から南方にかけての地域，天狗山から

京
きょう

羅
ら

木
ぎ

山を経て安
やす

来
ぎ

市に至る地域等に分布する。本層は下位の先新第

三系を不整合に覆い，上位の川合層，久利層等に不整合に覆われる。 

本層は安山岩質火砕岩を主体とし，安山岩溶岩，デイサイト質火砕

岩等を挟む。 

鹿野ほか（1994）によると，本層のデイサイト質火砕岩のフィッシ

ョン・トラック年代値として，約20Maが得られていることから，本層

は前期中新世の地層とされている。 

ｂ．成相寺層，川合層及び久利層 

成相寺層は島根半島主部及び大社山塊に広く分布する。本層は，下

位の古浦層を整合に覆い，上位の牛切層に整合に覆われる。 

本層は，泥岩，流紋岩溶岩及び流紋岩質火砕岩を主体とし，島根半

島東部ではしばしば安山岩溶岩，デイサイト質火砕岩及び安山岩質火

砕岩を伴う。本層の泥岩はかなり硬質で，頁岩の岩相を呈する部分も

ある。 

鹿野ほか（1994）によると，本層のフィッション・トラック年代値

や上部に産出する浮遊性有孔虫化石等から，本層は，20Ma～18Ma以降

の地層であり，前期中新世から中期中新世の地層とされている。 

川合層及び久利層は，出雲市南方から松江市玉
たま

湯
ゆ

町にかけての宍道

湖南岸沿いの地域，雲南市大東町中
なか

湯
ゆ

石
いし

から東出雲町揖
い

屋
や

にかけての

地域，安来市の東部等に分布する。川合層は，下位の波多層等を不整

合に覆う。久利層は川合層と一部指交し，川合層を欠いて下位の波多

層を覆うこともある。両層は上位の大森層等に不整合に覆われる。 

川合層は砂岩，礫岩，安山岩溶岩，デイサイト質火砕岩等から成り，

久利層は泥岩，流紋岩質火砕岩，流紋岩溶岩等から成る。 

鹿野ほか（1994）によると，川合層下部の火山岩のＫ－Ａｒ放射年
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代値が15Ma～19Maであることや，久利層のフィッション・トラック年

代値として14Ma～15Maを得ていることから，両層は，前期中新世から

中期中新世の地層とされている。 

ｃ．牛切層及び大森層 

牛切層は，大社山塊の北部から十六島湾北部にかけての地域，松江

市牛切から西
にし

持
もち

田
だ

町にかけての地域等に，成相寺層を取り巻くように

分布する。本層は下位の成相寺層を整合に覆い，上位の古江層に整合

に覆われる。 

本層は砂岩・泥岩互層及び礫岩を主体とし，一部，安山岩質火砕岩，

安山岩溶岩等を伴う。 

鹿野ほか（1994）によると，本層に挟在する流紋岩質凝灰岩のフィ

ッション・トラック年代値が約14Maであることや，本層から産出する

浮遊性有孔虫化石等から，本層は中期中新世の地層とされている。 

大森層は，宍道湖の南側にほぼ連続して帯状に分布するほか，松江

市佐
さ

草
くさ

町から南方の雲南市大東町付近にかけての地域等に分布する。

本層は下位の久利層等を不整合に覆い，上位の布志名層に整合に覆わ

れる。 

本層は，安山岩溶岩を主体とし，砂岩，礫岩，デイサイト溶岩等を

伴う。 

鹿野ほか（1994）によると，本層の火山岩のＫ－Ａｒ放射年代値が

約14Ma～約16Maであることから，本層は中期中新世の地層とされてい

る。 

ｄ．古江層及び布志名層 

古江層は，主に宍道湖の北岸に沿って広く分布する。本層は下位の

牛切層を整合に覆い，上位の松江層に概ね整合に覆われる。 

本層は主に泥岩及びシルト岩から成る。 

鹿野ほか（1994）によると，本層から産出する浮遊性有孔虫化石か

ら，本層は中期中新世の地層とされている。 
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布志名層は，主に宍道湖や中海の南岸沿いに帯状に分布する。本層

は下位の大森層を整合に覆い，上位の松江層に概ね整合に覆われる。 

本層は主に砂岩，シルト岩及び礫岩から成り，貝化石を多産する。 

鹿野ほか（1994）によると，本層からまれに産出する浮遊性有孔虫

化石から，本層は中期中新世の地層とされている。 

ｅ．松江層 

松江層は，松江市街地周辺，島根半島北部の高
たか

渋
しび

山周辺，斐
ひ

川
かわ

町直
なお

江
え

付近等に分布する。本層は下位の古江層及び布志名層を概ね整合に覆

う。 

本層は主に砂岩，玄武岩溶岩，玄武岩質火砕岩及びシルト岩から成

る。 

鹿野ほか（1994）によると，本層の火山岩のＫ－Ａｒ放射年代値が

約11Ma～約12Maであることから，本層は中期中新世から後期中新世の

地層とされている。 

なお，本層のうち，島根半島北部の高渋山周辺に分布するものは，

鹿野・吉田（1985）により高渋山層と新称されている。高渋山層の火

山岩のＫ－Ａｒ放射年代値として，約10Ma～約12Maの年代値が得られ

たことから，高渋山層は松江層とほぼ同時期の地層と判断される。 

ｆ．和久羅山安山岩 

和久羅山安山岩は，松江市東部の和久羅山及び嵩山を中心とした半

径約３km～約５㎞の地域に分布する。本安山岩は松江層を不整合に覆

う。 

本安山岩は主に安山岩溶岩から成り，和久羅山及び嵩山のドーム状

の山体を構成する。 

鹿野ほか（1994）によると，本安山岩のＫ－Ａｒ放射年代値が約５

Ma～約６Maと報告されていることから，本安山岩は後期中新世の末期

に噴出したものとされている。 

なお，和久羅山の一部を構成するデイサイト溶岩は，Pineda-Velasco 
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et al.（2018）（43）によると，Ｋ－Ａｒ放射年代値が約0.7Ma～約0.9Ma

と報告されていることから，本デイサイト溶岩は中期更新世に噴出し

たものとされている。 

ｇ．貫入岩類 

貫入岩類は，島根半島主部，大社山塊及び宍道湖南方地域の広い地

域に，岩脈状ないし岩床状に分布する。 

本岩類は宍道湖南方地域において先新第三系のみに貫入するものと，

島根半島主部，大社山塊及び宍道湖南方地域において新第三系までに

貫入するものの２つに大別できる。前者は，石英斑岩，花崗斑岩等の

酸性貫入岩が主であり，後者はドレライト，安山岩等の塩基性～中性

貫入岩を主としている。 

(3) 第四系 

敷地周辺陸域に分布する第四系は，主として更新世の火山岩類，段丘

堆積物及び古期扇状地堆積物，並びに完新世の砂丘堆積物及び沖積低地

堆積物から成る。 

宍道湖・中海低地帯の第四系については，宍道湖では下位からⅡＳ層

及びⅠＳ層に，中海では下位からⅡＮ層及びⅠＮ層に，火山岩・貫入岩を

ⅧＮ層及びⅦＮ層に区分している。音波探査及びボーリング調査の結果，

ⅡＳ層及びⅡＮ層が中期～後期更新世の段丘堆積物及び古期扇状地堆積

物に，ⅠＳ層及びⅠＮ層が完新世の砂丘堆積物及び沖積低地堆積物に， 

ⅦＮ層が大根島玄武岩に，ⅧＮ層の一部が第四紀の火山岩・貫入岩にそれ

ぞれ対比される。 

ａ．火山岩類 

第四紀の火山岩類としては，野呂玄武岩と大根島玄武岩がある。 

野呂玄武岩は，東出雲町野呂付近とその南方の京羅木山山頂に分布

する。本玄武岩は布志名層等を不整合に覆う。 

本玄武岩は玄武岩溶岩から成る。 

鹿野ほか（1994）によると，本玄武岩のＫ－Ａｒ放射年代値が約１
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Ma であることから，本玄武岩は前期更新世に噴出したものとされてい

る。 

大根島玄武岩は中海にある大根島及び江島に分布する。 

本玄武岩は主に玄武岩溶岩から成る。 

地表では本玄武岩と下位層との関係は不明であるが，後述する中海

北部で実施した湖上ボーリング調査結果によると，大
だい

山
せん

松江軽石層（約

13 万年前；町田・新井（2011）（44））を挟む上部更新統の下位に本玄武

岩が分布することを確認している。また，沢田ほか（2006）（45）による

と，層厚 70m 以上に達する本玄武岩には火山活動の長い休止期を示す

ような古土壌は認められないことから，Ｋ－Ａｒ放射年代値 0.19±

0.01Ma を本玄武岩の噴出年代とするのが妥当であるとされている。こ

れらのことから，本玄武岩の噴出年代は，中期更新世の末期であると

判断される。 

ｂ．段丘堆積物及び古期扇状地堆積物 

段丘堆積物は，宍道湖・中海低地帯の沿岸や宍道湖南方地域の比較

的規模の大きい河川沿いに分布する。 

段丘堆積物は礫，砂及びシルト～粘土から成る。 

島根半島では段丘地形の発達が悪く，段丘堆積物の分布は極めて断

片的であるが，宍道湖・中海低地帯の南岸沿いでは，何段かの段丘面

を形成する。これらの段丘面については，地形調査結果，地表地質踏

査結果等により，高位のものから，高位面，中位面及び低位面に区分

した。さらに，高位面は４面に，中位面は２面に，低位面は３面に細

分される。敷地周辺陸域の段丘面分布図を第 3.2－11 図に示す。 

高位段丘堆積物は，出雲市山
やま

廻
まわり

一帯，松江市乃
の

白
しら

から松江市大
おお

庭
ば

町，

松江市上
あげ

乃
の

木
ぎ

町付近，松江市福
ふく

原
はら

町付近等に分布し，現河床面から比

高差15m～50m程度の開析された段丘面を形成する。堆積物の上部には

顕著な赤色土壌化がみられ，礫の一部はくさり礫化している。厚さ約

１m以上の風成ロームを介して大山松江軽石層及び三
さん

瓶
べ

木
き

次
すき

軽石層（約
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10.5万年前；町田・新井（2011））に覆われる。これらのことから，高

位面群は中期更新世に形成された段丘面であると考えられる。なお，

高位面群は，大西（1979）（46）の山廻層，乃白層及び乃
の

木
ぎ

層に相当する。 

中位Ⅰ面段丘堆積物及び中位Ⅱ面段丘堆積物は，宍道湖南岸沿いや

宍道湖南方地域の比較的規模の大きい河川沿いに断片的に分布する。

宍道湖南岸沿いでは，前者が現河床面からの比高差約10m～約15m，後

者が約５m～約10mの段丘面を形成する。中位Ⅰ面段丘堆積物を覆う風

成ロームの下部には，大山松江軽石層及び三瓶木次軽石層が挟まれ，

中位Ⅱ面段丘堆積物は堆積物最上部若しくは堆積物を覆う風成ローム

の最下部に，三瓶木次軽石層が挟まれる。これらのことから，中位Ⅰ

面は中期更新世末～後期更新世初頭に，中位Ⅱ面は後期更新世前期に

形成された段丘面であると考えられる。 

低位面段丘堆積物は，宍道湖南方地域の斐伊川，赤
あか

川等の中流域に

現河床面から比高差10m前後の河成段丘面を形成する。鹿野ほか（1994）

によると，低位面段丘堆積物は後期更新世末期の堆積物とされている

ものであり，低位面は後期更新世末期に形成された段丘面であると考

えられる。 

古期扇状地堆積物は，宍道湖南方地域等に分布する。鹿野ほか（1991）

は，本堆積物を覆う風成ロームの下部に大山松江軽石層若しくは三瓶

木次軽石層が挟まれることから，中位Ⅰ面段丘堆積物あるいは中位Ⅱ

面段丘堆積物に対比されるとしている。 

ｃ．砂丘堆積物 

砂丘堆積物は，出雲平野の海岸砂丘，鹿島町古浦の佐陀川河口付近

及び弓ヶ浜の砂州の一部に分布する。 

本堆積物は，未固結で淘汰の良い砂から成る。 

ｄ．沖積低地堆積物 

沖積低地堆積物は，主に宍道湖や中海の湖岸沿いの低地及び斐伊川，

飯梨川等の規模の大きい河川沿いの低地に分布する。 
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本堆積物は，未固結の礫，砂及びシルト～粘土から成る。 

沖積低地堆積物には，平野の山際に分布する扇状地堆積物，山麓斜

面や谷沿いに分布する崖錐堆積物，干拓地や埋立地を構成する盛土等

を含めている。 

なお，島根県地質図説明書編集委員会（1985）によると，中海及び

宍道湖の湖底下には，中海層と呼ばれる完新世の泥質堆積物が堆積し

ている。 

 

3.2.2.4 敷地周辺陸域の地質構造 

(1) 褶曲構造 

島根半島の新第三系は，東西ないし東北東－西南西方向の軸を有する

褶曲構造をなす。大局的にみると，島根半島主部及び大社山塊では，そ

れぞれ背斜をなし，十六島湾から出雲市平田町に至る丘陵地及び出雲平

野から宍道湖に至る低地帯はそれぞれ向斜をなす。これらの大構造とし

ての背斜及び向斜は，更に多くの小規模な背斜及び向斜の複合から成る

（第 3.2－3 図）。多井（1973）（47）等によると，この島根半島の新第三系

の褶曲帯は，宍道褶曲帯と呼ばれている。 

宍道湖の新第三系は，湖の中央より軸がやや北側に偏った極めて緩や

かな向斜をなし，中海の新第三系は，軸が北側に偏った非対称の向斜を

なす。これに関して，山内・岩田（1998）（48）では地溝状の地質構造を推

定しているとともに，沢田ほか（2001）（49）では地溝状の盆地を宍道地溝

帯と定義している。 

一方，宍道湖南方地域の新第三系は，著しい褶曲構造が認められず，

大局的には緩やかに北側に傾斜する。 

多井（1973），山内・吉谷（1992）（ 50），鹿野・吉田（1985）等による

と，島根半島の褶曲構造は松江層まで及んでいるが，約５Ma～約６Ma に

噴出した和久羅山安山岩が松江層を不整合に覆うことから，後期中新世

末期には褶曲構造の形成がほぼ終了したとされている。また，宍道湖及
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び中海の音波探査等の結果並びに三梨・徳岡編（1988）及び徳岡・高安

編（1992）によると，新第三系を覆う更新統及び完新統に，褶曲構造や

断層は認められない。さらに，大西（1979）によると，宍道湖・中海低

地帯周辺における段丘面に関する検討の結果，中期更新世以降，低地帯

の中央部が沈降するような動きは認められないとされている。 

(2) 海岸地形 

日本海に面する島根半島北岸は，主に岩石海岸から成り，潮間帯やそ

れよりも高い位置に形成された波食棚（以下「ベンチ」という。）が認

められる。敷地周辺陸域の海岸侵食地形分布図を第 3.2－12 図に示す。 

ベンチの平面的な分布については，数 10km スケールあるいは数 km ス

ケールでみると，発達程度の地域的な偏りが認められる。断片的に分布

するベンチの幅は，数 m～数 10m 程度のものが大半であり，また，潮間

帯より上位に発達するベンチも様々なものが存在し，定高性及び系統的

な高度変化等の規則性は認められない。 

島根半島沿岸域で実施した音波探査の結果，後期更新世以降に沿岸域

を隆起させるような運動様式の断層は確認されない。また，小池・町田

（2001）（51），藤原ほか（2005）（52）等によると，島根半島沿岸域の地殻運

動は，段丘面の分布状況等から，後期更新世には安定又は若干の沈降傾

向であるとされている。 

以上のことから，島根半島北岸のベンチは，少なくとも地震性地殻変

動に伴う隆起により形成されたものではないと判断される。 

(3) 断層及び変位地形・リニアメント 

島根半島の新第三系には，褶曲軸とほぼ平行する東西性の逆断層が多

く存在する。 

多井（1952）（53）は，鹿島町古浦から鹿島町 南
みなみ

講
こう

武
ぶ

，松江市上
かみ

本
ほん

庄
じょう

町

を通り，美保関町宇
う

井
い

付近に至る断層を，宍道断層と命名し，この地域

の断層の中で最も大きいものとしている。鹿野・吉田（1985）によると，

宍道断層は相対的に北上がりの逆断層と考えられ，周辺には宍道断層か
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ら派生したと思われる北上がりあるいは南上がりの高角逆断層がいく

つかみられるとしている。 

また，多井（1973）によると，大社山塊と出雲平野の境界付近に，大

社衝上断層が推定されている。大社衝上断層は，通商産業省（1969（54），

1970（55））が実施した重力探査及び地震探査の結果，東西方向に延びる

重力急傾斜帯があること及び大社山塊と出雲平野の速度層構造に著し

い差が認められることから，北上がりの逆断層として推定されたもので

ある。その後の通商産業省（1971）（56）の調査結果によると，大社衝上断

層は陸域から海域まで連続するものとされている。 

多井（1973）は，島根半島の新第三系の褶曲・断層系の主な形成が，

中新世末期頃までにほぼ完了したとしている。 

宍道湖南方地域には，新第三系に東西ないし東北東－西南西方向の断

層がいくつかみられる。また，白亜紀後期火山岩類及び花崗岩類は，東

北東－西南西ないし北東－南西方向に配列する分布を示しており，これ

とほぼ同方向の断層がいくつか存在する。 

活断層研究会編（1991）によると，敷地を中心とする半径約 30 ㎞の

範囲の陸域には，第 3.2－13 図に示すとおり，古浦東方断層，宍道断層

[北][南]，枕
まくら

木
ぎ

山東断層（「枕木山東断層」の名称は橋本ほか（1980）（57）

による。），森
もり

山
やま

断層，高尾山断層，法
ほう

田
だ

断層，古
ふる

殿
とん

[北][南]断層，山
やま

中
なか

付近断層，垣
かき

の内
うち

北側断層，半
はん

場
ば

－石
いし

原
はら

断層，万
まん

田
だ

付近断層，矢
や

尾
び

町付

近断層及び木次南断層が挙げられる。 

活断層研究会編（1991）によると，このうちの古浦東方断層及び宍道

断層[北][南]は，多井（1952）の宍道断層にほぼ一致するとされている。

また，活断層研究会編（1991）及び鹿野ほか（1989）によると，矢尾町

付近断層は，多井（1973）の大社衝上断層にほぼ一致するとされている。 

今泉ほか編（2018）によると，敷地を中心とする半径約 30 ㎞の範囲

の陸域には第 3.2－14 図に示すような断層が示されている。このうち，

活断層研究会編（1991）による古浦東方断層，宍道断層[北][南]及び森
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山断層が，宍道（鹿島）断層帯と称され，一連の活断層として示されて

いる。 

活断層研究会編（1991）に示される古浦東方断層，宍道断層[北][南]，

枕木山東断層，森山断層，法田断層及び高尾山断層については，一連と

する文献もあることから，以下ではこれらの断層を一括して宍道断層と

して用いる。 

また，宍道断層，古殿[北][南]断層及び山中付近断層については，敷

地からの距離を考慮し，「3.3 敷地近傍の地質・地質構造」で詳述する。 

活断層研究会編（1991）によると，第 3.2－15 図に示すように，敷地

を中心とする半径 30 ㎞以遠の陸域にも，地震断層及び活断層が示され

ている。これらのうち，地震断層として吉
よし

岡
おか

断層及び鹿
しか

野
の

断層があり，

比較的延長の長い確実度Ⅰの活断層としては山
やま

崎
さき

断層系がある。 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲の陸域について，地形調査を実

施した。地形判読に当たっては，敷地周辺陸域の地質・地質構造を考慮

した変位地形・リニアメント判読基準を作成し，変動地形学的視点によ

り変位地形・リニアメントを抽出するとともに，段丘面の区分及び海岸

地形の分類を実施した。なお，変位地形・リニアメントは変動地形の可

能性が高いものから，ランクをＡ～Ｄに区分した。変位地形・リニアメ

ント判読基準を第 3.2－3 表に示す。 

敷地を中心とする半径約 30km の範囲の陸域の変位地形・リニアメン

トを第 3.2－4 表及び第 3.2－16 図に示す。 

また，敷地を中心とする半径約 30km の範囲について，重力異常及び

微小地震分布に関する文献調査を実施した。 

敷地を中心とする半径約 30km の重力異常については，地質調査総合

センター編(2013)をもとに検討を行った。敷地周辺の重力異常図を   

第 3.2－17 図に示す。 

重力異常としては，背斜を成す島根半島主部及び大社山塊では高重力

域が認められ，一方，向斜を成す宍道湖・中海低地帯では低重力域が認
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められる。境
さかい

水道から中海北部を通り，松江市内にかけて東北東－西南

西方向に延びる重力コンターの急傾斜部が認められ，西方の松江市内及

び東方の美保関町東方沖合いへ向かうほど不明瞭となる。これは後述す

るＦ－Ｂ断層及びＦ－Ｃ断層にほぼ対応する。同様に，大社山塊南限沿

いから出雲市大社町西方海域にかけて，大社衝上断層に対応する東北東

－西南西方向に延びる重力コンターの急傾斜部が認められ，東方の宍道

湖へ向かうほど不明瞭になる。これらの重力異常から，共に北上がりの

地質構造の存在が推定される。また，鹿島町古浦から出雲市十六島町の

沿岸域にかけて，東北東－西南西方向に延びる重力コンターの傾斜部が

認められる。これは後述するＦ－①断層及びＦ－②断層による音響基盤

の落差（音響基盤の傾斜部）を反映した重力変化と考えられる。 

敷地を中心とする半径約 30km の微小地震分布については，気象庁地

震カタログの 1997 年 10 月から 2016 年 10 月までの約 20 年間を対象と

して検討した。微小地震分布図を第 3.2－18 図に示す。その結果，鳥取

県西部地域に震央の集中がみられる。また，変位地形・リニアメントと

の関連が考えられる微小地震は認められない。 

ａ．垣の内北側断層 

(a) 文献調査結果 

橋本ほか（1980）は，松江市島根町北垣
きたがき

北方の尾根から南東方向

の延長4.0㎞間に，西北西－東南東方向の準確実活断層を記載し，垣

の内断層と呼び，主に尾根に連続して明瞭な右横ずれ地形が認めら

れるとしている。 

活断層研究会編（1980，1991）は，橋本ほか（1980）と同位置に，

長さ4.0㎞の垣の内北側断層を記載し，確実度Ⅱ，活動度Ｃとしてい

る。 

鹿野・吉田（1985）は，橋本ほか（1980）の垣の内断層について，

そのほかのリニアメントに比べてもはるかに明瞭さを欠くものであ

り，活断層とする根拠は乏しいとしている。 



 6－3－22 

佃ほか（1985），中田ほか（2008）（58）及び今泉ほか編（2018）に

は，同位置に活断層あるいは推定活断層は示されていない。 

(b) 地形調査結果 

垣の内北側断層周辺の地形調査結果を第3.2－19図に示す。 

島根町北垣から島根町垣の内にかけて，直線状の谷，鞍部及び傾

斜変換線等から成る北西－南東方向のＤランクの変位地形・リニア

メントが判読される。 

これらの変位地形・リニアメントは活断層研究会編（1980，1991）

の垣の内北側断層にほぼ対応する。変位地形・リニアメントの南東

側の山地斜面には逆向き崖による北東側低下の高度差が認められ，

変位地形・リニアメントの北西側では一部に河谷と尾根に右屈曲が

認められるが不明瞭で系統的ではない。 

(c) 地表地質踏査結果 

垣の内北側断層周辺の地質図及び地質断面図を第3.2－20図に示

す。 

垣の内北側断層沿いには，新第三系中新統の牛切層の流紋岩～デ

イサイト質火砕岩，砂岩・礫岩，砂岩・泥岩互層，泥岩，並びに貫

入岩であるデイサイト，安山岩及び玄武岩が分布する。 

牛切層は，ほぼ東西方向の走向で北傾斜の緩やかな同斜構造を示

す。 

島根町垣の内南東部のピット調査（Ｌｏｃ．ＫＮ－１）では，泥

岩及び流紋岩～デイサイト質火砕岩が北傾斜の緩やかな構造を示し，

変 位 地 形 ・ リ ニ ア メ ン ト 位 置 に は 断 層 は 認 め ら れ な い           

（第3.2－21図）。 

島根町垣の内の北部では，変位地形・リニアメントの一部が流紋

岩～デイサイト質火砕岩と貫入岩であるデイサイトとの地質境界に

対応する。 
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(d) 総合評価 

垣の内北側断層にほぼ対応する変位地形・リニアメントには，一

部に河谷と尾根に右屈曲が認められるが不明瞭で系統的ではない。

垣の内北側断層付近に分布する地層は，北傾斜の緩やかな同斜構造

を示し，変位地形・リニアメント位置に断層は認められない。また，

変位地形・リニアメントの一部は，牛切層の流紋岩～デイサイト質

火砕岩と貫入岩であるデイサイトとの地質境界に対応する。 

以上のことから垣の内北側断層にほぼ対応する変位地形・リニア

メントは，岩質の差を反映した組織地形であると判断される。 

ｂ．大社衝上断層及び矢尾町付近断層 

(a) 文献調査結果 

大社衝上断層は，通商産業省（1969，1970，1971）の重力探査，

地震探査等の結果，大社山塊と出雲平野を境する高角度逆断層とし

て推定されたもので，多井（1973）は，これらの調査結果をもとに，

大社衝上断層が西方の海域まで連続するものとしている。なお，大

社衝上断層については，活断層とする文献はない。 

橋本ほか（1980）は，出雲市大社町遙堪
ようかん

から出雲市国富
くにどみ

町に至る

延長6.0㎞間に東西ないし東北東－西南西方向の推定活断層を記載

し，矢尾町断層と呼んだ。 

活断層研究会編（1980，1991）は，橋本ほか（1980）と同位置に，

長さ６㎞の矢尾町付近断層を記載し，確実度Ⅲ，活動度Ｃとしてい

る。 

鹿野ほか（1989）は，橋本ほか（1980）及び活断層研究会編（1980，

1991）とほぼ同じ位置にリニアメントを図示しているが，リニアメ

ントは地質断層あるいは浸食に対する抵抗の差が大きい岩石の境界

にほぼ一致しており，リニアメントに沿った地域に明瞭な変位地形

等活断層であることを示す証拠は認められないとしている。 

今泉ほか編（2018）には，同位置に推定活断層が示されている。 
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一方，佃ほか（1985）には，同位置に活断層あるいは推定活断層

は示されていない。 

活断層研究会編（1980，1991）及び鹿野ほか（1989）は，矢尾町

付近断層が，多井（1973）の大社衝上断層にほぼ一致するとしてい

る。 

以下では大社衝上断層及び矢尾町付近断層に関する調査結果をあ

わせて記載する。 

(b) 地形調査結果 

大社山塊及び矢尾町付近断層周辺の地形調査結果を第3.2－22図

に示す。 

国富町から大社町にかけて，山脚部の崖，傾斜変換線，山地・平

野境界をなす崖等から成るほぼ西北西－東南東～東北東－西南西方

向のＡ，Ｂ，Ｃランクの変位地形・リニアメントが判読され，一部

の河谷と尾根に右屈曲が認められるほか，Ｈ３面（高位面）に撓み

が，沖積面及び扇状地面に低崖が認められる。 

これらの変位地形・リニアメントは東半部が活断層研究会編

（1991）の矢尾町付近断層にほぼ対応する。 

(c) 地質調査結果 

大社山塊及び矢尾町付近断層周辺の地質図及び地質断面図を  

第3.2－23図に示す。 

地表地質踏査結果によると，矢尾町付近断層沿いには，新第三系

中新統の古浦層，成相寺層，牛切層及び古江層，並びに貫入岩であ

るドレライト及び安山岩が分布する。また，これらを覆ってＨ３面

（高位面）及びＭｍ面（中位Ⅱ面）段丘堆積物が局所的に認められ

るほか，谷沿いには沖積低地堆積物が分布する。 

変位地形・リニアメント東部の国富町馬伏
うまぶし

付近では，牛切層中に

幅約10cm～約50cmの断層破砕帯を伴う断層露頭が認められ，この断

層より北西の岩盤は幅約５mにわたって破砕を受け軟質化している
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（第3.2－24図）。この断層露頭から西方にかけて，変位地形・リニ

アメントを境に地質分布・構造の不連続がみられることから，変位

地形・リニアメントにほぼ一致する断層が存在するものと判断され

る。断層露頭周辺では，北西側に礫岩・砂岩主体の地層が，南東側

に泥岩・砂岩主体の地層が分布し，断層の両側で牛切層の岩相が異

なる。 

断層露頭にみられる断層破砕帯は全体に弱い熱水変質作用を受け，

一部に軟質な断層粘土が認められるが，全体に固結しており，最近

の活動を示唆する新しいせん断面は認められない。 

出雲市日下
く さ か

町から国富町までの牛切層の分布域では，断層の両側

で牛切層の岩相が異なる。特に，Ｃランクの変位地形・リニアメン

トが判読される出雲市東林木
ひがしはやしぎ

町以東では，断層の北西側に硬質な砂

岩・礫岩主体の地層が分布し，断層の南東側に比較的軟質な泥岩主

体の地層が分布する。 

一方，日下町周辺の成相寺層の分布域では，変位地形・リニアメ

ントは，硬質な流紋岩溶岩と，軟質な流紋岩質火砕岩との地質境界

にほぼ一致する。 

なお，出雲市西林木
にしはやしぎ

町から出雲市美談
み だ み

町にかけて，並びに大社町

から矢尾町にかけての山地・平野境界に認められる変位地形・リニ

アメントは，新第三系中新統と沖積層との地質境界にほぼ一致する。 

大社山塊周辺の重力データ（地質調査所編（2000））（59）の再解析

結果による重力異常分布図を第3.2－25図に，また，大社山塊東部か

ら宍道湖にかけての詳細な重力探査結果による重力異常分布図を   

第3.2－26図に示す。 

重力探査結果によると，大社山塊南限沿いから大社町西方海域に

かけて，大社衝上断層に対応する東北東－西南西方向に延びる重力

コンターの急傾斜部が認められ，北上がりの地質構造の存在が推定

される。また，この重力コンターの急傾斜部は，東方の宍道湖へ向
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かうほど不明瞭になる。 

大社衝上断層の西方延長に位置する大社町西方海域の音波探査結

果によると，中新統上面及びそれを覆う更新統に変位や変形は認め

られない。 

一方，大社衝上断層の東方延長に位置する宍道湖の音波探査結果

によると，中新統に断層は認められない。 

(d) 総合評価 

矢尾町付近断層については，空中写真判読により変位地形・リニ

アメントが大社山塊南限の山麓に沿って大社衝上断層の北側に近接

して認められることから大社衝上断層に含めて評価する。 

大社衝上断層については，活断層とする文献はないが，変位地形・

リニアメントが判読されること，上部更新統が欠如し活動性が明確

に判断できないこと等から，震源として考慮する活断層とし，その

長さについては，大社町西方海域において中新統上面及びそれを覆

う更新統に変位や変形が認められない音波探査測線から，宍道湖に

おいて断層が認められない音波探査測線までの約28kmとする。 

ｃ．木次南断層 

(a) 文献調査結果 

活断層研究会編（1980，1991）は，雲南市掛合
か け や

町北迫
きたざこ

付近から斐

伊川沿いの雲南市木次町西日登
にしひのぼり

を通り，雲南市大東町清田
せ い だ

付近に至

る延長20㎞間に，北東－南西方向の木次南断層を記載し，確実度Ⅲ

としている。活動度は記載されていない。これによると，斐伊川は

1,000m以上，その西の２つと東の２つの小さな川は1,000m以下の右

横ずれがみられるとしている。 

佃ほか（1985）及び今泉ほか編（2018）には，同位置に活断層あ

るいは推定活断層は示されていない。 

(b) 地形調査結果 

木次南断層周辺の地形調査結果を第3.2－27図に示す。 
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掛合町多根
た ね

志
し

食
じき

の南方から大東町清田にかけて，傾斜変換線，鞍

部等から成る北東－南西方向のＤランクの変位地形・リニアメント

が断続的に判読される。 

これらの変位地形・リニアメントは，活断層研究会編（1980，1991）

の木次南断層にほぼ対応する。変位地形・リニアメントの南西部で

は，山地斜面に逆向き崖から成る南東側低下の高度差が認められる

が，それ以外の区間では顕著な高度差は認められない。また，変位

地形・リニアメントには河谷と尾根の屈曲は認められない。 

(c) 地表地質踏査結果 

木次南断層周辺の地質図及び地質断面図を第3.2－28図に示す。 

木次南断層沿いには，古第三紀に貫入した花崗岩類が広く分布し，

掛合町北迫付近には古第三系の八神
は か み

火山岩類が分布する。鹿野ほか

（1994）によると，花崗岩類は，大東花崗閃緑岩，鵯花崗岩及び下

久野花崗岩に区分されている。また，三
み

刀
と

屋
や

川，斐伊川等の河川沿

いには，高位面，中位面及び低位面段丘堆積物が河成段丘を形成し

ており，北東端に近い大東町金成
かねなり

付近には古期扇状地堆積物が分布

する。 

本断層の北東部にあたる大東町金成付近では，中～粗粒の大東花

崗閃緑岩とこれを貫く細粒の下久野花崗岩が分布しており，変位地

形・リニアメントは両者の貫入境界にほぼ一致する。大東花崗閃緑

岩は，下久野花崗岩に比べ風化がみられ，大東花崗閃緑岩が分布す

る北西側の山地高度が全体に低くなっている。大東町金成付近では

両者が粘土等を介して接する露頭も確認しているが，その北東延長

方向に位置する大東町清田付近には，上部更新統に対比される古期

扇状地堆積物が分布し，これが形成する扇状地面に変位地形は認め

られず，古期扇状地堆積物を覆う三瓶木次軽石層（約10.5万年前）

の上面にも有意な高度差はなく，さらにその北東方において新第三

系の波多層が連続して分布している。 
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この西方の木次町宇谷
う だ に

付近では，変位地形・リニアメントの方向

と調和的な小規模な閃緑岩の貫入岩体が分布しており，貫入岩中に

北東－南西方向の粘土脈が認められる。 

木次町西日登の斐伊川沿いでは，文献により1,000m以上の右横ず

れが指摘されているが，上下流の河道には変位が認められず，変位

地形・リニアメントに沿って河谷や尾根が系統的に大きく屈曲する

ような変位地形は認められない。さらに，変位地形・リニアメント

南西部にあたる掛合町松尾
ま つ お

付近の三刀屋川沿いにあるＨ３面（高位

面）に変位地形は認められず，段丘堆積物を覆う三瓶木次軽石層に

も有意な高度差は認められない。 

この他，周辺に分布する花崗岩中には，変位地形・リニアメント

と同方向の節理等の分離面が多数認められ，挟在物中には小規模な

粘土化した部分や熱水変質作用を受けている部分も確認している。 

(d) 総合評価 

木次南断層沿いには，北東－南西方向のＤランクの変位地形・リ

ニアメントが断続して判読されるが，河谷や尾根の系統的な屈曲は

認められない。 

大東町清田付近から 東
ひがし

阿用
あ よ う

付近にかけて，変位地形・リニアメン

トは大東花崗閃緑岩と下久野花崗岩の境界にほぼ一致し，両者が粘

土等を介して接する露頭も確認されているが，その延長方向の大東

町清田付近の古期扇状地面に変位地形は認められず，古期扇状地堆

積物を覆う三瓶木次軽石層の上面にも有意な高度差はなく，さらに

その北東において新第三系の波多層が連続して分布している。大東

町東阿用付近から木次町西日登を経て掛合町北迫付近に至る間では，

花崗岩中に変位地形・リニアメントと同方向の節理等の分離面が多

数認められ，挟在物中には小規模な粘土化した部分や熱水変質作用

を受けている部分も確認している。木次町西日登付近において，

1,000m以上の右横ずれが指摘されている斐伊川屈曲部の上下流の河
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道には変位が認められず，変位地形・リニアメントに沿って河谷や

尾根が系統的に大きく屈曲するような変位地形は認められない。さ

らに，掛合町松尾付近ではＨ３面（高位面）に変位地形は認められ

ず，段丘堆積物を覆う三瓶木次軽石層にも有意な高度差は認められ

ない。 

以上のことから，木次南断層については，後期更新世以降の活動

を示唆するものは認められず，変位地形・リニアメントは花崗岩中

の卓越する節理等の分離面に沿って浸食を受けた組織地形と判断さ

れる。 

ｄ．その他の断層及び変位地形・リニアメント 

文献に示されるその他の陸域の断層並びに地形調査結果による変位

地形・リニアメントについては，後期更新世以降の活動が認められな

いか，若しくはその長さと敷地からの距離とを考慮すると，いずれも

前述の断層の影響を上回らないと判断される。 

宍道湖及び中海については，音波探査記録等から，宍道湖では，  

第3.2－6図及び第3.2－7図に示すように断層は認められない。また，

中海では，第3.2－6図に示すようにＦ－Ａ断層，Ｆ－Ｂ断層及びＦ－

Ｃ断層の３条の断層が認められる。第3.2－8図に示すように，これら

の断層はいずれもⅢＮ層以下の地層に変位又は変形を与えているが，

ⅦＮ層，ⅡＮ層及びⅠＮ層に変位や変形を与えていないことから，少な

くとも後期更新世以降に活動したものではないと判断される。 

ｅ．敷地を中心とする半径 30km 以遠の主な断層 

活断層研究会編（1991）には，敷地を中心とする半径30km以遠の陸

域にも，地震断層及び活断層が示されている（第3.2－15図）。これら

のうち，地震断層として吉岡断層及び鹿野断層があり，比較的延長の

長い確実度Ⅰの活断層としては山崎断層系がある。 

吉岡断層及び鹿野断層は，1943年の鳥取地震（マグニチュード（以

下「Ｍ」という。）7.2）に際して活動した地震断層である。活断層研
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究会編（1991）によると，鹿野断層は地形的にも活断層として認めら

れ，長さ８km，確実度Ⅰとされているが，活動度は記載されていない。 

津屋（1944）（60）は，鳥取地震の直後に震源地付近の地質学的観察を

行い，吉岡断層及び鹿野断層沿いにあらわれた地震断層の長さ，変位

の方向，変位量等を検討した。 

安藤ほか（1980）（61）は，鹿野断層について，鳥取県鳥取市鹿野町法
ほう

楽
らく

寺
じ

と鳥取市双
そう

六
ろく

原
ばら

の２箇所でトレンチ調査を実施し，法楽寺のトレ

ンチによって，断層の上下方向の変位量を60cm～80cmと読み取り，津

屋（1944）の報告とほぼ一致するとしている。 

一方，山崎断層系は，活断層研究会編（1991）によると，岡山県と

鳥取県の県境に位置する那
な

岐
ぎ

山の北方付近から，ほぼ東南東方向に延

び，兵庫
ひょうご

県宍
し

粟
そう

市山崎町を経て同県三
み

木
き

市に至る総延長87kmの断層系

であり，活動度Ｂとされている。 

活断層研究会編（1991）によると，西から大
おお

原
はら

断層（長さ34km），土
ひ

万
じま

断層（長さ18km）及び安
やす

富
とみ

断層（長さ18km）がほぼ連続し，更に約

７㎞離れた東方にある琵
び

琶
わ

甲
こう

断層（長さ10km）を含め，これら４本の

断層が確実度Ⅰとされている。また，加
か

古
こ

川を挟んで更に東方に三木

断層（長さ22km）が確実度Ⅱとして示されている。 

岡田ほか（1987）（62）は，安富断層のトレンチ調査を行い，最新活動

時期として868年の播
はり

磨
ま

地震（Ｍ≧7.0）の可能性を示唆している。 

遠田ほか（1995）（63）は，山崎断層系の北西部を構成する大原断層の

トレンチ調査を行い，最新活動時期は868年の播磨地震の可能性が強い

とし，大原断層，土万断層及び安富断層が同時に動くか，時間差を伴

って連鎖的に動く関係にあるとしている。 

岡山県（1996）（64）は同じく大原断層のトレンチ調査を行い，最新活

動時期を平安時代中期に特定し，播磨地震に該当するとしている。 

兵庫県（1996）（65）は，土万断層及び安富断層のトレンチ調査を行い，

このうちの安富断層の最新活動時期が播磨地震である可能性が高いと
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している。 

佃ほか（1985）によると，安富断層とその東方の琵琶甲断層との間

に分布する中位面ないし低位面段丘堆積層には断層が記載されていな

いことから，播磨地震で活動したとされる大原断層，土万断層及び安

富断層の一連の活断層は，その東方には延長しないことを示唆してい

る。 

また，兵庫県（1999）（66）は，山崎断層系の地形・地質調査を行い，

安富断層の横ずれ変位は，東方にゆくにつれ変位量が小さくなる傾向

が認められ，東方延長線上でも明瞭な変位地形を伴ったリニアメント

は見出せなくなることから，安富断層は琵琶甲断層には直接連続して

いない可能性が高いとしている。 

さらに,兵庫県（2001）（67）は，トレンチ調査等により，琵琶甲断層

及び三木断層が約2,000年前の前後数百年の間に活動した可能性があ

り，また，安富断層と琵琶甲断層の間の約７kmについては変位地形は

認められないとしている。 

岡田・東郷編（2000）（68）は，総延長約87kmの断層帯として山崎断層

帯と呼び，大原断層から安富断層までが一連の活断層であり，琵琶甲

断層や三木断層を別の活動をもつ断層とすれば，この延長は約60kmで

あるとしている。 

今泉ほか編（2018）は，長さ約55kmの断層帯として山崎断層帯と呼

び，西北西－東南東方向に直線的に連なる大原断層，土万断層及び安

富断層と，南部で南東方へ分岐するように発達する暮
くれ

坂
さか

峠
とうげ

断層によっ

て構成され，系統的な河谷や尾根の左屈曲が明瞭なＢ級の活動度を持

つ左横ずれ断層と推定されるが，暮坂峠断層や東部に位置する活動度

の低い断層ではこれらの変位地形は不明瞭であるとしている。 

地震調査研究推進本部（2013）（69）によると，山崎断層帯主部は，岡

山県美
みま

作
さか

市勝
かつ

田
た

町から兵庫県三木市に至る断層帯で，ほぼ西北西－東

南東方向に一連の断層が連なるように分布している。全体の長さは約
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79kmで，左横ずれが卓越する断層帯であるとしている。なお，山崎断

層帯主部は，兵庫県姫
ひめ

路
じ

市より北西側と兵庫県福
ふく

崎
さき

町より南東側とで

はそれぞれ最新活動時期が異なるため，北西部及び南東部に分けて評

価を行ったとしている。北西部では，Ｍ7.7程度の地震が発生する可能

性があり，また，南東部では，Ｍ7.3程度の地震が発生する可能性があ

るとしている。なお，山崎断層帯主部全体が連動して活動することも

考えられるため，その場合，Ｍ8.0程度の地震が発生する可能性がある

としている。 

以上のことから，山崎断層系については，大原断層から三木断層に

至る長さ約79kmの区間の活動性を考慮する。 

また，文献により敷地を中心とする半径30km以遠に示されたその他

の断層については，その長さと敷地からの距離とを考慮すると，いず

れも前述の断層の影響を上回らないと判断される。 

 

3.2.3 海域の調査結果 

敷地前面海域及びこれを含む敷地周辺海域の地質・地質構造は，文献調

査，敷地前面海域等の音波探査結果によると以下のとおりである。 

 

3.2.3.1 海底地形 

敷地前面海域の音波探査結果，海上保安庁水路部（1991b，1992a，1993a）

の「海底地形図」及び日本水路協会（2008）（70）の「海底地形デジタルデー

タ」により，第 3.2－29 図に示す敷地前面海域の海底地形図を作成した。 

敷地前面海域は，大部分が島根半島から隠岐諸島の島棚まで連なってい

る水深 150m 以浅の大陸棚に属し，水深 50m～70m 付近の傾斜変換点を境に

して，傾斜及び起伏が異なる沿岸海域と沖合海域に分けられる。 

沿岸海域は島根半島北側では屈曲に富んだ海岸線で陸域と接し，海底面

は 10／1,000～50／1,000 程度の勾配で，小島，堆，海底谷等を伴う起伏

の激しい複雑な形状を呈している。なお，沿岸海域のうち，美保湾及び大
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社前面海域はいずれも中国山地と島根半島を隔てる沖積平地の湾入部に

接し，海岸から沖合に向かって緩やかに傾斜する起伏に乏しい単調な平坦

面で形成されている。 

沖合海域の海底面は島根半島中央部と隠岐諸島を結ぶ線を境として，東

側では２／1,000 前後の勾配で北方へ極めて緩やかに傾斜する斜面で，西

側ではその中央部に東西方向の緩やかな起伏を伴い，全体として       

３／1,000 前後の勾配で北西方へ緩やかに傾斜する斜面でそれぞれ形成さ

れている。 

 

3.2.3.2 海底地質 

敷地前面海域の海底地質は，第 3.2－5 表に示すように，音波探査で認

められる反射面の連続性，下位層との不整合関係，堆積構造及び反射パタ

ーンの特徴に着目し，上位からＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層の堆積物又は堆積

岩及びＶ層の火山岩・貫入岩に区分される。 

敷地前面海域の海底地質図を第 3.2－30 図に，主要測線の海底地質断面

図を第 3.2－31 図に，音波探査記録を第 3.2－32 図に示す。 

Ａ層は陸域近傍及び敷地前面海域の北西部の大陸棚外縁～大陸縁辺台

地を除いたほとんどの海域に薄く堆積しており，下位層を不整合関係で覆

っている。本層は未固結の泥，砂，礫等から成る堆積物と考えられる。 

Ｂ層は敷地前面海域の東部及び北西部に広く分布して大部分が上位層

に覆われており，下位層を不整合関係で覆っている。本層は未固結～半固

結の泥，砂及びこれらの互層から成り，部分的に砂礫層を挟んでいると考

えられる。 

Ｂ層は層内の不整合面等により細区分される。細区分に当たっては，東

部海域のＢ層は大陸棚に位置し，層内に浸食面が認められることから，そ

の浸食面に着目し，連続する反射面を追跡することにより境界面を認定し

た。また，北西部海域のＢ層は大陸棚外縁～大陸縁辺台地に位置し，プロ

グラデーションが認められることから，その反射パターンを有する地層の
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不整合面に着目し，連続する反射面を追跡することにより境界面を認定し

た。その結果，東部海域のＢ層は上位からＢ１Ｅ層及びＢ２Ｅ層の２層に，

北西部海域のＢ層は上位からＢ１Ｗ層，Ｂ２Ｗ層及びＢ３Ｗ層の３層にそれぞ

れ細区分される。また，東部及び北西部以外の海域では，分布が小範囲に

限られ，かつＢ層の層厚が薄いことから細区分せずＢＸ層とする。 

Ｃ層は敷地前面海域の東部，北西部，西部の中央部及び日御碕西方に広

く分布しているが，大部分が上位層に覆われており，下位層を顕著な不整

合関係で覆っている。本層は固結した泥岩，砂岩及びこれらの互層から成

り，部分的に礫岩層を挟んでいると考えられる。 

Ｄ層は敷地前面海域の最下位層であり，層内の不整合面により，上位か

らＤ１層及びＤ２層の２層に細区分される。Ｄ１層は敷地前面海域中央部の

Ｄ２層隆起部を除く海域及び日御碕西方に広く分布しているが，大部分を

上位層に覆われている。本層は固結した泥岩，砂岩及びこれらの互層から

成り，部分的に礫岩層を挟んでいると考えられる。Ｄ２層は敷地前面海域

に分布する地層の最下部層で，島根半島周辺，敷地前面海域中央部，島
どう

前
ぜん

西方及び日御碕西方では海底面下浅部又は海底面で広く分布が認められ

る。本層は，堅硬な泥岩，砂岩及びこれらの互層から成り，しばしば礫岩

及び火山砕屑岩を挟んでいると考えられる。 

Ｖ層は岩床状，又は岩脈状を呈し，敷地前面海域中央沿岸部及び隠岐諸

島南方沖の小範囲に分布しているが，大部分が上位層に覆われている。本

層は火山岩・貫入岩から成ると考えられる。 

音波探査記録の解析により区分されたこれら各層は，玉木ほか（1981），

採泥試料から微化石分析を行っている山本ほか（1989）及び深部試錐から

微化石分析を行っている田中・小草（1981）（71）との層序対比並びに海域と

陸域との層序対比等を検討することにより，Ａ層は完新統，Ｂ層は中部～

上部更新統，Ｃ層は鮮新統～下部更新統，Ｄ層は中新統及びＶ層は中新世

～更新世の火山岩・貫入岩に対比される。 

また，細区分されたＢ層は，さらに堆積構造，地層の累重関係及び堆積
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の場と海水準変動との関係から地質年代対比を検討した。 

東部海域ではＢ１Ｅ層は大陸棚に分布し，一部でプログラデーションパタ

ーンを示す。また，Ｂ１Ｅ層はＡ層に不整合に覆われ，Ｂ２Ｅ層上面の浸食

面を不整合に覆う。Ｂ２Ｅ層上面の浸食面は，最終氷期最寒冷期（海洋酸素

同位体ステージ２）に形成されたＡ層とＢ１Ｅ層の不整合面の下位に位置す

ることから，安全評価上，至近の低海水準の時期であるステージ６に形成

されたと考える。したがって，Ｂ１Ｅ層は低海水準の時期（ステージ６）よ

り後の堆積物として上部更新統に対比される。また，Ｂ２Ｅ層はＢ１Ｅ層の

下位に位置し，前述のとおりＢ層が中部～上部更新統であることから，中

部更新統に対比される。 

なお，東部海域の地層対比の妥当性を確認するため，松江市鹿島町沖約

７km に位置する大陸棚において柱状採泥調査により試料を採取し，火山灰

分析及び放射性炭素同位体法による年代測定を実施した結果，前述した地

層区分に基づくＡ層から採取した大部分の試料の地質年代が後期更新世

を示したことから，従来のＡ層は表層部を除きＢ１Ｅ層であることが確認さ

れた。このＢ１Ｅ層の分布範囲は，少なくともブーマー・マルチチャンネル

方式等による高分解能の音波探査が実施されている範囲で確認されてい

る。 

北西部海域ではＢ１Ｗ層は大陸棚外縁～大陸縁辺台地に分布し，ほぼ水平

かやや傾斜する成層パターンを示す。また，Ｂ１Ｗ層は大陸棚外縁付近にお

いてＡ層に不整合に覆われ，Ｂ２Ｗ層上面をオンラップ状の不整合で覆う。

Ｂ２Ｗ層上面の不整合面は，最終氷期最寒冷期（ステージ２）に形成された

Ａ層とＢ１Ｗ層の不整合面の下位に位置することから，安全評価上，至近の

低海水準期であるステージ６から海進へ移行するステージ５の初期に形

成されたと考える。したがって，Ｂ１Ｗ層は海進した時期（ステージ５の初

期）より後の堆積物として上部更新統に対比される。また，Ｂ２Ｗ層及びそ

の下位に位置するＢ３Ｗ層は，これらがＢ１Ｗ層の下位に位置し，Ｂ層が中

部～上部更新統であることから，ともに中部更新統に対比される。 
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敷地前面海域をはじめとする敷地周辺海域の海底地質については，玉木

ほか（1982），山本ほか（1989）等に示されており，それら及び陸域の地

質と敷地前面海域の地層の対比を第 3.2－6 表に示す。 

3.2.3.3 海底地質構造 

(1) 敷地前面海域 

音波探査の結果，敷地前面海域の地質構造は島根半島陸域と調和的な

傾向を示している。すなわち，Ｄ層は著しい隆起及び沈降を伴い北東－

南西ないし東北東－西南西方向に延びる褶曲構造を示す。これを覆うＣ

層は緩やかな褶曲を示し，更にこれらの上位層であるＢ層及びＡ層はほ

とんど褶曲を示さずほぼ水平に堆積している。 

敷地前面海域に発達する顕著な褶曲構造は，海域中央部を東北東－西

南西方向に延びる複向斜構造と，これとほぼ平行してその北側に延びる

複背斜構造である。これらの構造はＤ層内に形成されており，そのうち，

Ｄ２層はＤ１層よりも著しい褶曲を示している。これらの複向斜構造及び

複背斜構造は，いずれも雁行する向斜及び背斜で形成されている。また，

島根半島陸域で東北東－西南西方向に延びる構造としては，多井（1952，

1973）が示した宍道断層及び大社衝上断層を含む宍道褶曲帯が分布する

が，その海域延長部には，東方及び西方ともにＤ２層の向斜・背斜構造

又は沈降・隆起を示す構造が認められ，これらの複向斜構造及び複背斜

構造と調和的である。 

敷地前面海域では，音波探査の解析結果により，連続性のある断層・

撓曲として第 3.2－7 表に示すＦ－Ⅰ断層～Ｆ－Ⅶ断層，Ｋ－１撓曲～

Ｋ－７撓曲，Ｆ－①断層及びＦ－②断層の 16 条が認められる。これら

16 条の断層・撓曲は北東－南西ないし東－西系を示し，いずれも顕著な

褶曲構造の翼部に位置している。また，玉木ほか（1982），海上保安庁

水路部（1991b，1992a），徳山ほか（2001）等により敷地前面海域に示

されている断層を第 3.2－33 図に示す。 

Ｆ－Ⅰ断層は，敷地前面海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複
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向斜構造の北翼に沿って松江市島根町沖約 16km に認められる断層であ

る。また，玉木ほか（1982）は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。

断層は，Ｂ２Ｅ層に変位や変形を与えていないことから，その活動は後期

更新世以降に及んでいないと判断される。 

Ｆ－Ⅱ断層は，敷地前面海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複

向斜構造の南翼に沿って松江市島根町沖約８km に位置し，東西方向に認

められる断層である。また，海上保安庁水路部（1992a）は，ほぼ同様

な位置に断層を記載している。断層は，Ｂ２Ｅ層に変位や変形を与えてい

ないことから，その活動は後期更新世以降に及んでいないと判断される。 

Ｆ－Ⅲ断層は，敷地前面海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複

向斜構造の南翼に沿って松江市鹿島町沖約７km に位置し，北東－南西方

向に認められる断層である。また，玉木ほか（1982）及び海上保安庁水

路部（1992a）は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。断層は，Ｃ

層までに変位や変形を与えているが，北東部においてその上位のＢ２Ｅ

層に変位や変形を与えていない。一方，南西部においてＢ２Ｅ層は欠如し

ているものの，Ｂ１Ｅ層に変位や変形を与えていないと考えられるが，ブ

ーマー・マルチチャンネル方式等による高分解能の音波探査記録が得ら

れていないことから，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，その

長さをＢ２Ｅ層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線から，

Ｂ１Ｅ層，Ｃ層，Ｄ１層及びＤ２層に変位や変形を与えていないことが確

認できる測線までの最大約 4.5km とする。 

Ｆ－Ⅳ断層は，敷地前面海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複

向斜構造の南翼に沿って出雲市三津
み つ

町沖約９km に位置し，東西方向に認

められる断層である。また，玉木ほか（1982）及び海上保安庁水路部

（1991b）は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。断層は，Ｃ層ま

でに変位又は変形を与えており，その上位のＢ２Ｅ層は欠如しているもの

の，Ｂ１Ｅ層に変位や変形を与えていないと考えられるが，ブーマー・マ

ルチチャンネル方式等による高分解能の音波探査記録が広域的に得ら
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れていないことから，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，その

長さをＢ１Ｅ層，Ｃ層及びＤ１層に変位を与えていないことが確認できる

測線から，Ｄ１層及びＤ２層に変位や変形を与えていないことが確認でき

る測線までの最大約 20.0km とする。 

Ｆ－Ⅴ断層は，敷地前面海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複

向斜構造の南翼に沿って出雲市日御碕沖約 15km に位置し，東西方向に

認められる断層及び撓曲である。また，海上保安庁水路部（1991b）は，

ほぼ同様な位置に断層を記載している。断層は，Ｃ層までに変位又は変

形を与えており，その上位のＢ層については欠如しているが，Ａ層には

変位や変形を与えていない。したがって，Ｆ－Ⅴ断層については，後期

更新世以降の活動を考慮するものとし，その長さをＣ層に変位や変形を

与えていないことが確認できる測線までの最大約 17.5km とする。 

Ｆ－Ⅵ断層は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背

斜構造の北翼に沿って松江市島根町沖約 25km に認められる断層である。

また，玉木ほか（1982）は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。断

層は，Ｂ１Ｅ層に変位や変形を与えていないことから，その活動は後期更

新世以降に及んでいないと判断される。 

Ｆ－①断層は，松江市鹿島町沖約５km に位置し，北東－南西方向に認

められるＦ－Ⅲ断層の南側約１km を並走して分布する断層である。断層

は，Ｄ２層下部に変位や変形を与えているが，Ｄ２層上部に変位や変形を

与えていないことから，その活動は後期更新世以降に及んでいないと判

断される。また，Ｆ－①断層は，地下深部においてＦ－Ⅲ断層に収斂す

ると考えられる。 

Ｆ－②断層は，出雲市三津町沖約４km に位置し，東西方向に認められ

るＦ－Ⅳ断層の南側約４km を並走して分布する断層である。断層は，  

Ｄ２層上部に変位や変形を与えているが，Ｄ２層上面及びそれを覆う   

Ｂ１Ｅ層に変位や変形を与えていないことから，その活動は後期更新世以

降に及んでいないと判断される。 
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Ｆ－Ⅶ断層及びＫ－３撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方

向に延びる複背斜構造の北翼に沿って出雲市三津町沖約 31km に認めら

れる断層及び撓曲である。また，玉木ほか（1982）及び徳山ほか（2001）

は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。Ｆ－Ⅶ断層及びＫ－３撓曲

は，走向が概ね一致しており近接していることから，一連のものとして

検討する。これらの断層及び撓曲は，Ｃ層までに変位又は変形を与えて

おり，その上位のＢ層については欠如しているか，又はＢ２Ｗ層に変形を

与えている箇所がある。また，Ａ層には変位や変形を与えていない。し

たがって，これらの断層及び撓曲については，後期更新世以降の活動を

考慮するものとして「ＦＫ－１断層」と呼び，その長さをＢ２Ｅ層上面及

びそれを覆うＢ１Ｅ層に変位や変形を与えていないことが確認できる測

線から，Ｂ２Ｗ層に変位を与えていないことが確認できる測線までの最大

約 19.0km とする。 

Ｋ－１撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる背斜

構造の北翼に沿って松江市鹿島町沖約 52km に認められる撓曲である。

撓曲は，西部においてＢ１Ｗ層までに変位又は変形を与えている。一方，

東部においてＣ層までに変位又は変形を与えており，その上位のＢ２Ｗ

層には変位や変形を与えていない。したがって，Ｋ－１撓曲の西部につ

いては，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，その長さをＢ２Ｗ

層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線から，ＢＸ層，Ｃ

層及びＤ１層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線までの

最大約 32.0km とする。 

Ｋ－２撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる背斜

構造の北翼に沿って松江市鹿島町沖約 49km に認められる撓曲である。

撓曲は，中央部においてＢ２Ｗ層までに変形を与えており，その上位の  

Ｂ１Ｗ層は層厚が薄いこと等により層理が不明瞭である。一方，東部にお

いてＢ２Ｗ層に，西部においてＢ３Ｗ層に変位や変形を与えていない。し

たがって，Ｋ－２撓曲の中央部については，後期更新世以降の活動を考
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慮するものとし，その長さをＢ２Ｗ層に変位や変形を与えていないことが

確認できる測線から，Ｂ３Ｗ層に変位や変形を与えていないことが確認で

きる測線までの最大約 3.5km とする。 

Ｋ－４撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背

斜構造の南翼に沿って松江市鹿島町沖約 19km に位置し，東西方向に認

められる撓曲である。撓曲は，Ｄ１層に変形を与えており，その上位の

Ｂ２Ｅ層及びＢ１Ｅ層は欠如しているか，又は層厚が薄いこと等により層

理が不明瞭となっているが，Ａ層には変形を与えていない。したがって，

Ｋ－４撓曲については，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，そ

の長さをＢ２Ｅ層までに変位や変形を与えていないことが確認できる測

線から，Ｄ１層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線まで

の最大約 9.0km とする。 

Ｋ－５撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背

斜構造の南翼に沿って松江市島根町沖約 13km に位置し，北東－南西方

向に認められる撓曲である。撓曲は，Ｂ２Ｅ層に変位や変形を与えていな

いことから，その活動は後期更新世以降に及んでいないと判断される。 

Ｋ－６撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背

斜構造の南翼に沿って松江市鹿島町沖約 17km に認められる撓曲である。

また，玉木ほか（1982）は，ほぼ同様な位置に断層を記載している。撓

曲は，Ｄ１層に変位又は変形を与えており，西部においてその上位のＢ

層は欠如しているか，又は層厚が薄いこと等により層理が不明瞭となっ

ているが，Ａ層には変位や変形を与えていない。一方，東部において   

Ｂ２Ｅ層に変位や変形を与えていない。したがって，Ｋ－６撓曲の西部に

ついては，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，その長さを  

Ｂ２Ｅ層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線から，Ｄ１層

に変位や変形を与えていないことが確認できる測線までの最大約 9.5km

とする。 

Ｋ－７撓曲は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背
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斜構造の南翼に沿って出雲市三津町沖約 13km に認められる撓曲である。

撓曲は，Ｃ層までに変形を与えており，その上位のＢＸ層は欠如してい

るか又は層厚が薄いこと等により層理が不明瞭となっているが，Ａ層に

は変形を与えていない。したがって，Ｋ－７撓曲については，後期更新

世以降の活動を考慮するものとし，その長さをＤ１層に変位や変形を与

えていないことが確認できる測線から，Ｃ層に変位や変形を与えていな

いことが確認できる測線までの最大約 9.0km とする。 

なお，Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層については，敷地前面

海域中央部を東北東－西南西方向に延びる複向斜構造の南翼に沿って

分布する等の地質構造の類似性が認められ，断層間の距離が近いことか

ら連動するものとし，その長さは最大約 48.0km とする。 

Ｋ－４撓曲，Ｋ－６撓曲，Ｋ－７撓曲及び孤立した短い撓曲について

は，敷地前面海域北部を東北東－西南西方向に延びる複背斜構造の南翼

に沿って分布する等の地質構造の類似性が認められ，撓曲間の距離が近

いことから連動するものとし，その長さは最大約 19.0km とする。 

Ｋ－１撓曲及びＫ－２撓曲については，敷地前面海域北部を東北東－

西南西方向に延びる２条の背斜構造の北翼に分布する等の地質構造の

類似性が認められ，撓曲間の距離が近いことから連動するものとし，さ

らに，「(2) 敷地周辺海域」で詳述するＦＫＯ断層とも連動するものとし

て評価する。 

敷地前面海域において前述した以外の断層及び撓曲が認められるが，

これらについては後期更新世以降の活動が認められないか，若しくはそ

の長さと敷地からの距離とを考慮すると，いずれも前述の断層の影響を

上回らないと判断される。 

なお，松江市美保関町東方，地
じ

蔵
ぞう

崎
ざき

北東沖及び出雲市大社町西方に分

布し連続性のある数条の断層は，「(2) 敷地周辺海域」で詳述する。 

(2) 敷地周辺海域 

敷地周辺海域では，文献（13）（17）～（28）（31）～（34）（36）～（39）により複数の
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断層又は撓曲が示されているが，それらの文献のうち，断層の活動時期

を示しているものは，活断層又は活撓曲と記載している活断層研究会編

（1991），新第三紀の逆断層と記載している日本地質アトラス（第２版）

及び逆断層を記載している徳山ほか（2001）である。これらを含む全断

層のうち，敷地に与える影響の大きな断層としては，日本地質アトラス

（第２版）等で兵庫県新
しん

温
おん

泉
せん

町沖の大陸斜面から島根県松江市美保関町

東方沖の大陸棚を通り島根半島東部の陸域に示された断層（以下「鳥取

沖の断層」という。），同じく日本地質アトラス（第２版）等で島根県中

部沿岸の大陸棚に示された断層（以下「大
おお

田
だ

沖の断層」という。），活断

層研究会編（1991）等で隠岐北西方の大陸斜面に示された断層（以下「隠

岐北西方の断層」という。），日本地質アトラス（第２版）等で島根県西

部から福岡
ふくおか

県沿岸の大陸棚に示された断層（以下「見
み

島
しま

付近の断層」と

いう。），活断層研究会編（1991）で見島北方沖の大陸斜面に示された断

層（以下「見島北方沖の断層」という。），及び玉木ほか（1982）で鳥取

県東部から島根半島東部沿岸の大陸棚に示された断層（以下「地蔵崎北

東沖の断層」という。），国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）で隠

岐西方の大陸斜面に示された断層（以下「ＦＫＯ断層」という。），同じく

国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）で島根県中部沿岸の大陸棚～

大陸斜面に示された断層（以下「Ｆ５７断層」という。）がある    

（第 3.2－34 図）。 

これらの断層又は撓曲について，当社，海上保安庁水路部，地質調査

所等の音波探査記録等に基づいて，分布性状，活動性等を検討した結果

を第 3.2－8 表に示す。 

鳥取沖の断層の評価に当たっては，断層周辺の地層について音波探査

で認められる反射面の連続性，下位層との不整合関係，堆積構造及び反

射パターンの特徴に着目して検討を行った。その結果，断層周辺の地層

は，上位からＡ層，Ｂ層，Ｃ層並びにＤ層（Ｄ１層及びＤ２層）に区分さ

れる。また，Ｂ層は層内の不整合面等により，Ｂ１層，Ｂ２層，Ｂ３層及
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びＢ４層に細区分される。これら各層は，山本ほか（1989）による海域

の地質等を検討することにより，Ａ層は完新統に，Ｂ層は中部～上部更

新統に，Ｃ層は鮮新統～下部更新統に，Ｄ層は中新統に対比される   

（第 3.2－6 表）。 

このうち，Ｂ１層は大陸棚においてＡ層に不整合に覆われ，大陸棚外

縁で急激に層厚が薄くなる。また，Ｂ１層はプログラデーションパター

ンが認められ，Ｂ２層を不整合に覆う。したがって，Ｂ１層は高海水準か

ら海退しつつある時期となる海洋酸素同位体ステージ５～２の堆積物

として上部更新統に対比される。Ｂ２層は大陸棚から大陸棚外縁におい

てＢ１層に不整合に覆われ，沖に向かって徐々に厚さを増す。また，Ｂ２

層にはプログラデーションパターンが認められ，Ｂ３層を不整合に覆う。

したがって，Ｂ２層は低海水準の時期となる海洋酸素同位体ステージ６

の堆積物として中部更新統に対比される。 

また，Ｂ３層及びその下位に位置するＢ４層は，これらがＢ２層の下位

に位置し，Ｂ層が中部～上部更新統であることから，ともに中部更新統

に対比される。 

なお，ブーマー・マルチチャンネル方式による高分解能の音波探査記

録を用いて敷地前面海域（東部海域）と鳥取沖海域との間における地質

層序の連続性を確認した結果，東部海域のＢ１Ｅ層が鳥取沖海域のＢ１層

に，東部海域のＢ２Ｅ層が鳥取沖海域のＢ２層，Ｂ３層及びＢ４層にそれぞ

れ連続し，その他の地層も連続している。 

鳥取沖の断層のうち，兵庫県新温泉町沖から鳥取県湯
ゆ

梨
り

浜
はま

町沖に分布

する断層又は撓曲については，走向が概ね東北東－西南西方向で近接し

て分布しており，Ｂ１層までに変位若しくは変形が認められるか，又は

一部で欠如しており，Ａ層は欠如しているか，又は層厚が薄いこと等に

より層理が不明瞭である。 

鳥取県湯梨浜町沖から鳥取県北
ほく

栄
えい

町沖に分布する断層については， 

Ｂ２層までに変位又は変形が認められるが，Ｂ１層に変位や変形は及んで
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いない。 

鳥取県北栄町沖から鳥取県大山町沖に分布する断層については，走向

が概ね東北東－西南西方向で近接して分布しており，Ｂ１層までに変位

又は変形が認められ，Ａ層は欠如しているか，又は層厚が薄いこと等に

より層理が不明瞭である。また，鳥取県北栄町沖のＢ１層までに変位又

は変形が認められる区間では，比較的大きい断層変位を示し，累積性が

認められ，また，横ずれ運動を示唆する地層の落ち込みや盛り上がり，

引きずり込み構造が確認されたのに対し，西南西方の鳥取県大山町沖で

は，断層が雁行・分岐し，変位量が小さくなる傾向が認められ，横ずれ

断層の末端部付近を示唆する性状を示しており，断層活動が低下してい

る。 

鳥取県大山町沖から島根県松江市美保関町東方沖に分布する断層に

ついては，Ｃ層までに変位又は変形が認められるが，Ｂ層に変位や変形

を与えていない。 

以上のことから，兵庫県新温泉町沖から鳥取県湯梨浜町沖に分布する

断層及び撓曲については，後期更新世以降の活動が高いものとして考慮

し，一括して「鳥取沖東部断層」と呼称し，その長さを後期更新世以降

の地層に変位や変形を与えていないことが確認できる測線までの最大

約 50km とする。 

鳥取県北栄町沖から鳥取県大山町沖に分布する断層については，後期

更新世以降の活動が高いものとして考慮し，一括して「鳥取沖西部断層」

と呼称し，その長さを後期更新世以降の地層に変位や変形を与えていな

いことが確認できる測線までの最大約 40km とする。 

さらに，鳥取沖東部断層及び鳥取沖西部断層については，その間に  

Ｂ１層に変位や変形は及んでいない区間が狭在し，連動の可能性は低い

と考えられるが，国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）により，鳥

取沖東部断層と鳥取沖西部断層が同時に破壊すると考えられる断層帯

としてグルーピングされていることを踏まえ連動するものとし，その長
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さは最大約 98km とする。 

大田沖の断層の評価に当たっては，断層周辺の地層について音波探査

で認められる反射面の連続性，下位層との不整合関係，堆積構造及び反

射パターンの特徴に着目して検討を行った。その結果，断層周辺の地層

は，上位からＡ層，Ｂｘ層，Ｃ層並びにＤ層（Ｄ１層及びＤ２層）に区分

され，Ａ層は完新統に，Ｂｘ層は中部～上部更新統に，Ｃ層は鮮新統～

下部更新統に，Ｄ層は中新統に対比される（第 3.2－6 表）。 

大田沖の断層については，海上保安庁水路部等の音波探査記録による

と，文献に示されている断層に沿って，断層及び撓曲が認められる。こ

れらの断層及び撓曲はセンスが必ずしも一致しないものの，全体として

走向が概ね東北東－西南西方向で近接して雁行しており，中部更新統以

上までに変位又は変形が認められる。これらの断層及び撓曲については，

後期更新世以降の活動が高いものとして考慮し，一括して「大田沖断層」

と呼称し，その長さを中部更新統以上に変位や変形を与えていないこと

が確認できる測線までの最大約 53km とする。 

隠岐北西方の断層，見島付近の断層，見島北方沖の断層及び地蔵崎北

東沖の断層の評価に当たっては，文献による海域の地質を参考にして，

音波探査で認められる不整合関係等に着目して音響層序区分を行った。

その結果，これらの断層周辺に分布する地層はＱ層及びＴ層に区分され，

Ｑ層は中部更新統～完新統，Ｔ層は中新統～下部更新統に対比される。

なお，地蔵崎北東沖の断層の西部は，前述の敷地前面海域に含まれるた

め，断層周辺の地層はＡ層，Ｂ層，Ｃ層及びＤ層に区分される。 

隠岐北西方の断層については，海上保安庁水路部等の音波探査記録に

よると，文献で示されている断層の中央部及び南部において断層が認め

られない。また，北部において海上保安庁水路部の音波探査記録による

と，約 36km 区間で一部に不明瞭な部分があり，活動が後期更新世以降

に及んでいる可能性のある断層も認められるが，敷地からの距離を考慮

すると，敷地に与える影響は小さいと判断される。 
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見島付近の断層については，文献で示されている断層の中央部におい

て，海上保安庁水路部等の音波探査記録によると，中部更新統以上には

連続性のある断層は認められない。また，東部及び西部において中部更

新統以上に影響を与える数条の断層が認められるが，いずれも長さが短

く，敷地からの距離を考慮すると，敷地に与える影響は小さいと判断さ

れる。 

見島北方沖の断層については，海上保安庁水路部等の音波探査記録に

よると，文献で示されている断層の東部において，中部更新統以上に連

続性のある断層は認められない。また，西部において，海上保安庁水路

部等の音波探査記録によると，約 38km 区間で一部に不明瞭な部分もあ

るが，中部更新統以上に影響を与えている断層が認められる。この約

38km 区間について，活動が後期更新世以降に及んでいる可能性があるが，

敷地からの距離を考慮すると，敷地に与える影響は小さいと判断される。 

地蔵崎北東沖の断層については，当社，海上保安庁水路部等の音波探

査記録によると，文献に示されている断層位置において，中部更新統以

上に変位や変形は認められない。したがって，少なくとも後期更新世以

降の活動はないものと判断される。 

ＦＫＯ断層及びＦ５７断層の評価に当たっては，前述の敷地前面海域及

び大田沖海域に該当するため，断層周辺の地層は，上位からＡ層，Ｂｘ

層，Ｃ層及びＤ層に区分される。 

ＦＫＯ断層については，地質調査所等の音波探査記録によると，国土交

通省・内閣府・文部科学省（2014）に示されている断層位置において，

走向が東北東－西南西方向を示す２条の断層が認められ，Ｂｘ層までに

変位又は変形が認められることから，後期更新世以降の活動を考慮する

ものとし，その長さは断層活動を示唆する変位や変形を与えていないこ

とが確認できる測線までの最大約 32km とする。 

また，ＦＫＯ断層の南方にはＫ－１撓曲及びＫ－２撓曲が分布している。

これらの断層周辺において高分解能の音波探査記録が得られていない
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こと等から，Ｋ－１撓曲，Ｋ－２撓曲及びＦＫＯ断層は連動するものとし，

その長さは最大約 36km とする。 

Ｆ５７断層については，地質調査所等の音波探査記録によると，国土

交通省・内閣府・文部科学省（2014）に示されている断層位置において，

走向が東－西方向又は東北東－西南西方向を示す複数条の断層が直線

状又は平行状に分布し，Ｂｘ層までに変位又は変形が認められることか

ら，後期更新世以降の活動を考慮するものとし，その長さは断層活動を

示唆する変位や変形を与えていないことが確認できる測線までの最大

約 108km とする。 

また，文献により敷地周辺海域に示されたその他の断層については，

その長さと敷地からの距離とを考慮すると，いずれも前述の断層の影響

を上回らないと判断される。 
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3.3 敷地近傍の地質・地質構造 

3.3.1 調査内容 

敷地近傍において，不明瞭若しくは小規模な変動地形までも含めて地

質・地質構造を詳細に把握するために，敷地周辺の調査結果を踏まえ，敷

地を中心とする半径約５km の範囲において，文献調査，地形調査，地表地

質踏査，地球物理学的調査（反射法地震探査等），ボーリング調査，ピッ

ト調査，トレンチ調査，音波探査，海底面調査及び潜水調査を実施した。

なお，調査範囲としては，敷地を中心とする半径約５km の範囲に加え，変

位地形・リニアメントが断続的ではあるが判読されるため，松江市美保関

町までを含めて調査を実施した。 

敷地近傍の地質・地質構造に関する主要な文献としては，地質調査所発

行の鹿野・吉田（1985）５万分の１地質図幅「境港」，鹿野・中野（1985）

「美保関」，鹿野・中野（1986）「恵曇」，中田ほか（2008）等がある。 

地形調査としては，主に国土地理院で撮影された縮尺４万分の１，２万

分の１及び８千分の１の空中写真，米軍で撮影された縮尺１万分の１の空

中写真，並びに国土地理院発行の縮尺５万分の１及び２万５千分の１の地

形図に加えて航空レーザー測量による高精度の２千５百分の１の等高線

図を使用して，変動地形学的視点により変位地形・リニアメントを抽出し

た。 

地表地質踏査としては，詳細な地質・地質構造を把握するために，地形

調査に使用した空中写真及び地形図を用いて実施した。 

地球物理学的調査としては，敷地近傍の地下構造を把握するために，反

射法地震探査を実施した。反射法地震探査として古浦層，成相寺層等の新

第三系内の構造を調査するためにＰ波探査を実施し，その総延長は約５km

である。また，地下浅部の詳細な構造を調査するためにＳ波探査を実施し，

その総延長は約４km である。 

ボーリング調査としては，文献調査，地形調査，地表地質踏査及び地球

物理学的調査の結果を踏まえて，断層の有無又は通過位置を確認するため
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に実施した。 

ピット調査及びトレンチ調査としては，文献調査，地形調査，地表地質

踏査，地球物理学的調査及びボーリング調査の結果を踏まえて，断層有無

の確認，活動性等を詳細に把握するために実施した。 

地表地質踏査，ボーリング調査等において粘土状破砕部が確認された場

合には，必要に応じて，研磨片及び岩石薄片を作成し，せん断面の性状，

複合面構造及び条線の観察等を実施した。 

音波探査としては，海底の地形，地質・地質構造に関する資料を得るた

めに実施した。解析に使用した音波探査は，水中放電（スパーカー）方式

及びウォーターガン・マルチチャンネル方式による調査であり，その測線

間隔は沖合方向（南北方向）が約１km 間隔，沿岸方向（東西方向）が約２

km 間隔である。 

古浦沖で実施した音波探査はウォーターガン・マルチチャンネル方式，

ジオパルス・マルチチャンネル方式，ジオパルス方式及びソノプローブ方

式による調査であり，探査した測線は 18 測線で総延長は約 24km である。 

また，2014 年に実施した音波探査はウォーターガン・マルチチャンネル

方式及びブーマー・マルチチャンネル方式による調査であり，探査した測

線は 12 測線で総延長は約 15km である。 

探査技術上の理由により音波探査が困難な沿岸部については，海底面調

査及び潜水調査を実施し，海底の地形，地質・地質構造を確認した。 

これらの調査結果に基づいて，敷地を中心とする半径約５km の範囲につ

いて，原縮尺２万５千分の１の詳細な地質図，地質断面図，変位地形・リ

ニアメント分布図等を作成した。 

 

3.3.2 調査結果 

敷地近傍における地形，地質・地質構造は，文献調査，地形調査，地表

地質踏査，地球物理学的調査等の結果によると以下のとおりである。 
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3.3.2.1 敷地近傍の地形 

敷地近傍の地形図を第 3.3－1 図に示す。 

敷地近傍の陸域地形は敷地の南側は東西に延びる半島の脊梁山地から

成り，さらに南側には東西に低地が広がる。 

敷地近傍の海底地形は北西方向に 10／1,000～50／1,000 程度の勾配を

示す大陸棚から成り，沿岸部では屈曲に富んだ海岸線で陸域と接している。 

 

3.3.2.2 敷地近傍の地質 

敷地近傍の地質図及び地質断面図を第3.3－2図に示す。 

敷地近傍の地質層序は敷地周辺の地質層序と同じである（第 3.2－1 表）。 

敷地近傍の陸域には下位より，新第三系中新統の古浦層，成相寺層，牛

切層，古江層，松江層及び和久羅山安山岩が分布している。中海では下位

よりⅥＮ層（古浦層，波多層及び成相寺層），ⅤＮ層（牛切層），ⅣＮ層（古

江層）及びⅢＮ層（松江層）が分布している。 

第四系は，更新世の火山岩類及び段丘堆積物，並びに完新世の砂丘堆積

物及び沖積低地堆積物等から成る。また，中海では下位からⅡＮ層（中期

～後期更新世の段丘堆積物），ⅠＮ層（完新世の砂丘堆積物及び沖積低地堆

積物）が分布し，火山岩・貫入岩としてⅦＮ層（大根島玄武岩）が分布し

ている。 

敷地近傍の海域の地層は，敷地前面海域と同様，音波探査で認められる

反射面の連続性，下位層との不整合関係，堆積構造及び反射パターンの特

徴に着目し，上位からＡ層，Ｂ層，Ｃ層，Ｄ層の堆積物又は堆積岩及びＶ

層の火山岩・貫入岩に区分され，Ｂ層はＢ１Ｅ層及びＢ２Ｅ層に，Ｄ層はＤ１

層及びＤ２層にそれぞれ細区分される。また古浦沖の海域の地質は上位か

らⅠＫ層，ⅡＫ層，ⅢＫ層及びＤ２層に区分され，ⅠＫ層及びⅡＫ層は敷地前

面海域のＡ層に対比される。これらのうち敷地近傍の海域には，Ｄ２層，

ⅢＫ層及びＡ層が分布している。 
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3.3.2.3 敷地近傍の地質構造 

(1) 概要 

敷地近傍の地質構造として，新第三系の古浦層及び成相寺層に東西方

向の背斜構造が認められる。多井（1973），山内・吉谷（1992），鹿野・

吉田（1985）等によると，島根半島の褶曲構造は松江層まで及んでいる

が，約５Ma～約６Ma に噴出した和久羅山安山岩が松江層を不整合に覆う

ことから，後期中新世末期には褶曲構造の形成がほぼ終了したとされて

いる。 

(2) 断層及び変位地形・リニアメント 

敷地近傍の変位地形・リニアメント分布図を第 3.3－3 図に示す。 

敷地近傍陸域の地形調査によると，宍道断層，古殿[北][南]断層及び

山中付近断層とほぼ同じ位置に変位地形・リニアメントが判読されるが，

それ以外には判読されない。 

また，敷地近傍海域の音波探査によると，敷地近傍の海域に断層及び

撓曲は認められない。 

ａ．宍道断層 

(a) 文献調査結果 

橋本ほか（1980）は，鹿島町古浦から鹿島町尾坂
お さ か

付近までの延長

約 3.5km 間に東西方向の準確実活断層を記載し，古浦断層と呼び，

尾根線に北側落ちの高度不連続地形が認められるとしている。鹿島

町南講武から枕木町付近までの延長 8.5 ㎞間及び鹿島町南側
みなみがわ

（地

名）から鹿島町七田
し ち で

までの延長 1.7 ㎞間に２本の準確実活断層を記

載し，宍道断層と呼び，谷や尾根において最高約 30m の右横ずれ変

位地形を呈しているとしている。また，美保関町宇井から美保関町

法田付近までの延長 1.8km 間に北東－南西方向の準確実活断層を記

載し，法田断層と呼び，中央部の嶺線に約 25m～30m の高度不連続地

形が認められるとしている。さらに，枕木町北方から美保関町北浦
きたうら

南

方までの延長 2.7km 間，美保関町下
しも

宇
う

部
べ

尾
お

から美保関町森山までの
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延長 4.0km 間及び美保関町宇井から美保関町福
ふく

浦
うら

までの延長 4.7km

間にそれぞれ推定活断層を記載し，枕木山東断層，森山断層及び高

尾山断層と呼んでいる。 

活断層研究会編（1980）は，橋本ほか（1980）とほぼ同じ位置に

古浦東方断層（長さ 3.4km），宍道断層（長さ 8.5 ㎞），宍道断層[南]

（長さ 1.7 ㎞）及び法田断層（長さ 1.8km）を記載し，いずれも確

実度Ⅱ，活動度Ｃとしている。また，橋本ほか（1980）とほぼ同じ

位置に森山断層（長さ 4.0km）及び高尾山断層（長さ 4.7km）を記載

し，確実度Ⅲ，活動度Ｃとしている。このほか，橋本ほか（1980）

の枕木山東断層に相当する位置に延長約 3.1km の確実度Ⅲの断層を

記載している。 

鹿野・吉田（1985）は，鹿島町古浦から鹿島町客戸
きゃくど

付近までを古

浦東方リニアメントと呼び，リニアメントに沿って分離丘陵や山脚

部の急傾斜が点在するが，確実に断層変位地形としてみなせるもの

はないとしている。また，活断層研究会編（1980）の宍道断層及び

宍道断層[南]をそれぞれ講
こう

武
ぶ

－納
のう

蔵
ざ

リニアメント及び七田断層と新

称した。このうち，講武－納蔵リニアメントは，断層変位地形が認

められず，坂
さか

本
もと

町坂本上
さかもとかみ

から東へは続かないとしている。一方，七

田断層については，鹿島町南側（地名）から鹿島町七田の約２㎞間

に支谷の系統的な右屈曲が認められることから，活断層であると判

断し，変位地形の明瞭さから，日本国内の他地域においてＢ級とさ

れているものに匹敵するとしている。さらに，橋本ほか（1980）の

枕木山東断層とほぼ同じ位置に枕木山東リニアメントを記載し，リ

ニアメントを境にして北西側の山地高度が南東側に比べやや高いと

しているが，断層変位地形が認められないことから，組織地形によ

るものと判断されるとしている。また，橋本ほか（1980）及び活断

層研究会編（1980）の森山断層の東半部約２km 間を森山リニアメン

トと呼び，リニアメントを境にして南側の山地が低いとしているが，
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断層変位地形が認められないことから，組織地形によるものと判断

されるとしている。橋本ほか（1980）及び活断層研究会編（1980）

の高尾山断層とほぼ同じ位置に高尾山リニアメントを記載し，地質

断層とリニアメントが一致するものの，確実に断層変位地形が認め

られないこと，断層両側の地層の浸食に対するコントラストが大き

いこと等から，組織地形によるものと判断されるとしている。橋本

ほか（1980）及び活断層研究会編（1980）の法田断層とほぼ同じ位

置に法田リニアメントを記載し，地質断層とリニアメントが一致す

るものの，断層変位地形は伴っていないとしている。 

佃ほか（1985）は，鹿島町南講武から東方約５㎞間に右横ずれで

活動度がＢ級以下の活断層を記載し，主として第四紀後期に活動し

たものとしている。 

鹿野・中野（1986）は，古浦東方リニアメントについて，分離丘

陵が認められることや，佐陀川の沖積地とその南の山地との間が直

線的な境界として認められることは，このリニアメントが活断層で

ある可能性を示唆するとしている。 

活断層研究会編（1991）は，活断層研究会編（1980）の宍道断層

及び宍道断層[南]の記載内容を変更し，宍道断層[北]として，鹿島

町南講武から鹿島町七田までの延長２㎞間に確実度Ⅱ，活動度Ｃを

示し，宍道断層[南]として，鹿島町南側（地名）から 東
ひがし

持
もち

田
だ

町納
のう

蔵
ざ

東
ひがし

までの延長約５㎞間に確実度Ⅰ，活動度Ｃ，これより枕木町まで

の延長約５㎞間に確実度Ⅱ，活動度Ｃを図示している（ただし，表

中では鹿島町南側（地名）から枕木町までの延長 10 ㎞間を確実度Ⅰ，

活動度Ｃとして記載している。）。また，活断層研究会編（1980）の

法田断層について，確実度Ⅱから確実度Ⅲへ記載内容を変更してい

る。そのほか，活断層研究会編（1980）の古浦東方断層，森山断層，

高尾山断層及び橋本ほか（1980）の枕木山東断層に相当する確実度

Ⅲの断層については，同一の記載をしている。 



 6－3－54 

鹿野ほか（1994）は，宍道断層あるいはその周辺の断層で確実に

活断層として認定し得るのは，長さ約２㎞の七田断層のみであると

している。 

中田・後藤（1998）（72）は，活断層研究会編（1991）の宍道断層[南]

と古浦東方断層を一連の活断層として認定し，橋本ほか（1980）の

枕木山東断層に相当する区間を含めた延長約 15km 間を新たに鹿島

断層と呼び，断層末端の屈曲形態から一括して活動するセグメント

であるとする説を提案している。 

中田・今泉編（2002）（73）は，中田・後藤（1998）の鹿島断層をや

や東方に延長し，延長約 15km の活断層を記載し，鹿島断層帯と呼ん

でいる。 

佐藤・中田（2002）（74）は，中田・今泉編（2002）の鹿島断層帯を

更に東方に延長させ，手
た

角
すみ

町を通り，美保関町下宇部尾までの延長

約 18km の活断層を鹿島断層として記載し，断層変位地形の分布，断

層線の分岐形態，縦ずれ分布パターン等から，一括して活動すると

推測されるとしている。 

中田ほか（2002）（75）は，佐藤・中田（2002）とほぼ同じ位置に活

断層を記載し，鹿島断層と呼んでいる。 

原子力安全基盤調査研究（2005）（76）は，佐藤・中田（2002）及び

中田ほか（2002）とほぼ同じ位置に活断層を記載し，鹿島町佐
さ

陀
だ

宮内
みやうち

仲田
な か だ

のトレンチ調査及びジオスライサー調査の結果，最新活動時期

は 5,800 年前～3,300 年前の間，その一つ前は 12,000 年前～5,800

年前の間と推定されると記載している。 

渡辺ほか（2006）（77）は，上本庄町のトレンチ調査の結果，走向Ｎ

60°Ｅ，傾斜 87°Ｎの断層面を確認し，奈良時代の腐植土層まで変

位させており，放射性炭素同位体法の結果によると最新活動時期は

奈良時代以降，17 世紀以前と考えられ，880 年出雲の地震に対応す

る可能性が高く，姶
あい

良
ら

Ｔｎ火山灰（約 2.8 万年前～約 3.0 万年前；
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町田・新井（2011））の降下堆積以降，５回程度の活動を繰り返して

いる可能性があると記載している。 

徳岡ほか（2007）（78）は，渡辺ほか（2006）のトレンチ調査地点に

おいて考古学的調査を実施し，鹿島断層の最新活動は 850 年以後，

平安時代末期から鎌倉時代初期以前に限定され，880 年出雲の地震

に対応すると判断されると記載している。 

中田ほか（2008）は，中田ほか（2002）の鹿島断層を一部改訂し，

西方及び東方に延長させている。 

地震調査研究推進本部（2016）（79）は，活断層研究会編（1991），

原子力安全基盤調査研究（2005），中田ほか（2008），中国電力株式

会社島根原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査資料等の既往

調査研究成果に基づき，鹿島町古浦から美保関町下宇部尾までの延

長約 21km の活断層を記載し，宍道（鹿島）断層と呼んでいる。また，

下宇部尾の東方には，活断層の可能性のある構造を記載し，重力異

常による構造不連続，島根半島東部の地形的特徴等により，東方延

長の陸海境界付近には，地質構造が連続する可能性があるとしてい

る。 

今泉ほか編（2018）は，中田・今泉編（2002）の鹿島断層帯を改

訂し，鹿島町古浦から美保関町美保関までの延長約 30km の活断層を

記載し，宍道（鹿島）断層帯と呼んでいる。 

(b) 地形調査結果 

宍道断層周辺の変位地形・リニアメント分布図を第 3.3－4 図に示

す。 

鹿島町古浦から鹿島町佐陀
さ だ

本郷
ほんごう

客戸に至る間は，東北東－西南西

の走向をもつ山麓の急斜面から成り，主として山地と平野との境界

付近を連続する北側低下の崖として認められ，また，谷や尾根の系

統的でかつ明瞭な右屈曲が認められる。 

鹿島町古浦から男
お

島
しま

に至る海岸に沿った陸域には，変位地形・リ
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ニアメントは認められなくなるが，その西方の男島付近には鞍部地

形が認められ，一部に尾根・谷の左屈曲が認められる。更に西方の女
め

島
しま

付近では，変位地形・リニアメントは認められない。 

鹿島町佐陀本郷根
ね

連
れ

木
ぎ

では山麓線に連続する変位地形・リニアメ

ントに平行して山地内に谷や尾根の系統的な右屈曲が認められる。 

鹿島町 名
みょう

分
ぶん

では沖積地に入り伏在となるが，東方の南講武で認め

られる変位地形・リニアメントに連続すると考えられる。 

鹿島町南側（地名）から鹿島町七田を経て鹿島町橋
はし

立
だて

までは谷や

尾根の系統的かつ明瞭な右屈曲が認められる。 

鹿島町橋立から坂本町を経て福原町までは河谷や尾根の屈曲が認

められ，坂本町坂本上からは断続・雁行する。 

福原町から上本庄町の間は，変位地形・リニアメントの連続性は

認められなくなるが，上本庄町から枕木町の間では，走向が北東－

南西方向へ変化するとともに，段丘面に変位や変形の可能性のある

地形が一部で認められる。 

枕木町周辺では谷や尾根の右屈曲が認められ，枕木町周辺から東

方については，変位地形・リニアメントが北東延長と東方延長の２

方向に認められる。 

枕木町の北東延長については，長
なが

海
み

川北限付近では河谷や尾根の

系統的な右屈曲が認められ，山地高度は北西側が比較的高い。忠
ちゅう

山

付近では谷や尾根の屈曲は認められず，山地内の鞍部，直線谷及び

開析された南東側低下の崖の連続が認められる。 

枕木町の東方延長については，長海川の河谷の北縁では山麓線が

東西に連続し，沖積面に低崖が認められる。さらに，長海町から手

角町の間では，北側に鞍部列や山麓線が連なり，長海川の南縁には

一部の河谷と尾根の屈曲が認められる。 

美保関町万
まん

原
ばら

から下宇部尾の間では，河谷や尾根に明瞭な右屈曲

が認められ，道路に沿って直線的な凹地が認められ，低地部の東で
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は直線谷が認められる。また，北東方向にも谷や尾根の屈曲及び鞍

部が認められる。 

美保関町森山では鞍部が断続的に認められる。 

美保関町宇井から福浦の間では，鞍部列を境に，丘陵の南側が低

い高度不連続が認められる。また，鞍部列の南側にも，谷や尾根の

右屈曲，鞍部及び直線谷が断続する。 

高尾山の西側から美保関町法田の間では，直線谷と鞍部が認めら

れ，山地高度は北西側がやや高い。 

美保関町福浦から地蔵崎の間では，島根半島の南北の水系を境す

る分水界が南側へ偏り，分水界には風隙及び截頭谷が発達するもの

の，系統性は認められない。 

宍道断層周辺の右横ずれ変位地形に着目した谷の屈曲量及び屈曲

率を第 3.3－5 図に示す。 

宍道断層周辺の谷の屈曲量及び屈曲率は，鹿島町南側（地名）か

ら鹿島町七田を経て鹿島町橋立までの区間（以下「南講武付近」と

いう。）において大きくなる傾向が認められる。また，南講武付近か

ら西方の鹿島町古浦に向かって谷の屈曲量及び屈曲率は次第に小さ

くなる傾向が認められる。更に西方の男島付近では，右屈曲の変位

地形は認められない。 

南講武付近から東方の鹿島町橋立から上本庄町までは，一部にお

いて南講武付近と同程度の谷の屈曲量が認められる。また，上本庄

町から長海町以東の谷の屈曲量及び屈曲率は，南講武付近と比較し

て，大局的には次第に小さくなる傾向が認められる。更に東方の美

保関町下宇部尾から福浦では，明瞭な右屈曲の変位地形は認められ

ず，谷の屈曲量及び屈曲率からも系統性は認められない。 

(c) 地質調査結果 

宍道 断層 周 辺の 地 質図 を 第 3.3－ 6 図に ，地 質 断面 図 を         

第 3.3－7 図に示す。 
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ア．南講武周辺 

地表地質踏査結果によると，鹿島町南講武周辺では変位地形・

リニアメントを挟んで北側には成相寺層の凝灰角礫岩，泥岩等が

分布し，南側には古浦層の安山岩質火砕岩，砂岩，礫岩，貫入岩

である安山岩等が分布する。また，変位地形・リニアメントを境

に，地質構造が不連続となり，鹿島町南講武～福原町区間の変位

地形・リニアメントは，鹿野・吉田（1985）等の文献でいわれる

宍道断層とほぼ一致している。 

また，鹿島町七田の変位地形・リニアメント直下で，かつ地形

の屈曲が最も明瞭な鹿島町七田南方の沢（Ｌｏｃ．Ｓ－１）にお

いて，断層を確認した（第 3.3－8 図及び第 3.3－9 図）。ここでは，

安山岩質火砕岩，砂岩及び泥岩から成る古浦層と，泥岩及び流紋

岩質火砕岩から成る成相寺層が東西方向の断層で接しており，こ

れらの岩石が破砕を受け，軟質化している。 

次に，変位地形・リニアメント延長上の鹿島町南講武の低地に

おいて，反射法地震探査及びボーリング調査を行い，断層位置を

特 定 し ， そ の 位 置 に お い て ト レ ン チ 調 査 を 実 施 し た           

（第 3.3－10 図及び第 3.3－11 図）。 

ボーリング調査結果等によると，標高±０m～－８m 付近以深に

新第三系が存在し，３本のボーリングにより断層を確認した。ま

た，標高６m～８m 付近に大山松江軽石層，その直上に三瓶木次軽

石層が確認され，断層を挟んでこれらの軽石層の分布標高に差が

生じている。断層北側には，泥岩，流紋岩質凝灰角礫岩等から成

る成相寺層が，南側には安山岩質火砕岩及び泥岩から成る古浦層

が分布しており，断層を挟んだ新第三系の上面の標高は，南側が

北側に比べ約６m 高くなっている。さらに，この断層位置が変位

地形・リニアメント延長線上にあること及び反射法地震探査の結

果からもほぼ同じ位置に断層の存在が推定されることから，この
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断層が宍道断層に対応するものと判断した。 

トレンチ調査結果によると，明瞭な断層がトレンチ中央部付近

に認められ，大山松江軽石層，三瓶木次軽石層及び姶良Ｔｎ火山

灰を含む層が断層により変位を受けている（第 3.3－12 図）。また，

トレンチ最下部において，新第三系に接する幅 10cm 程度の断層粘

土が認められた。姶良Ｔｎ火山灰を含む地層，その上位の各地層

より採取した木片等の放射性炭素同位体法の結果によると，断層

は約１万１千年前の腐植土層を変位させているが，その上位の約

３千年前の砂礫層を変位させていない。 

ボーリング調査により採取した断層試料を用いて研磨片観察

及び薄片観察を実施した結果，断層角礫及び断層粘土の積層構造

が認められ，最新面と判断される細粒化が進行した直線的でシャ

ープな面が確認される。また，この最新面付近において複合面構

造が確認され，右横ずれセンスを示す。これは，鹿島町南講武周

辺で認められる右屈曲の変位地形・リニアメントとも調和的であ

る。 

イ．南講武～尾坂間の平野部 

変位地形・リニアメント延長上の鹿島町南講武～尾坂間の平野

部において，ボーリング調査等を実施した（第 3.3－13 図及び   

第 3.3－14 図）。 

ボーリング調査結果等によると，標高－４m～－８m 付近以深に

新第三系が存在し，地質構造の不連続が推定される箇所付近の斜

めボーリングにより断層を確認した。この断層の北側には成相寺

層の流紋岩質凝灰角礫岩～流紋岩質凝灰岩及び貫入岩であるドレ

ライトが，また，南側には成相寺層の泥岩が分布しており，断層

を挟んだ新第三系の上面の標高は，南側が北側に比べ約５m 高く

なっている。この断層を境に，第四系各層の分布深度に高低差が

認められ，姶良Ｔｎ火山灰を含む更新統及び海洋酸素同位体ステ
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ージ２最上位の堆積物（腐植土層）が変位を受けている。断層の

位置，変位のセンス，変位を受けている地層の年代等から，この

断層は鹿島町南講武で確認された断層の西方延長部に相当すると

判断した。 

ウ．佐陀本郷周辺 

地表地質踏査結果によると，鹿島町佐陀本郷周辺には，新第三

系中新統の古浦層及び成相寺層とこれらに貫入したドレライト及

び安山岩が分布する。変位地形・リニアメントの直下に位置する

鹿島町佐陀本郷長
なが

廻
さこ

池西方の道路法面には，成相寺層の泥岩と流

紋岩を境する断層露頭（Ｌｏｃ．Ｋ－１）が観察される         

（第 3.3－15 図）。また，変位地形・リニアメントを境に古浦層及

び成相寺層の分布・構造に大きな違いがみられることから，変位

地形・リニアメントに一致する断層が存在するものと判断される。 

次に，変位地形・リニアメント延長上の鹿島町佐陀本郷におい

て，電気探査，ボーリング調査等を行い，断層位置を特定し，そ

の位置においてトレンチ調査を実施した（第 3.3－ 16 図，       

第 3.3－17 図及び第 3.3－18 図）。 

電気探査結果によると，第3.3－19図に示すように，新第三系

と推定されるゾーン中に，低比抵抗値を示す部分が認められ，こ

の位置に断層の存在が推定される。 

ボーリング調査結果によると，Ⅰ断面（第 3.3－17 図）におい

て，標高－９m～－10m 付近以深に新第三系が存在し，ボーリング

において礫岩と安山岩質火砕岩を境する断層を確認した。この断

層を境に北と南には異なる地質が分布し，断層位置が変位地形・

リニアメント上にあること及び電気探査結果からもほぼ同じ位置

に断層の存在が推定できることから，この断層が宍道断層に対応

するものと判断した。また，新第三系を覆う地層のほとんどが砂

礫質の堆積物から成っているが，このうち，標高－１m～－２m 付
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近にみられる腐植質粘土層中に大山松江軽石層が含まれることを

確認した。 

トレンチ調査結果によると，標高－10m 付近において，北側の

礫岩と南側の安山岩質火砕岩との間に幅 30cm 程度の連続する断

層粘土が認められた（第 3.3－20 図）。この断層の走向は，変位地

形・リニアメントの方向とほぼ一致している。また，断層を覆う

堆積物の大半は砂礫層で，標高－１m 付近にみられる大山松江軽

石層を含む層は，ほぼ水平に堆積しており，その下位の標高－３m

付近において，粘土の薄層及び礫混り砂層がほぼ水平に連続して

堆積している。 

さらにトレンチ調査範囲の北側でボーリング調査等を実施し

た。 

ボーリング調査結果等によると，Ⅰ断面（第 3.3－17 図）では，

新第三系として古浦層の礫岩と貫入岩である安山岩が分布し，こ

の間で新第三系上面に約５m の標高差が認められるが，これを覆

う海洋酸素同位体ステージ５の堆積物（硬質な砂礫（未風化部）

及び灰白色の砂質シルト）を含む第四系は，ほぼ水平に分布して

おり，後期更新世以降の断層活動を示唆する地層の変位や変形は

認められない。Ⅱ断面（第 3.3－18 図）では，新第三系として古

浦層の礫岩が一様に分布し，その上面は標高－10m 付近で水平に

連続し，また，これを覆う海洋酸素同位体ステージ５の堆積物（硬

質な砂礫）を含む第四系は，ほぼ水平に分布しており，後期更新

世以降の断層活動を示唆する地層の変位や変形は認められない。 

エ．古浦周辺 

地表地質踏査結果によると，鹿島町古浦から佐陀本郷廻
さこ

谷
や

周辺

には，新第三系中新統の古浦層及び成相寺層が分布する。また，

古浦から男島付近には，新第三系中新統の古浦層が緩やかな構造

で広がり，これらに安山岩及びデイサイトが貫入している     
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（第 3.3－21 図）。 

変位地形・リニアメント直下の鹿島町佐陀本郷廻谷において，

反射法地震探査及びボーリング調査を行った。 

反射法地震探査結果によると，第 3.3－22 図に示すように，変

位地形・リニアメント位置及びそれより北側において南上がりの

逆断層が推定される。 

ボーリング調査結果等によると，Ⅰ断面（第 3.3－23 図）では，

急傾斜した古浦層が分布し，古浦層上面に高度差が認められ，北

側の砂礫２層と南側の泥岩とを境する断層が認められる。さらに，

反射法地震探査の結果からも，ほぼ同じ位置に断層の存在が推定

される。この断層を境に，大山松江軽石層に高度差が推定され，

シルト～砂層（約 20,000 年前）及び青灰色砂礫層（約 25,000 年

前）にも断層を挟んで高度差が認められるため，後期更新世以降

の断層活動が認められると判断した。また，佐陀本郷廻谷では，

谷の屈曲量及び断層による鉛直変位量（ボーリングで確認した地

層の高度差）は，東側（鹿島町佐陀宮内仲田，鹿島町南講武）に

比べて小さいことから，断層の活動性は低く，震源として考慮す

る活断層の末端に近いと考えられる。 

Ⅱ断面（第 3.3－24 図）では，南側の凝灰質シルト岩と北側の

砂礫１層とを境する断層が認められる。さらに，反射法地震探査

の結果からもほぼ同じ位置に断層の存在が推定される。しかしな

がら，この断層を覆う砂礫２層及び大山松江軽石層を含む砂礫３

層は，ほぼ水平に堆積していることと，反射法地震探査の結果，

断層を覆う地層の反射面は水平に連続することから，少なくとも

大山松江軽石層を含む砂礫３層より上位に変位や変形は認められ

ない。 

また，佐陀本郷廻谷から男島に至る海岸に沿った陸域（以下 

「古浦西方」という。）には，海岸部では古浦層の礫岩，泥岩及び
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砂岩が連続分布しており，断層は認められない（第 3.3－21 図）。

なお，中田ほか（2008）に示される断層位置付近において，ほぼ

全面に分布する古浦層に断層は認められない。 

その西方の男島付近には鞍部地形が認められ，一部に尾根・谷

の左屈曲が認められる。地表地質踏査の結果，変位地形・リニア

メント及び中田ほか（2008）に示された推定活断層の通過位置付

近には，古浦層の砂岩，泥岩及び火山円礫岩が全体的に緩やかに

傾斜して分布し，また，推定活断層の西端付近の海岸部には，古

浦層の火山円礫岩が連続しており，断層は認められない。さらに，

明瞭な鞍部地形の直下において，ピット調査（Ｌｏｃ．Ｏ－１）

を行った結果，古浦層の礫岩・凝灰岩とこれに貫入するデイサイ

トが認められるが，断層は認められない（第 3.3－25 図）。 

したがって，男島付近の変位地形・リニアメントは古浦層と，

貫入岩との岩相差を反映した組織地形であると考えられる。 

オ．古浦沖 

鹿島町古浦沖において，第 3.3－26 図に示す位置で音波探査を

実施した。 

古浦沖の海底に分布する地層は，第 3.2－6 表に示すように，

上位からⅠＫ層，ⅡＫ層，ⅢＫ層及びＤ２層に区分され，周辺陸域

の地質分布状況並びに他機関のボーリング調査結果から，ⅠＫ層

及びⅡＫ層が完新統に，ⅢＫ層が更新統に，Ｄ２層が下部～中部中

新統にそれぞれ対比される。 

音波探査結果によると，ⅢＫ層の内部反射面及びＤ２層上面に断

層活動を示唆する反射面は確認されず，また，ⅠＫ層及びⅡＫ層は

ほぼ水平に分布しており，これらの地層に断層活動を示唆する変

位や変形は認められないことから古浦沖では断層・褶曲は認めら

れないことを確認した（第 3.3－27 図及び第 3.3－28 図）。 
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カ．古浦沖以西（男島付近～女島付近） 

鹿島町古浦沖から女島の西方（以下「女島西方」という。）に

至る海岸に沿った海域において，海底面調査及び音波探査を実施

した（第 3.3－29 図）。 

海底面調査結果によると，男島付近及び女島付近において東西

方向に分布する直線状の海底地形の高まりが認められた。男島付

近の海底地形は，高まり部と基部との高度差が約２m，延長は約

45m と小規模であり，連続性に乏しい。この海底地形の東方延長

部における潜水調査の結果，断層は認められず，高まり部は火山

円礫岩，基部は泥岩から成る地質境界に位置し，男島付近の陸域

海岸部においても同構造の組織地形が認められる。また，女島付

近の海底地形は，高まり部と基部との高度差が約１m，延長は約

140m と小規模である。女島付近の陸域海岸部においても同構造の

組織地形が認められ，高まり部は火山角礫岩，基部は泥岩から成

る地質境界に位置し，はぎ取り調査の結果，火山角礫岩と泥岩と

は密着し，断層は認められない。 

音波探査結果によると，直線状の海底地形の延長部を含む海岸

に沿った海域において，Ｄ２層上面に断層活動を示唆する反射面

は確認されない。 

したがって，男島付近及び女島付近の直線状の海底地形は，陸

域海岸部において認められる組織地形と同様に，岩相差を反映し

た組織地形であると考えられる。 

キ．女島周辺 

女島付近には，新第三系中新統の古浦層及び成相寺層が分布す

る。鹿野・中野（1986）は，女島付近の層理面が急傾斜を示す古

浦層と緩傾斜を示す成相寺層との地質境界に，鹿島町古浦沖から

海岸に沿って連続する伏在断層を記載している。また，鹿野・中

野（1986）は，女島付近において，この伏在断層から分岐する断
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層（以下「分岐断層」という。）を記載し，女島西方の陸域へ連続

するとしている（第 3.3－30 図）。 

地形調査の結果，女島付近には，変位地形・リニアメントは認

められない。 

地表地質踏査の結果によると，女島付近の海岸部において，層

理面が急傾斜（北傾斜）を示す古浦層の礫岩及び火山円礫岩と緩

傾斜（北傾斜）を示す成相寺層の火山角礫岩が分布することから，

鹿野・中野（1986）に示される伏在断層通過位置付近には，南傾

斜の逆断層の存在が示唆される。 

鹿野・中野（1986）に示される伏在断層通過位置付近において，

ボーリング調査を実施し，断層の存否を確認した（第3.3－31図及

び第3.3－32図）。 

ボーリング調査の結果によると，断層は認められず，古浦層内

の地層は連続して分布することから，古浦層と成相寺層が整合関

係にあると考えられる。また，成相寺層の泥岩中に貫入岩の分布

が認められるものの，貫入岩中や貫入岩と成相寺層との貫入境界

にも，断層活動を示唆するせん断面及び破砕は認められない。 

さらに，鹿野・中野（1986）に示される伏在断層通過位置付近

における地層の急傾斜部（Ｌｏｃ．ＭＳ－１）における地表地質

踏査の結果，古浦層の礫岩及び火山円礫岩，並びに泥岩，凝灰岩

等の薄層が分布し，凝灰岩の一部は風化作用により明灰色の粘土

混りシルト状を呈するが上方及び下方へは連続しないこと，層理

面沿いは固結，密着していることから，少なくとも固結後の断層

活動を示唆する地層の変位や変形は認められない（第 3.3－33 図）。 

また，鹿野・中野（1986）に示される分岐断層について，地表

地質踏査を実施した。 

地表地質踏査結果によると，女島西方の分岐断層通過位置付近

の海岸部には，第 3.3－30 図に示すように緩やかな南傾斜を示す
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古浦層の砂岩が分布し，断層は認められない。また，分岐断層の

西方延長部（Ｌｏｃ．ＭＳ－２）における地表地質踏査の結果，

古浦層の礫岩，砂岩，泥岩及び凝灰岩が南傾斜の同斜構造として

ほぼ連続的に分布し，断層活動を示唆する構造は認められない 

（第 3.3－34 図）。 

ク．福原町周辺 

島根大学生物資源科学部付属生物資源教育研究センター農業

生産科学部門本庄総合農場（島根大学農場）北方地点における詳

細な地表地質踏査結果によると，変位地形・リニアメントの位置

付近（Ｌｏｃ．Ｓ－２）において，成相寺層の流紋岩が熱水変質

作用を受け軟質化した部分が認められたが，断層露頭は認められ

ない（第 3.3－35 図及び第 3.3－36 図）。 

ケ．上本庄町周辺 

地形調査の結果，第 3.3－4 図に示すように，北東－南西方向

の変位地形・リニアメントが認められる。渡辺ほか（2006）によ

ると，上本庄町のトレンチ調査において，完新統まで変位させる

断層を確認し，その断層面は走向Ｎ60°Ｅ，傾斜 87°Ｎとしてお

り，この断層の走向は北東－南西方向の変位地形・リニアメント

に対応している。 

地表地質踏査の結果からも，段丘面に変位や変形の可能性のあ

る地形が一部で認められることから断層が推定される。 

コ．枕木町～美保関町北浦 

枕木町から美保関町北浦にかけては，背斜構造を有する南東側

の古浦層及び成相寺層と，北西傾斜の同斜構造を示す成相寺層と

の間に断層が推定される（第 3.3－37 図）。 

断層が推定される位置及び変位地形・リニアメント位置付近

（Ｌｏｃ．Ｍ－１）での詳細な地表地質踏査の結果によると，成

相寺層とそれに貫入したドレライトが分布し，成相寺層の泥岩中
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に変位地形・リニアメントと同方向の断層が認められるが，断層

内物質は固結しており，これを切るような新しいせん断面は認め

られないことから，断層は少なくとも後期更新世以降の活動はな

いものと考えられる（第 3.3－38 図及び第 3.3－39 図）。また，変

位地形・リニアメント位置付近でのピット調査（Ｌｏｃ．Ｍ－２）

においても，北西側に貫入岩のデイサイトが，南東側に泥岩が分

布しており，断層は認められない（第 3.3－40 図）。 

したがって，変位地形・リニアメントは成相寺層及び古浦層と，

貫入岩との岩相差を反映した組織地形であると考えられる。 

サ．長海町周辺 

地表地質踏査の結果，成相寺層の流紋岩質火砕岩，安山岩質火

砕岩及び泥岩が分布しており，南側の山塊では，南に緩傾斜の同

斜構造を示す（第 3.3－41 図）。また，佐藤・中田（2002），原子

力安全基盤調査研究（2005），中田ほか（2008）及び今泉ほか編

（2018）で示される位置付近（Ｌｏｃ．Ｎ－１）での詳細な地表

地質踏査の結果によると，ほぼ全面に分布する成相寺層に断層は

認められない（第 3.3－42 図）。 

ボーリング調査によると，Ⅰ断面（第 3.3－43 図）では，安山

岩質火砕岩及び流紋岩質火砕岩とこれらに貫入したドレライト及

び玄武岩が分布し，これらを被覆して中期更新世から完新世の地

層が分布するが，基盤に高度不連続は認められず，第四系に断層

活動を示唆する変位や変形は認められない。 

シ．中海北部 

文献により断層が通過するとされている中海北部の手角町の

沖合いにおいて，第 3.3－44 図に示す位置で実施した音波探査及

びボーリング調査結果によると，ⅥＮ層（古浦層，波多層，成相

寺層，川合層及び久利層）に断層活動を示唆する顕著な反射記録

は認められない。また，ⅠＮ層（完新統）並びに，大山松江軽石
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層及び姶良Ｔｎ火山灰を含むⅡＮ層（中部～上部更新統）は大局

的にはほぼ水平に分布しており，これらの地層に断層活動を示唆

する変位や変形は認められない（第 3.3－45図及び第 3.3－46図）。 

ス．下宇部尾周辺 

地表地質踏査結果によると，変位地形・リニアメントが認めら

れる国道 431 号沿いには泥岩（古浦層）が両側に分布しており，

北緩傾斜を示す（第 3.3－47 図）。 

下宇部尾の低地において実施したボーリング調査結果による

と，Ⅰ断面（第 3.3－48 図）では，北側に泥岩・礫岩を主とする

堆積岩類が，南側に安山岩質火砕岩が分布しており，両者は断層

によって境される。断層を挟んで基盤の上面に高低差が認められ，

基盤と海洋酸素同位体ステージ７以前の地層が高角度で接してい

ることから，断層が海洋酸素同位体ステージ７以前の地層にまで

及んでいる可能性があるが，それらを覆う大山松江軽石層及び海

洋酸素同位体ステージ５ｃ層準と推定される堆積物に変位や変形

は認められない。また，Ⅱ断面（第 3.3－49 図）では，安山岩質

火砕岩が広く分布し，小規模な変質帯は認められるものの，断層

は認められない。 

したがって，後期更新世以降の断層活動はないものと考えられ

るが，活動性の確認のため，変位地形・リニアメント延長上及び

文献に示された４地点において，トレンチ調査を実施した     

（第 3.3－47 図）。 

下宇部尾西トレンチ（北）は，変位地形・リニアメント及び中

田ほか（2008）に示される活断層の位置に対応しており，基盤（デ

イサイト質火砕岩）には変位地形・リニアメント及び文献に対応

する断層は認められない（第 3.3－50 図）。 

下宇部尾西トレンチ（南）は，変位地形・リニアメントの西側

延長部に位置しており，基盤（デイサイト）に局所的な変形が認



 6－3－69 

め ら れ る が ， 断 層 活 動 を 示 唆 す る 構 造 は 認 め ら れ な い         

（第 3.3－51 図及び第 3.3－52 図）。 

下宇部尾北トレンチは，中田ほか（2008）に示される活断層（や

や位置不明確）及び今泉ほか編（2018）に示される活断層の位置

に対応しており，文献に示される範囲において基盤に断層が認め

られないが，トレンチ北西端の基盤（デイサイト）に断層が認め

られた（第 3.3－53 図）。火山灰分析の結果によると断層を覆う地

層のうちＡ層及びＢ層上部層に含まれる普通角閃石及びカミング

トン閃石を含む火山灰は，層序的関係，鉱物組成及び屈折率の町

田・新井（ 2011）との対比から，Ａ層に含まれる火山灰は     

大山ｈ１（約 23 万年前；町田・新井（2011）），Ｂ層上部層に含ま

れる火山灰は大山松江軽石層に同定され，Ｂ層中・下部層にこれ

らの鉱物はほとんど含まれないことから，Ａ層及びＢ層上部層の

堆 積 時 期 に は 時 間 間 隙 が あ る も の と 推 定 さ れ る              

（第 3.3－54 図）。花粉化石分析の結果を含め，Ａ層は海洋酸素同

位体ステージ６以前の地層，Ｂ層は海洋酸素同位体ステージ５ｅ

の地層と判断され，断層は，Ａ層に変位を与えＢ層に変位や変形

が認められないことから，震源として考慮する活断層ではないと

判断される。ただし，Ａ層に含まれる火山灰は再堆積したもので

あるとも考えられることから，後期更新世以降の活動を完全には

否定できない。 

下宇部尾トレンチは，変位地形・リニアメントの西側延長部及

び活断層研究会編（1991）に示される活断層の疑いのあるリニア

メントの位置に対応しており，基盤（デイサイト質火砕岩）に断

層は認められない（第 3.3－55 図）。 

また，東方の下宇部尾東において，変位地形・リニアメント，

中田ほか（2008）に示される活断層（やや位置不明確）及び今泉

ほか編（2018）に示される活断層の位置におけるボーリング調査
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の結果，走向が概ね南北方向の断層は認められるが，変位地形・

リニアメント，中田ほか（2008）の活断層（やや位置不明確）及

び今泉ほか編（2018）の活断層に対応する断層は認められない 

（第 3.3－56 図）。同様に，下宇部尾東の北東側の谷筋におけるボ

ーリング調査の結果，走向が北北西－南南東方向の断層は認めら

れるが，谷筋に連続する断層は認められず，走向が概ね東西方向

の変位地形・リニアメントの延長位置，中田ほか（2008）の活断

層（やや位置不明確）及び今泉ほか編（2018）の活断層に対応す

る断層も認められない（第 3.3－57 図）。 

さらに，下宇部尾東において，変位地形・リニアメントの延長

位 置 に お け る 詳 細 な 地 表 地 質 踏 査 及 び ピ ッ ト 調 査            

（Ｌｏｃ．Ｓ－３）の結果，幅約 70m にわたって連続分布する砂

岩 ， 安 山 岩 質 火 砕 岩 及 び 安 山 岩 に 断 層 は 認 め ら れ な い     

（第 3.3－58 図）。 

セ．森山周辺 

地表地質踏査の結果，森山の北側には古浦層の安山岩質火砕岩，

砂岩，礫岩及びデイサイト～流紋岩質火砕岩が分布し，南側には

成相寺層の流紋岩質火砕岩が分布する（第 3.3－59 図）。 

森山北の変位地形・リニアメントの延長位置には中位Ⅰ段丘面

が分布しており，この段丘面には高度不連続は認められない   

（第 3.3－60 図）。 

段丘面上でのボーリング調査及びピット調査の結果，大山松江

軽石層を含むローム層基底はほぼ水平に連続しており，少なくと

も大山松江軽石層の堆積時期以降の活動はないものと考えられる

（第 3.3－61 図）。なお，ボーリング調査により基盤で確認した断

層については，ピット調査の結果，大山松江軽石層を含むローム

層の下位に分布する砂層・角礫層に変位や変形は認められない。 

森山の平野部では，変位地形・リニアメントは認められないが，
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原子力安全委員会ワーキンググループ３第 17 回会合参考資料第

２号（2009）（80）に記載された推定活断層，今泉ほか編（2018）に

示される活断層及び鹿野・吉田（1985）に示される断層の通過位

置において反射法地震探査を実施した（第 3.3－62 図）。また，鹿

野・吉田（1985）に示される断層通過位置付近において，反射法

地震探査測線に並走するボーリング調査を実施した結果，古浦層

のデイサイト質火砕岩中の断層及び古浦層と成相寺層とを境する

断層が認められるものの，基盤岩上面，完新統及び南側に分布す

る上部更新統には断層活動を示唆する変位や変形は認められない

（第 3.3－63 図）。 

平野部の北東側においても，鹿野・吉田（1985）に示される断

層に対応する古浦層の安山岩質火砕岩と成相寺層のデイサイト質

火砕岩とを境する断層露頭（Ｌｏｃ．ＭＷ－１）が認められる   

（第 3.3－64 図）。露頭観察の結果，断層には明瞭なせん断面は認

められず，また，断層を覆う崖錐堆積物に変位や変形は認められ

ない。遊離酸化鉄分析の結果によると，断層を覆う地層のうち，

下位の崖錐堆積物３層の遊離酸化鉄の結晶化指数は，0.50～0.67

の範囲にあり，永塚（1973）（81）における赤色土に分類されること，

松江市内における大山松江軽石層より下位のローム層の遊離酸化

鉄の結晶化指数と同程度であること等から，崖錐堆積物３層の形

成年代は，大山松江軽石の降灰層準と考えられる。さらに，ブロ

ックサンプリングにより採取した断層試料を用いて研磨片観察及

び薄片観察を実施した結果，幅２cm 程度の角礫部が認められるが

断層粘土は確認されない等，後期更新世以降の活動が認められる

南講武の断層性状とは大きく異なる（第 3.3－ 65 図及び    

第 3.3－66 図）。 

したがって，これらの断層の後期更新世以降の活動はないもの

と考えられるが，断層性状の確認のため，断層通過位置において，
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トレンチ調査を実施した（第 3.3－67 図）。 

トレンチ調査の結果，ボーリング調査により基盤で確認した断

層に対応する２条の断層が認められる。火山灰分析の結果による

と，断層を覆う地層のうち礫混じりシルト層に含まれる普通角閃

石及びカミングトン閃石を含む火山灰は，鉱物組成及び屈折率の

町田・新井（2011）との対比から，大山ｈ１もしくは大山松江軽

石に同定され，下位のシルト質礫層は，層序的関係から，海洋酸

素同位体ステージ５ｅ以前の地層と判断される（第 3.3－68 図）。

２条の断層は，礫混じりシルト層及びシルト質礫層に変位や変形

が認められないことから，震源として考慮する活断層ではないと

判断される。 

原子力安全委員会ワーキンググループ３第 17 回会合参考資料

第２号（2009）に記載された推定活断層及び今泉ほか編（2018）

に示される活断層通過位置付近において，幅約 150ｍのはぎ取り

調査を実施した結果，成相寺層の流紋岩溶岩と流紋岩質火山円礫

岩とを境する断層及び成相寺層の流紋岩溶岩中に発達する流理構

造 を 切 る 断 層 露 頭 （ Ｌ ｏ ｃ ． Ｍ Ｗ － ２ ） が 認 め ら れ る           

（第 3.3－69 図）。いずれの断層面も全体的には湾曲し不明瞭であ

るが，成相寺層の流紋岩溶岩と流紋岩質火山円礫岩とを境する断

層に断層粘土が認められることから，ボーリング調査により採取

した断層試料を用いて研磨片観察及び薄片観察を実施した結果，

幅４mm 程度の白色を呈する細粒部が認められる（第 3.3－70 図，

第 3.3－71 図及び第 3.3－72 図）。断層の連続性の確認のため，断

層露頭の南西方約 30m の位置でボーリング調査を実施した結果，

明瞭な断層面は確認されず，断層露頭（Ｌｏｃ．ＭＷ－２）に対

応する断層は認められないことから，震源として考慮する活断層

ではないと判断される。 

森山の平野部から北東方約 500m の鹿野・吉田（1985）に示さ



 6－3－73 

れる断層通過位置付近の露頭において，成相寺層の流紋岩中に断

層（Ｌｏｃ．ＭＷ－３）が認められる（第 3.3－73 図）。露頭観察

の結果，北側から成相寺層の流紋岩質溶岩，礫岩，泥岩及び流紋

岩質火砕岩が比較的高角度で接しており，露頭面は地層境界及び

断層沿いで熱水変質作用を受け，軟質な粘土が認められる。ブロ

ックサンプリングした断層試料を用いて研磨片観察及びＣＴ画像

解析を実施した結果（第 3.3－74 図及び第 3.3－75 図），幅１cm

～３cm 程度の低密度部が認められ，その境界に湾曲した断層面が

確認される。 

また，その北東方延長部にあたる森山の造成地では，西側法面

（Ｌｏｃ．ＭＷ－４）において成相寺層の流紋岩質火砕岩中に最

大で幅 70cm 程度の破砕幅を有する断層が認められ，断層面には極

めて薄い粘土が確認されるものの，連続性に乏しく法面上部では

確認されない（第 3.3－76 図）。 

造成地の東側（Ｌｏｃ．ＭＷ－５）では，古浦層の安山岩質火

砕岩と成相寺層の流紋岩質火砕岩とを境する断層が認められ，ま

た，古浦層の安山岩質火砕岩中に複数の断層が確認される     

（第 3.3－77 図）。露頭面は全体に熱水変質作用を受けており，特

に，古浦層の安山岩質火砕岩には，暗紫灰色や緑灰色の岩石が斑

状に分布し，青灰色粘土や白色粘土脈を多く伴う。古浦層の安山

岩質火砕岩と成相寺層の流紋岩質火砕岩とを境する断層について，

詳細な露頭観察及びブロックサンプリングした断層試料を用いて

ＣＴ画像解析を実施した結果，最新活動面と考えられる粘土を伴

う平滑な断層面が認められる（第 3.3－78 図）。実体顕微鏡により

この断層面を観察した結果，縦ずれ優勢の変位方向を示すと考え

られる条線が確認される。古浦層の安山岩質火砕岩中の断層につ

いても同様に，詳細な露頭観察等を実施した結果，一部に粘土を

伴う不連続面が認められるが，いずれも湾曲し連続性に乏しいこ
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と等から，最近の活動を示唆するせん断面は認められない（第 3.3

－79 図，第 3.3－80 図及び第 3.3－81 図）。 

森 山 の 造 成 地 付 近 に お い て 確 認 さ れ た 断 層 露 頭           

（Ｌｏｃ．ＭＷ－３，Ｌｏｃ．ＭＷ－４及びＬｏｃ．ＭＷ－５），

断層露頭（Ｌｏｃ．ＭＷ－１），平野部のトレンチ調査等により確

認された断層は，破砕幅が数 m～数 10m 程度である，破砕部に泥

岩が取り込まれる，古浦層と成相寺層の地質境界付近に位置する

等の共通的な地質学的特徴が認められることから，鹿野・吉田

（1985）に示される断層に対応すると考えられる。これらの一連

の断層は，平野部のトレンチ調査等の結果，後期更新世以降の断

層活動は認められない。なお，森山北において確認された断層に

ついても，鹿野・吉田（1985）の宍道断層の通過位置に対応する

が，後期更新世以降の断層活動は認められない。 

その他，森山の造成地の南東方約 300m の鹿野・吉田（1985）

に示される断層通過位置付近において，成相寺層の流紋岩質火砕

岩 中 及 び 流 紋 岩 と 流 紋 岩 質 火 砕 岩 と を 境 す る 断 層 露 頭        

（Ｌｏｃ．ＭＷ－６）が認められる（第 3.3－82 図）。詳細な露頭

観察並びにブロックサンプリングした断層試料を用いて研磨片観

察及びＣＴ画像解析を実施した結果，主に断層沿いで熱水変質作

用を受け軟質化しており，断層面付近に低密度部が認められるが，

いずれの断層面も直線性に乏しい。また，露頭観察及び条線観察

の結果，正断層又は逆断層センスを示唆する構造が認められ，横

ずれ運動を示唆する構造は確認されない（第 3.3－ 83 図，    

第 3.3－84 図及び第 3.3－85 図）。 

ソ．高尾山周辺 

地表地質踏査の結果，古浦層の流紋岩質火砕岩，砂岩及び礫岩

が分布し，これらに貫入するデイサイト及び玄武岩が認められる

（第 3.3－86 図）。 
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① 高尾山南側（北） 

地表地質踏査の結果，美保関町宇井西において，変位地形・

リニアメント位置付近（Ｌｏｃ．Ｔ－１）では，急傾斜する古

浦層中に上載地層が存在しないため活動性が不明であるもの

の，下宇部尾北トレンチにおいて認められた断層等とは傾斜方

向が異なる断層を確認した（第 3.3－87 図）。露頭観察の結果，

断層面付近の地層は正断層センスの引きずり込み構造を呈し，

ブロックサンプリングにより採取した断層試料を用いた実体

顕微鏡による断層面の観察結果からも，縦ずれ優勢の変位方向

を示す条線が確認される。断層の走向は東西系を示しているこ

とから，少なくとも東西圧縮応力場の下にある後期更新世以降

に活動したものではないと判断される。また，断層面は凹凸が

著しいものの，断層粘土が認められることから，研磨片観察及

びＣＴ画像解析を実施した結果，低密度化した幅６mm 程度の灰

色を呈する細粒部が認められるものの，積層構造は確認されな

いなど，後期更新世以降の活動が認められる鹿島町南講武の断

層の性状とは異なっている（第 3.3－88 図）。さらに，東方の

美保関町 日
ひゅう

向
が

浦
うら

北において，南側の流紋岩質火砕岩と北側の砂

岩との間に断層の延長が推定され，変位地形・リニアメント位

置付近でのピット調査（Ｌｏｃ．Ｔ－２）の結果，急傾斜する

流紋岩質火砕岩が確認されるが，北側には変位地形・リニアメ

ントと同走向の貫入岩が分布しており，断層は認められず，そ

の上位には大山松江軽石層を含むローム層がほぼ水平に分布

している（第 3.3－89 図）。福浦東においても，変位地形・リ

ニアメント位置付近でのピット調査（Ｌｏｃ．Ｔ－３）の結果，

古浦層のデイサイトに対して変位地形・リニアメントと同走向

に貫入する玄武岩が分布しており，断層は認められない    

（第 3.3－90 図）。福浦東の鹿野・吉田（1985）及び鹿野・中
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野（1985）の断層通過位置付近，並びに原子力安全委員会ワー

キンググループ３第 17 回会合参考資料第２号（2009）に記載

された推定活断層及び今泉ほか編（2018）の活断層通過位置付

近 に お い て ， 道 路 改 良 に 伴 い 露 出 し た 切 土 法 面            

（Ｌｏｃ．Ｔ－３’）を観察した結果，古浦層の流紋岩質火砕

岩が分布しており，砕屑岩脈が認められ，まれに砕屑岩脈の貫

入面が弱く破砕し，断層が確認される（第 3.3－91 図及び     

第 3.3－92 図）。断層面の走向はＮ25°～39°Ｅ，傾斜は 60°

～85°Ｎを示し，同系統の断層から成るが，鹿野・吉田（1985）

及び鹿野・中野（1985）の断層，並びに原子力安全委員会ワー

キンググループ３第 17 回会合参考資料第２号（2009）に記載

された推定活断層及び今泉ほか編（2018）の活断層の走向とは

対応していない。なお，砕屑岩脈及び断層の姿勢は，節理系の

卓越する姿勢と調和的であることから，これらは同時期に形成

されたものと判断される。 

したがって，変位地形・リニアメントに対応して一部に断層

が認められるものの，変位地形・リニアメントと同走向の貫入

岩が分布し，変位や変形は認められないこと等から後期更新世

以降の断層活動はないものと考えられる。 

② 高尾山南側（南） 

地表地質踏査の結果，宇井南において変位地形・リニアメン

ト位置付近でのピット調査（Ｌｏｃ．Ｔ－４）の結果，古浦層

の 砂 岩 ・ 泥 岩 が 分 布 し て お り ， 断 層 は 認 め ら れ な い         

（第 3.3－93 図）。さらに，福浦付近において，変位地形・リ

ニアメント延長位置に連続する流紋岩質火砕岩に断層は認め

ら れ な い （ 第 3.3 － 86 図 ）。 な お ， 森 山 東 の 採 石 場            

（Ｌｏｃ．Ｔ－５）における地表地質踏査の結果，古浦層の砂

岩・泥岩互層及び安山岩質火砕岩，並びに安山岩（貫入岩）が
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分布し，主として２条の正断層変位を伴う断層が認められるも

のの，断層面は固結，密着しており，変位地形・リニアメント

とも対応しない（第 3.3－94 図）。 

したがって，変位地形・リニアメントに対応する断層は認め

られない。 

③ 高尾山西側 

地表地質踏査の結果，古浦層の礫岩，砂岩及び流紋岩質火砕

岩が分布し，北緩傾斜の同斜構造を示す（第 3.3－86 図）。鹿

野・吉田（1985）の法田リニアメント及び変位地形・リニアメ

ント位置付近において断層は認められず，流紋岩質火砕岩等の

分布にくい違いも認められないことから，変位地形・リニアメ

ントに対応する断層は認められない（第 3.3－95 図）。また，

鹿野・吉田（1985）及び鹿野・中野（1985）の断層通過位置付

近の採石場（Ｌｏｃ．ＴＷ－１）における地表地質踏査の結果，

古浦層の砂岩，泥岩，砂岩・泥岩互層及び貫入岩が分布し，主

として２条の正断層変位を伴う断層が認められるものの，断層

面は固結，密着しており，露頭上部の古浦層の泥岩に変位や変

形は認められない。さらに，断層面沿いには角張って不規則な

形態を有する岩石と白色脈（濁沸石）から成るジグソーパズル

状の水圧破砕組織が認められ，これらの組織に変位や変形は認

められない（第 3.3－96 図）。 

以上のことから，後期更新世以降の断層活動はないものと考

えられる。 

タ．美保関周辺 

地表地質踏査の結果，古浦層の砂岩，泥岩及び流紋岩質～デイ

サイト質火砕岩・溶岩等が分布し，東西方向に延びる山稜線のや

や南側に背斜軸が推定される（第 3.3－97 図）。鹿野・中野（1985）

によると，その背斜軸を横断するように南北走向の胴切り断層が
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示されているが，詳細な地表地質踏査の結果によると，大局的に

は緩い東傾斜の地層を呈し，堆積構造や地質分布の不連続は認め

られない（第 3.3－98 図）。また，地表地質踏査の結果，地蔵崎付

近の北側沿岸部において，２本の断層が確認されるが，いずれも

南西落ちの正断層センスを示し，断層面は固結・密着している。

これらの断層の走向方向延長部における音波探査記録によると，

後期更新世以降の断層活動を示唆する変位や変形は認められない。 

チ．美保湾及び美保関町東方沖合い 

宍道断層の東方延長に位置する美保湾及び美保関町東方沖合

いにおいて，複数の音源による音波探査を実施した。 

第 3.2－29 図に示す敷地前面海域の海底地形図によると，美保

湾の海底面は，大局的には海岸から沖合北東方に向かって緩やか

に傾斜する斜面で，さらに沖合に向かって北方へ緩やかに傾斜す

る斜面でそれぞれ形成されている。また，美保関町東方沖合いの

海底面は，沖
おき

ノ
の

御前
ご ぜ ん

島による海流の変化の影響を受けて局所的に

起伏の激しい複雑な形状を呈しているものの，鳥取沖西部断層の

西方延長部を含む海底面に断層活動を示唆する変状は認められな

い（第 3.3－99 図）。 

美保湾及び美保関町東方沖合いの海底に分布する地層は，ほぼ

全域にＢ層以上の地層が分布し，鳥取沖西部断層の西方延長部を

含む地層に断層活動を示唆する地質分布の不連続は認められない

（第 3.3－100 図）。 

境水道の東方延長部にあたる美保関町沿岸域付近の地質・地質

構造を把握するため，沿岸域を横断するように美保関港内に進入

する音波探査，更には，島根半島の東方延長部を南北に横断し，

かつ稠密な測線間隔による音波探査を実施した結果，美保関町東

方沖合いにおいて，Ｄ２層の高まりの南縁に分布する断層が確認

されるものの，少なくともＢ１層に変位や変形は及んでおらず，



 6－3－79 

後期更新世以降の断層活動は認められない（第 3.3－101 図及び 

第 3.3－102 図）。 

(d) 総合評価 

松江市鹿島町南講武から鹿島町七田を通り福原町までの断層は，

南講武のトレンチ調査結果によると約３千年前から約１万１千年前

の間に最新の活動があったと認められ，その西方の鹿島町南講武～

尾坂間の平野部における調査でも確認されている。 

その西方の鹿島町尾坂から鹿島町佐陀本郷を通り，鹿島町古浦沖

にかけては，鹿島町佐陀本郷において，後期更新世以降の断層活動

はないものと判断されるが，古浦周辺において後期更新世以降の断

層活動が認められると判断した。しかしながら，①変動地形学的調

査結果によると古浦西方では変位地形・リニアメントが認められな

いこと，②地表地質踏査結果によると，古浦西方の海岸部では断層

は認められないこと，③男島付近では変位地形・リニアメントは認

められるが，後期更新世以降の断層活動はないこと，④古浦沖以西

の音波探査結果によると断層・褶曲は認められないこと，⑤海底面

調査結果によると古浦沖から女島西方に至る海岸部では断層は認め

られないこと，⑥女島付近では変位地形・リニアメントが認められ

ず，地表地質踏査結果においても断層は認められないこと，及び⑦

女島付近の鹿野・中野（1986）に示される伏在断層通過位置付近に

おけるボーリング調査結果によると断層は認められない。古浦から

女島付近において宍道断層の延長部に対応する断層は認められない

が，陸海境界の調査結果の不確かさを考慮し，宍道断層について震

源として考慮する活断層の西端を精度や信頼性のより高い調査結果

が得られている女島とする。 

一方，東方の上本庄町周辺において活断層が推定されるが，枕木

山東方において後期更新世以降の活動を示唆する断層は認められず，

長海町周辺においても，第四系に断層活動を示唆する顕著な変位や
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変形は認められない。また，中海北部の手角町の沖合いにおいて，

中部～上部更新統及び完新統に断層活動を示唆する変位や変形は認

められない。 

美保関町下宇部尾の下宇部尾北トレンチにおいて後期更新世以降

の活動を完全には否定できないが，①変動地形学的調査結果による

と下宇部尾東以東では，鞍部，高度不連続，谷や尾根の屈曲等が断

続し，不鮮明であることから，断層活動が低下していること，②下

宇部尾東では，ボーリング調査及び約 70m の幅広のはぎとり調査の

結果，変位地形・リニアメント，中田ほか（2008）の活断層（やや

位置不明確）及び今泉ほか編（2018）の活断層に対応する断層は認

められないこと，③その東方の美保関町森山では，トレンチ調査等

の結果，後期更新世以降の断層活動は認められないこと，④森山か

ら美保関にかけて断層が確認され，上載地層が存在しないことから

後期更新世以降の活動を完全には否定できないものの，断層性状等

から最近の断層活動は示唆されないこと，⑤美保湾では，美保関町

沿岸域付近の陸海境界において十分な調査が実施できないものの，

美保関港内に進入する音波探査の結果，後期更新世以降の断層活動

は認められないこと，⑥更に東方の美保関町東方沖合いでは，島根

半島の東方延長部を南北に横断し，かつ稠密な測線間隔による浅部

から深部の地質構造を調査した音波探査の結果，後期更新世以降の

断層活動は認められないことから，宍道断層について震源として考

慮する活断層の東端を，音波探査により精度や信頼性のより高い調

査結果が得られており，かつ地震調査研究推進本部（2016）の活断

層の可能性のある構造として指摘されている明瞭な重力異常が認め

られない美保関町東方沖合いとする。 

したがって，震源として考慮する宍道断層の長さとして，女島か

ら美保関町東方沖合いまでの約 39km を評価する。 

なお，宍道断層とその東方の鳥取沖西部断層の間については，島
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根半島の東方延長部を南北に横断し，かつ稠密な測線間隔による音

波探査を実施した結果，後期更新世以降の断層活動は認められず，

断層間に雁行等の非単調な構造も確認されない。宍道断層と鳥取沖

西部断層の間の詳細な地質構造を確認するため，美保湾及び美保関

町東方沖合いのＢ２層上面等深線図及びＤ２層上面等深線図を作成

し，断層分布との関係を確認した（第 3.3－103 図及び第 3.3－104

図）。Ｂ２層上面等深線図によると，断層間には，断層に沿う変形，

高まり又は溝等の後期更新世以降の断層活動を示唆する構造は認め

られない。Ｄ２層上面等深線図によると，断層間には，Ｄ２層の高ま

りとその高まりの南縁に後期更新世以降の活動は認められない断層

が分布し，これらの構造を横断する断層は確認されない。また，島

根半島の東方延長部を南北に横断するエアガン・マルチチャンネル

方式による音波探査結果を用いて速度構造断面図を作成した結果，

Ｄ２層の高まりにおいて断層活動を示唆する速度構造の不連続は認

められない（第 3.3－105 図）。さらに，宍道断層で認められる明瞭

な重力異常は，鳥取沖西部断層へ連続しない。 

以上のことから，宍道断層と鳥取沖西部断層は連動しないと評価

する。 

ｂ．古殿[北][南]断層 

(a) 文献調査結果 

橋本ほか（1980）は，松江市鹿島町北
きた

講
こう

武
ぶ

から鹿島町上
かみ

講
こう

武
ぶ

に至

る延長 3.5 ㎞間及び延長 0.7 ㎞間に東西方向の準確実活断層を２条

記載し，古殿断層と呼び，谷や尾根の右横ずれ・北側隆起と左横ず

れ・南側隆起の断層地形があり，その間の約 400m が地溝状を示すと

している。 

活断層研究会編（1980，1991）は，橋本ほか（1980）とほぼ同じ

位置に，長さ 3.5 ㎞及び 0.7 ㎞の古殿[北]断層及び古殿[南]断層を

記載し，いずれも確実度Ⅱ，活動度Ｃとしている。このうち，古殿[北]
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断層が北側隆起・右横ずれの断層変位としているのに対し，古殿[南]

断層については，活断層研究会編（1980）は南側隆起・左横ずれ，

活断層研究会編（1991）は南側隆起・右横ずれとしている。 

鹿野・吉田（1985）は，２本のリニアメントを古殿北及び古殿南

リニアメントと呼び，これらに挟まれた地溝状の部分に著しく風化

したドレライトの貫入岩体が分布しているとし，変位地形とみなせ

るものがないことから，組織地形によるものとしている。 

今泉ほか編（2018）は，活断層研究会編（1991）の古殿[北][南]

断層とほぼ同じ位置に，長さ 2.0km の推定活断層を記載している。 

佃ほか（1985），中田ほか（2002）及び中田ほか（2008）には，同

位置に活断層あるいは推定活断層は示されていない。 

(b) 地形調査結果 

古殿[北][南]断層周辺の地形調査結果を第3.3－106図に示す。 

鹿島町旦
だん

過
か

から鹿島町古殿に至る間に，鞍部列から成る変位地

形・リニアメントが判読され，鹿島町古殿から鹿島町山
やま

奥
おく

に至る間

に，谷や尾根の左屈曲，鞍部等から成る変位地形・リニアメントが

判読される。 

(c) 地表地質踏査結果 

古殿[北][南]断層周辺の地質図及び地質断面図を第 3.3－107 図

に示す。 

古殿[北][南]断層沿いには，主に新第三系中新統の成相寺層の泥

岩，流紋岩質火砕岩，デイサイト～安山岩質火砕岩及び貫入岩であ

るドレライトが分布する。これらの地層は全体に東西方向の走向で

北傾斜の同斜構造を示し，ドレライトも周囲の地層に調和的な岩床

状の貫入岩体として分布する。ドレライトは著しく風化し，成相寺

層の泥岩や流紋岩質火砕岩に比べ軟質化している。 

鹿島町上講武清
し

水
みず

における変位地形・リニアメント直下において

ピット調査（Ｌｏｃ．Ｆ－１）を実施した結果，成相寺層の凝灰岩，



 6－3－83 

泥岩及び貫入岩のドレライトが分布しており，断層は認められない

（第 3.3－108 図）。 

(d) 総合評価 

地表地質踏査等の結果によると，変位地形・リニアメントの付近

に分布する地層は同斜構造を示し，断層は認められない。また，変

位地形・リニアメントはドレライトと成相寺層の貫入境界とほぼ一

致する。 

以上のことから，古殿[北][南]断層にほぼ対応する変位地形・リ

ニアメントは，岩相差を反映した組織地形であると判断される。 

ｃ．山中付近断層 

(a) 文献調査結果 

橋本ほか（1980）は，松江市秋鹿
あ い か

町六坊
むつぼう

から松江市西谷
にしたに

町牛切に

至る延長 3.5km 間に西北西－東南東方向の推定活断層を記載し，山

中断層と呼び，さらにこの東南東に延長 2.7km 間に東西ないし東北

東－西南西方向の推定活断層を記載し，荘
しょう

断層と呼び，いずれも北

側隆起としている。 

活断層研究会編（1980，1991）は，橋本ほか（1980）と同位置に，

長さ 3.5km の山中付近断層を記載し確実度Ⅲ，活動度Ｃとし，この

東南東に別の確実度Ⅲの活断層を示している。 

鹿野・中野（1986）は，リニアメントに沿って，地形的に鞍部が

連続し山地高度にも南が低いという不連続が認められ，その一部は

地質断層と一致するとしているが，地質断層と一致する所で確実に

変位地形といえるものはなく，山地高度の不連続の原因として，北

側に主として分布する成相寺層の流紋岩・安山岩と南側に分布する

成相寺層等の堆積岩との浸食に対する抵抗の差が考えられるとして

いる。 

佃ほか（1985），今泉ほか編（2018）及び中田ほか（2008）は，同

位置に活断層あるいは推定活断層を示していない。 
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(b) 地形調査結果 

山中付近断層周辺の地形調査結果を第3.3－109図に示す。 

秋鹿町山中から西谷町牛切にかけて，溝状地，鞍部，傾斜変換線

等から成るＤランクの変位地形・リニアメントが判読されるが，河

谷と尾根の屈曲は認められない。 

これらの変位地形・リニアメントは，活断層研究会編（1980，1991）

の山中付近断層とこの東南東に位置する別の確実度Ⅲの活断層にほ

ぼ対応している。変位地形・リニアメントの北側は，南側に比べ山

地高度が高い。これらの地形要素は一部で断続し，不鮮明である。 

(c) 地表地質踏査結果 

山中付近断層周辺の地質図及び地質断面図を第 3.3－110 図に示

す。 

変位地形・リニアメント沿いには，新第三系中新統の成相寺層，

牛切層及び貫入岩が分布する。成相寺層は本断層の南北に分布し，

変位地形・リニアメントの北側では主に流紋岩質火砕岩，デイサイ

ト～安山岩質火砕岩が分布し，変位地形・リニアメントの南側では

主に泥岩が分布する。牛切層は砂岩・礫岩，泥岩及び砂岩・泥岩互

層から成る。貫入岩は安山岩から成る。 

松江市西長江
に し な が え

町上組
かみぐみ

において，成相寺層と牛切層が東西方向の軸

を持つ緩やかな褶曲構造を示し，変位地形・リニアメントは北側の

成相寺層のデイサイト～安山岩質火砕岩と南側の成相寺層の泥岩と

の境界，又は北側の成相寺層の泥岩と南側の牛切層の砂岩・泥岩互

層との境界付近に位置する。 

秋鹿町山中において，成相寺層の泥岩が変位地形・リニアメント

近傍で急傾斜を示すものの，変位地形・リニアメント位置（Ｌｏｃ．

ＹＭ－１及びＬｏｃ．ＹＭ－２）では北側に成相寺層のホルンフェ

ルス化した泥岩が，南側には安山岩（貫入岩）が広く分布しており，

断層は認められない（第 3.3－111 図及び第 3.3－112 図）。安山岩（貫
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入岩）は高標高部では赤色風化が著しく，成相寺層のホルンフェル

ス化した泥岩に比べ軟質である。 

(d) 総合評価 

山中付近断層等にほぼ対応する変位地形・リニアメントは，西部

では成相寺層のホルンフェルス化した泥岩と風化の著しい安山岩

（貫入岩）との地質境界に，東部では成相寺層のデイサイト～安山

岩質火砕岩と成相寺層の泥岩との地質境界，又は成相寺層の泥岩と

牛切層の砂岩・泥岩互層との地質境界に概ね一致する。 

以上のことから，山中付近断層等にほぼ対応する変位地形・リニ

アメントは，岩質の差を反映した組織地形であると判断される。 
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3.4 敷地の地質・地質構造 

3.4.1 調査内容 

島根原子力発電所の敷地において，文献調査，変動地形学的調査，地表

地質踏査，地表からの弾性波探査，ボーリング調査及び試掘坑調査を実施

しており，それらの結果に基づき，敷地の地質・地質構造について検討を

実施した。 

 

3.4.1.1 文献調査，変動地形学的調査及び地表地質踏査 

敷地の地質分布及び地質・地質構造を把握する資料を得るため，地形調

査及び地表地質踏査を行った。 

また，文献による調査や空中写真の判読等による調査も併せて実施した。

これらの調査結果から，地質図（原縮尺 5,000 分の１），同断面図（原縮

尺 5,000 分の１）を作成した。 

 

3.4.1.2 地表からの弾性波探査 

敷地の地質特性及び地質構造の概要を把握するため，探査測線 39 測線

で総延長約 11,440m の地表弾性波探査を第 3.4－1 図に示す位置で実施し

た。 

探査は，地中発破による微震動（Ｐ波）を，測線上に設けた５m 間隔の

測点で記録し，その測定値から求めた走時曲線を解析して地盤の伝播速度

を調査した。 

 

3.4.1.3 ボーリング調査 

敷地の地質･地質構造についての資料を得るとともに，原子炉施設の基

本配置を地質学的見地から検討するため，ボーリング調査を実施した。 

ボーリング調査は，第 3.4－1 図に示すように原子炉設置位置付近を中

心に格子状の各線上で調査することを基本として実施した。 

調査位置の間隔は，原子炉設置位置付近で 15m～20m とした。 
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ボーリングの掘削深度は，平均約 84m，最深約 230m で，孔数 317 孔，総

延長約 26,486m である。 

掘削孔径は 56mm～116mm でロータリ型ボーリングマシンを使用し，オー

ルコア・ボーリングで実施した。 

採取したボーリングコアを観察して地質柱状図及び地質断面図を作成

し，敷地の地質・地質構造を把握した。 

 

3.4.1.4 試掘坑調査 

ボーリング調査によって得られた敷地の地質・地質構造を直接確認する

ため，第 3.4－1 図に示すように，原子炉設置位置付近（１号，２号及び

３号炉）において，総延長約 1,770m の試掘坑による調査を実施した。 

 

3.4.2 調査結果 

3.4.2.1 敷地の地形 

発電所の敷地は，島根半島の日本海側海岸線のほぼ中央部に位置する。 

敷地の北縁には海食崖が形成され，南縁は東西に延びる半島の脊梁山地

から成る。東西の両縁は脊梁山地から海に向かって下る小谷及び北へ突出

した小半島で囲まれている。 

敷地の地形は，沿岸低山地と後背山地に大別される。沿岸低山地は標高

約 80m 以下の山地で，高さ約５m～約 10m の海食崖で囲まれ，緩慢な山頂

面から海に急傾斜している。後背山地は標高約 80m～約 160m の山地で，東

から才
さい

津
づ

谷，くしげ谷，輪
わ

谷及び宇
う

中
ちゅう

谷の開析谷が発達しており，中央の

輪谷が扇状に大きく広がっている。 

原子炉建物は，この輪谷に設置されており，敷地造成に伴い，流域の中

下流は埋積されており，山地は大部分が切取られている。 

地形調査等によると，敷地には断層活動を示唆する変位地形・リニアメ

ントは認められない。 
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3.4.2.2 敷地の地質 

地表地質踏査，ボーリング調査等により作成した敷地付近の原縮尺

5,000 分の１の地質平面図及び地質断面図を第 3.4－2 図及び第 3.4－3 図

に示す。また，地質の層序を第 3.4－1 表に示す。 

敷地の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類から成る成相寺層及び貫入岩

類，並びにそれらを覆う被覆層から構成される。 

成相寺層は海成層で，下位より下部頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩

部層に区分される。  

なお，原子炉建物基礎地盤及び周辺斜面には，成相寺層のうち下部頁岩

部層，貫入岩類が分布する。 

(1) 下部頁岩部層 

下部頁岩部層は，頁岩（黒色頁岩及び凝灰質頁岩）を主体とし，凝灰

岩及び凝灰角礫岩並びにこれらの互層から構成される。 

敷地で確認される最大層厚は約 210m で，下位より約 150m の区間は黒

色頁岩が，上位約 60m 区間は凝灰質頁岩が優勢となる。また，黒色頁岩

の優勢な部分には層厚約２m～約 45m の凝灰岩及び凝灰角礫岩を挟む。 

本部層は整合的に火砕岩部層に覆われる。 

(2) 火砕岩部層 

火砕岩部層は，主として凝灰岩及び凝灰角礫岩から構成され，敷地で

確認される最大層厚は約 120m である。 

火砕岩部層は，比較的連続性の良い黒色頁岩の薄層により，厚さ約５m

～約 20m の層に細区分され，整合的に上部頁岩部層に覆われる。 

(3) 上部頁岩部層 

上部頁岩部層は敷地に分布する成相寺層の最上部に当たり，主として

敷地東部～南部の高標高部に分布する。 

上部頁岩部層の層厚は約５m～約 25m で，黒色頁岩を主体とし，部分

的に凝灰質頁岩及び凝灰岩を挟在する。 
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(4) 貫入岩類 

下部頁岩部層及び火砕岩部層中には，ドレライトと安山岩の貫入が認

められる。ドレライトは幅約 20m 以下の小規模な岩脈及び最大厚さ約

100m の岩床として貫入している。 

安山岩は厚さ約７m～約 10m の岩床から成り，連続性が極めて高く，

輪谷湾以西のほぼ全域に分布する。また，輪谷湾東岸には幅５m 程度の

岩脈として露出する。 

(5) 被覆層 

被覆層は，崖錐堆積物及び盛土から成る。崖錐堆積物は，主として礫

混り砂質土及び礫混り粘性土から成り，約２m～約５m の厚さで，斜面中

腹や裾部，あるいは谷部等の緩斜面に分布する。また，盛土は輪谷湾，

宇中湾に面した埋立地等に分布する。 

 

3.4.2.3 敷地の地質構造 

敷地に分布する成相寺層の構造は，露頭状況の良好な北部の海岸付近で

は，概ね走向Ｎ60°～80°Ｗ，傾斜 12°～20°Ｎの同斜構造を示す。 

原子炉建物設置位置の約 200m 南方にはＮ85°Ｅ～Ｅ－Ｗの軸をもつ背

斜構造が存在し，背斜軸より南では緩い傾斜を示す。 

また，敷地で連続する破砕部及び断層は認められない。 

なお，背斜軸より北の一部では，過褶曲を示す構造（以下「過褶曲部」

という。）が確認される。過褶曲部の法面写真及びスケッチを第 3.4－4 図

に示す。法面観察の結果，過褶曲部の下位の地層が深部ほど緩やかな傾斜

を示し，深部まで続く断層は認められないことから，過褶曲部は断層運動

に起因する構造ではないと考えられる。 

 

3.4.2.4 地表からの弾性波探査 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面の地表における弾性波探査は，走

時曲線を解析して次のような３つの速度層に分帯した。 
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これらの速度層を露頭の観察や，これと並行して実施したボーリング結

果等を参考にして地質状況と対比すれば次のようになる。 

第１速度層 Ｐ波速度 0.4 km/s～0.7 km/s 表土，埋立層等の未固結

状態にある部分 

第２速度層 Ｐ波速度 1.1 km/s～2.4 km/s 風化岩 

第３速度層 Ｐ波速度 2.7 km/s～3.1 km/s 風化の影響を受けていな

い岩盤 

これにより第２速度層及び第３速度層が岩盤を示すものと考えられる。 

原子炉建物基礎地盤は，埋立地である第１速度層が５m～20mの厚さで分

布する。第２速度層の層厚は薄く，第３速度層が浅部に分布している。 

原子炉建物西側切取斜面の地盤は，第１速度層が４m～６m の厚さで分布

しているが，その下位は，第２，第３速度層の岩盤である。 

また，地表弾性波探査の結果では，地表弾性波探査の精度において検出

できるような破砕部及び断層を示す低速度帯は存在しない。 

 

3.4.2.5 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置付近の地質・地

質構造 

(1) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置付近の地質 

原子炉建物について，基礎地盤の原縮尺 500 分の１の地質水平断面図

を第 3.4－ 5 図に，基礎地盤及び周辺斜面の地質鉛直断面図を     

第 3.4－6 図に示す。また，ガスタービン発電機建物について，基礎地

盤の底面スケッチを第 3.4－7 図に，基礎地盤及び周辺斜面の地質鉛直

断面図を第 3.4－8 図に，緊急時対策所について，基礎地盤の底面スケ

ッチを第 3.4－9 図に，基礎地盤及び周辺斜面の地質鉛直断面図を     

第 3.4－10 図に，防波壁基礎地盤の地質鉛直断面図を第 3.4－11 図に，

地質柱状図を第 3.4－12 図に，試掘坑地質展開図を第 3.4－13 図に示す。 

原子炉建物基礎地盤及び周辺斜面，並びにガスタービン発電機建物，

緊急時対策所及び防波壁の基礎地盤及び周辺斜面には，成相寺層のうち，
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下部頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩部層，並びに貫入岩類が分布す

る。 

成相寺層は黒色頁岩，凝灰質頁岩，凝灰岩及び凝灰角礫岩から構成さ

れ，このうち黒色頁岩が最も広く分布する。貫入岩類はドレライトと安

山岩に区分される。 

黒色頁岩は堅硬・緻密な岩石で，凝灰質頁岩の薄層をしばしば挟在す

る。葉理に沿って剥離性を示すことがある。 

凝灰質頁岩は暗灰色～淡灰色を呈する堅硬・緻密な岩石である。平行

葉理が発達し，部分的に剥離性を示すことがある。黒色頁岩とは漸移す

る場合も多い。 

凝灰岩は上方細粒化の級化層理を示すことが多く，上部は凝灰質頁岩

に漸移することが多い。一部に平行葉理が弱く発達する。 

凝灰角礫岩は安山岩質～流紋岩質の礫を主体とする。一般に上方細粒

化の級化層理を示す。一部で基質が泥質となり，黒色頁岩礫を混入する

場合がある。 

ドレライトは暗緑色～灰緑色の塊状岩で，φ１mm～２mm 程度の斜長石，

輝石を斑晶とする粒子のやや粗いものと，細粒緻密な岩相を示すものが

存在し，後者には方解石脈が多数存在する特徴がある。 

安山岩は暗青灰色～緑灰色の塊状岩で，φ２mm 程度の斜長石と微小な

輝石が斑晶として認められる緻密な岩石である。方解石が脈状に，ある

いは円形～楕円形の空隙を充填して分布することが多い。周辺の岩盤と

の境界には急冷縁が見られ，周辺の岩盤は珪化変質を受けていることが

多い。 

(2) 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置付近の地質構造 

ａ．成相寺層の構造 

原子炉建物基礎地盤における成相寺層の走向はＮ70°～75°Ｗ，傾

斜は 25°～35°Ｎで，単斜構造を成している。 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の基礎地盤は，全体的に
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堅硬な岩盤である。連続する破砕部や断層並びに耐震重要施設及び常

設重大事故等対処施設の支持地盤を切る地滑り面は認められない。地

層の走向・傾斜と同一で連続性を有するシームが確認される。 

ｂ．シーム 

(a) 分布及び性状 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置付近の地盤に

は，第 3.4－2 表に示すとおり，ある広がりをもって断続的に分布す

るシームが存在することが３号炉の調査等によって確認されており，

29 枚（層準）のシームが認められる。 

シームは，概ね３cm 以下の層厚で灰色～灰白色の粘土から成り，

層理と調和的に分布している。 

原子炉建物について，基礎地盤におけるシーム分布水平断面図を     

第 3.4－14 図に，基礎地盤及び周辺斜面におけるシーム分布鉛直断

面図を第 3.4－15 図に示す。また，ガスタービン発電機建物基礎地

盤及び周辺斜面におけるシーム分布を第 3.4－16 図に，緊急時対策

所基礎地盤及び周辺斜面におけるシーム分布を第 3.4－17 図に，防

波壁基礎地盤におけるシーム分布を第 3.4－18 図に示す。 

シームの構成鉱物を把握するために，第 3.4－19 図に示す原子炉

設置位置付近（２号及び３号炉）においてボーリングを実施し，ボ

ーリングコアから採取したシームについて，Ｘ線回折分析を行った。

シームのＸ線回折分析結果を第 3.4－3 表に示す。 

シームは，変質鉱物であるイライト／スメクタイト混合層鉱物及

び初生鉱物である石英，斜長石等より構成されており，いずれのシ

ームも概ね同様の鉱物で構成される。 

(b) 成因及び活動性（応力場及びシームの形成に関するずれの方向） 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設設置位置付近の地盤に

認められるシームは，いずれも厚さが薄く，母岩との境界面が明瞭

であること，層理と調和的に分布していること等から，褶曲構造の
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形成に伴って生成されたものと考えられる。 

また，原子炉設置位置付近（３号炉）の試掘坑内に露出するシー

ム及び第 3.4－19 図に示す原子炉設置位置付近（２号及び３号炉）

において実施したボーリングのコアで確認されたシームについて，

条線観察を行った。シームの条線の方向を第 3.4－ 20 図及び   

第 3.4－21 図に示す。 

条線の方向はいずれも南北系を示していることから，島根半島周

辺において新第三紀中新世と考えられる南北圧縮応力場における褶

曲運動に伴う層面すべりによって形成され，後期更新世以降に活動

していないと考えられる。 

(c) 活動性（鉱物脈との接触関係） 

鉱物脈との接触関係に着目したシームの活動性については，ボー

リング調査において，Ｂ１～Ｂ29 シームのうち，Ｂ23 シームが最も

多く確認されており，最も連続性が高いシームと考えられることか

ら，Ｂ23 シームを対象に詳細な評価を実施した。 

第 3.4－19 図に示す原子炉設置位置付近（２号及び３号炉）にお

いて実施したボーリングのコアから，Ｂ23 シームの試料を採取して

薄片試料を作製し，偏光顕微鏡による観察を行った。薄片観察結果

を第 3.4－22 図に示す。シームには，せん断面を横断するように濁

沸石及び方解石が晶出しており，変位・変形を受けていないことが

確認される。 

薄片観察結果より，シーム内のせん断面は，濁沸石及び方解石の

晶出が終了して以降に活動していないと考えられる。 

シーム内で確認された濁沸石及び方解石は，脈状に晶出しており，

前述のＸ線回折分析の結果において，周辺母岩よりシーム内の方が

相対的に多く検出されていることから，熱水変質作用により晶出し

たと考えられる。 

これらの鉱物の生成環境を推定するため，生成温度に関する文献
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調査を行った。 

濁沸石の生成温度は，歌田（1997）(82)，吉村（2003）(83)等による

と， 100℃以上とされており，現在の地温（Ｂ23 シームの薄片試料

を採取したＴ.Ｐ.約－20m で約 10℃）と比較して高温であることか

ら，火成活動に伴う熱水変質作用により生成されたと考えられる。 

一方，方解石は，現在の地温においても生成し得ることから，      

第 3.4－23 図に示す原子炉設置位置付近（２号及び３号炉）におい

て実施したボーリングのコアから試料を採取し，流体包有物試験及

び酸素同位体試験を行った。試験結果を第 3.4－24 図に示す。方解

石の生成温度は約 60℃～約 210℃であり，現在の地温と比較して高

温であることから，火成活動に伴う熱水変質作用により生成された

と考えられる。 

また，濁沸石及び方解石の生成環境の推定のため，敷地周辺の火

成活動について検討を行った。敷地周辺の貫入岩類の分布について，

鹿野・吉田（1985）によると，塩基性－中性の岩脈，岩床，あるい

はラコリス様岩体が多数認められ，大規模岩体が母岩に熱変成を与

えたとされている。また，鹿野ほか（1994）によると，塩基性－中

性の貫入岩類の形成年代は中期中新世～後期中新世であるとされて

いる。 

以上のことから，シームで確認された濁沸石及び方解石は，中期

中新世～後期中新世の火成活動により生成したと考えられ，これら

がシーム内のせん断面を横断しており，変位・変形を受けていない

ため，B23 シームは後期更新世以降に活動していないと考えられる。 

(ｄ) シームの活動性のまとめ 

応力場，シームの形成に関連したずれの方向及び鉱物脈との接触

関係に着目し，シームの活動性を総合的に検討した結果，敷地に分

布するシームは後期更新世以降に活動していないと考えられるため，

敷地には，「将来活動する可能性のある断層等」はないと考えられる。 
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3.5 原子炉設置位置付近の地盤 

3.5.1 調査内容 

原子炉設置位置付近において，ボーリング調査，試掘坑調査，岩石試験，

岩盤試験等を実施した。 

本地点の地盤は，（社）日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針」

（JEAG4601－1987）の岩盤分類法において硬岩に分類されるため，岩盤分

類は，電研式岩盤分類を基本とし，岩種毎にＣＨ級，ＣＭ級，ＣＬ級及びＤ

級の４段階とした。 

 

3.5.1.1 ボーリング調査 

原子炉設置位置付近における岩石試験供試体の採取及びボーリング孔

を利用しての原位置試験を実施するために，炉心部及び原子炉建物周辺斜

面を中心としてボーリング調査を実施した。 

原子炉設置位置付近で実施したボーリングは，第 3.4－1 図に示すとお

りである。 

掘削孔径は 56mm～86mm でロータリ型ボーリングマシンを使用し，オー

ルコア・ボーリングで実施した。 

 

3.5.1.2 試掘坑調査 

原子炉建物基礎地盤及び周辺斜面において岩盤試験を実施し，工学的性

質を把握する目的で，試掘坑による調査を行った。 

原子炉建物基礎地盤の試掘坑を第 3.5－1 図に示す。 

 

3.5.1.3 岩石試験 

構造物の設計と施工上の基礎資料を得るため，基礎地盤をなす岩石の物

理・力学試験を行った。試料は第 3.5－2 図に示したボーリング孔及び試

掘坑内から採取した。試験項目は密度，吸水率，間隙率等の物理試験及び

自然状態での一軸圧縮試験，引張試験（圧裂試験），三軸圧縮試験等の力



 6－3－96 

学試験である。試掘坑内より採取した試料の力学試験については，層理に

直角及び平行方向の試験を行った。 

 

3.5.1.4 岩盤試験 

原子炉建物基礎地盤としての適性を確認し，併せて設計，施工上の資料

を得るため，試掘坑内において，坑内弾性波試験，平板載荷試験，ブロッ

クせん断試験等を実施した。 

また，原子炉建物西側切取斜面の試掘坑内において，平板載荷試験及び

ブロックせん断試験を実施した。 

(1) 坑内弾性波試験 

耐震設計に必要な原子炉建物基礎地盤の動的性質を求めるため，第

3.5－3 図に示す試掘坑内で弾性波試験を行った。 

測線長は約 230m とし，その測線上に約３m 間隔で受振点を設け，発破

及び板叩き法によって発振した。 

各受振点の記録から走時曲線を描き，これを解析しＰ波とＳ波の伝播

速度を求め，動弾性係数，動的ポアソン比を算出した。 

(2) 平板載荷試験 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面を構成する岩盤の支持機能及

び変形特性を把握するため，平板載荷試験を実施した。試験は水浸状態

で行い，岩種別に第 3.5－4 図に示す位置で実施した。試験方法は，第

3.5－5 図に，載荷パターンを第 3.5－6 図に示す。荷重は段階的に増減

させ，各荷重段階に対応する載荷板の変位量を計測した。 

変位量の計測は１／100mm 読み変位計を４個設置し，４個の計測平均

値から求めた。 

載荷方向については，鉛直，水平及び層理に直角，平行の４方向につ

いて実施した。 

また，鉛直載荷位置において，クリープ試験を実施した。 
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(3) ブロックせん断試験 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面を構成する岩盤のせん断特性

を把握するため，岩種別にブロックせん断試験を実施した。 

ブロックせん断試験位置を第 3.5－7 図に示す。試験は水浸状態で，

層理に流れ目及び差し目方向で行い，ブロックごとに垂直荷重を変えて，

垂直応力とせん断応力の関係を求め，この関係からせん断強度及び内部

摩擦角を求めた。 

ブロックの変位は，ブロック面に設置した変位計により測定した。 

ブロックせん断試験装置の概略を第 3.5－8 図に，変位計設置位置を

第 3.5－9 図に，せん断載荷パターンを第 3.5－10 図に示す。 

(4) 孔内載荷試験 

原子炉建物基礎地盤の深さ方向の変形特性を把握するため，ボーリン

グ孔（No.306，308，309，310，312，313，315，316）を利用して孔内

載荷試験を行い，変形係数及び弾性係数を算出した。試験装置の概略を

第 3.5－11 図に，載荷パターンを第 3.5－12 図に示す。 

(5) 岩盤物性の場所的変化，異方性等に関する調査 

原子炉建物基礎地盤における地盤物性の場所的変化等を把握するた

め，試掘坑内において扇射法による坑間弾性波試験及びシュミット・ロ

ック・ハンマの反発度測定を実施した。 

扇射法による坑間弾性波試験は，試掘坑内で約３m 間隔に受振点を設

け，弾性波試験を実施した。測定範囲を第 3.5－13 図に示す。 

シュミット・ロック・ハンマの反発度測定は，原子炉建物基礎地盤の

試掘坑全長について両壁で約１m 間隔で行った。 

(6) 透水試験 

原子炉建物基礎地盤の透水性を把握するため，第 3.5－2 図に示すボ

ーリング孔において透水試験を実施した。試験区間は 10m とし，ボーリ

ング孔を 10m 掘削するごとに，区間上部にパッカをかけ，加圧孔井法で

行い，透水係数を算出した。 
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3.5.1.5 シームほかの物性試験 

シーム，Ｄ級岩盤，埋戻土，盛土，埋戻土（購入土），旧表土等の物理

的・力学的性質を明らかにし，構造物の設計及び施工の基礎資料を得るた

め，物理試験，力学試験等を実施した。 

試料の採取位置及び試験位置を第 3.5－14 図に示す。 

(1) 物理試験 

シーム，Ｄ級岩盤，埋戻土，盛土，埋戻土（購入土）及び旧表土の物

理特性を把握するため，（社）地盤工学会「土質試験の方法と解説」に

準拠し，物理試験を実施した。 

(2) 静的単純せん断試験 

試験は，シームの強度特性及び静的変形特性を把握するため，単純せ

ん断試験装置を用いて実施した。 

供試体は，直径 50mm，高さ 20mm の円板形で，垂直荷重を４種類とし，

それぞれひずみ速度を 0.1％/min でせん断力を加えて試験を実施した。

試験装置の概略を第 3.5－15 図に示す。 

(3) 動的単純せん断試験 

試験は，シームの動的変形特性を把握するため，動的単純せん断試験

装置を用いて実施した。 

供試体は，直径 50mm，高さ 20mm の円板形で，垂直荷重を４種類とし，

それぞれ周波数１Hz の正弦波の動的せん断力を供試体に加えて試験を

実施した。試験装置の概略を第 3.5－15 図に示す。 

(4) 中型三軸圧縮試験 

試験は，Ｄ級岩盤の強度特性及び静的変形特性を把握するため，静的

三軸圧縮試験装置を用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，非排水

状態で段階的に軸荷重を増加させて実施した。 

Ｄ級岩盤（凝灰岩）の供試体は直径 100mm，高さ 200mm，Ｄ級岩盤（凝

灰質頁岩）の供試体は直径 50mm，高さ 100mm，Ｄ級岩盤（安山岩）の供

試体は直径 100mm，高さ 200mm の円柱形とした。 
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(5) 動的中型三軸圧縮試験 

試験は，Ｄ級岩盤の動的変形特性を把握するため，動的三軸試験装置

を用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，非排水状態において載荷

周波数１Hz で段階的に軸荷重を増加させて実施した。 

供試体は，Ｄ級岩盤（凝灰岩）を直径 100mm，高さ 200mm，Ｄ級岩盤

（凝灰質頁岩）を直径 50mm，高さ 100mm，Ｄ級岩盤（安山岩）を直径 100mm，

高さ 200mm の円柱形とした。 

(6) 大型三軸圧縮試験 

試験は，埋戻土，盛土の強度特性及び静的変形特性を把握するため，

大型三軸圧縮試験装置を用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，非

排水状態で段階的に軸荷重を増加させて実施した。 

供試体は，直径 300mm，高さ 600mm の円柱形とした。 

(7) 動的大型三軸圧縮試験 

試験は，埋戻土，盛土の動的変形特性を把握するため，大型三軸圧縮

試験装置を用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，非排水状態で，

載荷周波数 0.1Hz で繰返し載荷させることで実施した。 

供試体は，直径 300mm，高さ 600mm の円柱形とした。 

(8) 三軸圧縮試験 

試験は，埋戻土（購入土）及び旧表土の強度特性及び静的変形特性を

把握するため，三軸圧縮試験装置を用いて，供試体を所定の側圧で等方

圧密後，非排水状態で段階的に軸荷重を増加させて実施した。 

供試体は，埋戻土（購入土）を直径 50mm，高さ 100mm，旧表土を直径

75mm，高さ 150mm の円柱形とした。 

(9) 繰返し中空ねじりせん断試験 

試験は，埋戻土（購入土）の動的変形特性を把握するため，繰返し中

空ねじりせん断試験装置を用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，

非排水状態で，載荷周波数 1Hz で繰返し載荷させることで実施した。 

供試体は，外形 70mm，内径 30mm，高さ 70mm の中空円筒形とした。 
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(10) 動的三軸圧縮試験 

試験は，旧表土の動的変形特性を把握するため，動的三軸試験装置を

用いて，供試体を所定の側圧で等方圧密後，非排水状態において載荷周

波数１Hz で繰返し載荷させることで実施した。 

供試体は，直径 75mm，高さ 150mm の円柱形とした。 

(11) ＰＳ検層 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の基礎地盤となる改良地盤（薬液注入工法）の強

度特性及び変形特性を把握するため，ＰＳ検層を実施した。 

 

3.5.2 調査結果 

3.5.2.1 岩盤分類 

原子炉建物基礎地盤及び周辺斜面の水平岩盤分類図を第 3.5－16 図に，

鉛直岩盤分類図を第 3.5－17 図に示す。 

これらによると，原子炉建物基礎地盤には部分的にＣＬ級の岩盤が存在

するものの，その範囲は限られており，大部分がＣＨ級，ＣＭ級の岩盤であ

り，原子炉建物基礎地盤として安定したものである。 

また，原子炉建物西側切取斜面は，大部分がＣＭ級以上の岩盤であり，

表層は風化したＣＬ級，Ｄ級の岩盤が分布している。 

 

3.5.2.2 岩石の強度及び変形特性 

ボーリングコア，試掘坑等から採取した各岩種・岩級毎の試料によ

る自然状態の岩石試験結果を以下に示す。  

(1) 一般物理特性 

原子炉建物基礎地盤，西側切取斜面及び南側盛土斜面から採取し

た供試体による一般物理特性に係る試験結果を第 3.5－ 1 表に示す。 

原子炉建物基礎地盤から採取した供試体による平均値を以下に

示す。  
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密 度     平均  2.54g/cm 3 

真比重     平均  2.72 

吸水率     平均  2.72％ 

間隙率     平均  6.01％ 

(2) 変形特性 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面から採取した供試体によ

る変形特性に係る試験結果を第 3.5－1 表に示す。  

原子炉建物基礎地盤から採取した岩石の超音波速度試験から求

めた動弾性係数は，平均 31.87×10３N/mm2（3.25×10５kg/cm2），動

的ポアソン比は平均 0.34 である。  

(3) 強度特性 

ａ．一軸圧縮強度 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面から採取した供試体に

よる一軸圧縮強度試験結果を第 3.5－1 表に示す。  

原子炉建物基礎地盤から採取した岩石 79 個の供試体による一

軸圧縮強度は，平均 82.47N/mm 2（841kg/cm2）である。  

ｂ．引張強度（圧裂試験） 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面から採取した供試体に

よる引張強度試験結果を第 3.5－1 表に示す。  

原子炉建物基礎地盤から採取した岩石 81 個の供試体から圧裂

試験法により求めた引張強度は，平均 8.69N/mm 2（88.6kg/cm 2）

である。  

ｃ．三軸圧縮強度 

原子炉建物基礎地盤から採取した供試体による三軸圧縮強度

試験結果を第 3.5－2 表に示す。  

原子炉建物基礎地盤から採取した供試体の側圧については，

4.90N/mm2（50kg/cm2）から 39.23N/mm2（400kg/cm2）まで設定し

た。試験結果は第 3.5－2 表に示すとおりである。第 3.5－ 18 図



 6－3－102 

に示すように試験結果から岩石のせん断強度特性を求めると，次

の式で表わされる。  

 τ r＝8.83＋σtan52° （τ r＝90＋σ tan52°）（凝灰岩）  

 τ r＝10.10＋σtan57°（τ r＝ 103＋σ tan57°）（頁岩）  

 τ r＝19.12＋σtan52°（τ r＝195＋σ tan52°）（ドレライト） 

τ r ：せん断抵抗  N/mm2（ kg/cm2）  

σ  ：垂直応力   N/mm2（kg/cm2） 

 

3.5.2.3 岩盤試験結果 

試掘坑内で実施した岩盤試験の結果を以下に示す。 

(1) 坑内弾性波試験 

原子炉建物基礎地盤の試掘坑内で実施した弾性波試験により得られ

た弾性波速度を第 3.5－19 図に示す。各測線の加重平均を求めるとＰ波

は 3.63km/s，Ｓ波は 1.64km/s である。これより，動弾性係数は   

18.73× 10 ３ N/mm2（ 19.1× 10 ４ kg/cm2），剛性率は 6.84× 10 ３ N/mm2   

（6.97×10４kg/cm2），動的ポアソン比は 0.37 となる。 

(2) 平板載荷試験 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面の試掘坑内で実施した平

板載荷試験の結果を第 3.5－ 3 表に示す。また，荷重－変位量曲線

の代表例を第 3.5－20 図に示す。  

原子炉建物基礎地盤の平板載荷試験結果から鉛直載荷荷重時のＣＨ級

の岩盤，ＣＭ級の岩盤の変形係数は 1.10×10３N/mm2～8.35×10３N/mm2

（1.12×10４kg/cm2～8.51×10４kg/cm2），割線弾性係数は 2.45×10３N/mm2

～15.92×10３N/mm2（2.50×10４kg/cm2～16.23×10４kg/cm2）（応力範囲

０ N/mm2～ 0.98N/mm2（０ kg/cm2～ 10kg/cm2））となっている。また，

9.81N/mm2（100kg/cm2）以上の載荷荷重においても降伏点には至らなか

った。 
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(3) ブロックせん断試験 

原子炉建物基礎地盤及び西側切取斜面の試掘坑内で実施したブ

ロックせん断試験の結果を第 3.5－4 表，第 3.5－21 図に示す。  

原子炉建物基礎地盤のブロックせん断試験結果から岩盤のせん

断強度特性を求めると次の式で表わされる。  

 τ Ｒ ＝ 1.76＋σ tan55.0°（τ Ｒ ＝ 17.9＋σ tan55.0°）  

（凝灰岩Ｃ Ｈ 級流れ目方向）  

 τ Ｒ ＝ 1.14＋σ tan53.9°（τ Ｒ ＝ 11.6＋σ tan53.9°）  

（黒色頁岩Ｃ Ｈ 級流れ目方向）  

 τ Ｒ ＝ 1.54＋σ tan62.5°（τ Ｒ ＝ 15.7＋σ tan62.5°）  

（凝灰角礫岩Ｃ Ｈ 級流れ目方向）  

 τ Ｒ ＝ 0.92＋σ tan54.4°（τ Ｒ ＝  9.4＋σ tan54.4°）  

（黒色頁岩Ｃ Ｍ 級流れ目方向）  

 τ Ｒ ＝ 1.26＋σ tan57.2°（τ Ｒ ＝ 12.8＋σ tan57.2°）  

（黒色頁岩Ｃ Ｍ 級差し目方向）  

 τ Ｒ ＝ 0.59＋σ tan37.9°（τ Ｒ ＝  6.0＋σ tan37.9°）  

（凝灰岩Ｃ Ｌ 級流れ目方向）  

 τ Ｒ ＝ 0.54＋σ tan55.5°（τ Ｒ ＝  5.5＋σ tan55.5°）  

（凝灰岩Ｃ Ｌ 級差し目方向）  

τ Ｒ ：せん断抵抗  N/mm 2（ kg/cm 2）  

 σ  ：垂直応力  N/mm 2（ kg/cm 2）  

(4) 孔内載荷試験 

原子炉建物基礎地盤において実施したボーリング孔内載荷試験

結果を第 3.5－5 表に示す。  

(5) 岩盤物性の場所的変化，異方性等 

試掘坑内で実施したシュミット・ロック・ハンマの反発度測定結

果によると，各岩級ＣＨ級，ＣＭ級及びＣＬ級ごとに算出した反発度

の変動係数は比較的小さい。測定結果を第 3.5－6 表に示す。  
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試 掘 坑 内 で 実 施 し た 扇 射 法 に よ る 坑 間 弾 性 波 試 験 の 結 果 を     

第 3.5－22 図に示す。試験結果によると，原子炉建物基礎地盤の坑間弾

性波平均速度はＰ波 3.7km/s であり，方向による顕著な差異は認められ

ない。 

また，層理に平行，直角で行った岩石試験結果（第 3.5－ 1 表），

並びに鉛直，水平及び層理に平行，直角で行った平板載荷試験結果    

（第 3.5－23 図）の諸物性値には方向による差異は認められないこ

とから，岩盤の物性値には問題となる異方性はないと考えられる。 

(6) 透水試験 

透水試験の結果を第 3.5－24 図に示す。試験結果によると，透水係数

が 10－３cm/s 以下であることから，原子炉建物基礎地盤は透水性の低い

岩盤である。 

 

3.5.2.4 シームほかの物性試験結果 

(1) 一般物理特性 

物理試験により得られた密度の平均値は，Ｄ級岩盤が 2.28g/cm3，

埋戻土，盛土が 2.11g/cm3，埋戻土（購入土）が 2.01g/cm 3，旧表土

が 2.00g/cm3 で あ る 。 ま た ， シ ー ム の 物 理 試 験 の 結 果 を       

第 3.5－7 表に示す。  

(2) 静的単純せん断試験 

静的単純せん断試験の結果を第 3.5－ 25 図に示す。  

シームのせん断応力τと垂直応力σとの関係は次式で示される。 

τ＝0.19＋σtan18°（N/mm2）  

また，シームのせん断弾性係数Ｇと垂直応力σとの関係は次式で

示される。  

Ｇ＝44σ 0.34（N/mm2） 

(3) 動的単純せん断試験 

動的単純せん断試験の結果を第 3.5－ 26 図に示す。  
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シームの初期せん断弾性係数Ｇ０と垂直応力σとの関係，動せん

断弾性係数比Ｇ／Ｇ０とせん断ひずみγとの関係及び減衰係数ｈ

とせん断ひずみγとの関係は次式で示される。  

Ｇ０＝225σ 0.31（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋（γ／ 0.00149） 0.849）  

ｈ＝γ／（ 2.14γ＋ 0.017）＋ 0.031 

(4) 中型三軸圧縮試験 

中型三軸圧縮試験の結果を第 3.5－ 27 図に示す。  

Ｄ級岩盤のせん断応力τと垂直応力σとの関係は次式で示され

る。  

Ｄ級岩盤（凝灰岩）：τ＝ 0.11＋σ tan6°（N/mm2）  

Ｄ級岩盤（凝灰質頁岩）：τ＝ 0.53＋σ tan9°（ N/mm2）  

Ｄ級岩盤（安山岩）：τ＝ 0.51＋σ tan33°（ N/mm2）  

また，中型三軸圧縮試験で得られた静弾性係数Ｅと垂直応力σと

の関係は次式で示される。  

Ｄ級岩盤（凝灰岩）：Ｅ０＝ 141σ 0.39（ N/mm2）  

Ｄ級岩盤（凝灰質頁岩）：Ｅ 50＝ 206σ 0.28（ N/mm2）  

Ｄ級岩盤（安山岩）：Ｅ 50＝ 256σ 0.48（ N/mm2）  

(5) 動的中型三軸圧縮試験 

動的中型三軸圧縮試験の結果を第 3.5－28 図に示す。 

Ｄ級岩盤の初期せん断弾性係数Ｇ０と垂直応力σとの関係，動せ

ん断弾性係数比Ｇ／Ｇ ０とせん断ひずみγとの関係及び減衰係数

ｈと動せん断弾性係数比Ｇ／Ｇ０との関係は，それぞれ次式で示さ

れる。  

Ｄ級岩盤（凝灰岩）  

Ｇ０＝ 148σ 0.49（N/mm2）  

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋γ／ 0.00062）  

ｈ＝0.023 （γ≦１×10-4）  
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ｈ＝0.023＋0.071log（γ／ 0.0001）  （γ＞１×10-4）  

Ｄ級岩盤（凝灰質頁岩）  

Ｇ０＝ 106σ 0.38（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋（２（γ／ 0.0014）（Ｇ／Ｇ０））0.574） 

ｈ＝0.142×（１－（Ｇ／Ｇ０ )）  

Ｄ級岩盤（安山岩）  

Ｇ０＝ 797σ 0.54（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋（２（γ／ 0.00035）（Ｇ／Ｇ０））0.758） 

ｈ＝0.175×（１－（Ｇ／Ｇ０））  

(6) 大型三軸圧縮試験 

大型三軸圧縮試験結果を第 3.5－29 図に示す。  

埋戻土，盛土のせん断応力τと垂直応力σとの関係は次式で示さ

れる。  

τ＝0.22＋σtan22°（N/mm2）  

また，埋戻土，盛土の静弾性係数Ｅと垂直応力σとの関係は次式

で示される。  

Ｅ＝115σ 0.61（N/mm2） 

(7) 動的大型三軸圧縮試験 

動的大型三軸圧縮試験の結果を第 3.5－30 図に示す。  

埋戻土，盛土の初期せん断弾性係数Ｇ０と垂直応力σとの関係，

動せん断弾性係数比Ｇ／Ｇ ０とせん断ひずみγとの関係及び減衰

係数ｈとせん断ひずみγとの関係は次式で示される。  

Ｇ０＝749σ 0.66（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋γ／ 0.00027） 

ｈ＝0.0958γ／（γ＋ 0.00020）  

(8) 三軸圧縮試験 

三軸圧縮試験の結果を第 3.5－ 31 図に示す。  

埋戻土（購入土）及び旧表土のせん断応力τと垂直応力σとの関
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係は次式で示される。  

埋戻土（購入土）：τ＝ 0.04＋σ tan21°（ N/mm2） 

旧表土：τ＝ 0.03＋σtan21°（ N/mm2）  

また，埋戻土，盛土の静弾性係数Ｅと垂直応力σとの関係は次式

で示される。  

埋戻土（購入土）：Ｅ＝ 227σ 0.75（N/mm2） 

旧表土：Ｅ＝ 37σ 0.79（N/mm2）  

(9) 繰返し中空ねじりせん断試験 

繰返し中空ねじりせん断試験の結果を第 3.5－ 32 図に示す。  

埋戻土（購入土）の初期せん断弾性係数Ｇ０と垂直応力σとの関

係，動せん断弾性係数比Ｇ／Ｇ０とせん断ひずみγとの関係及び減

衰係数ｈとせん断ひずみγとの関係は次式で示される。  

Ｇ０＝275σ 0.61（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋γ／ 0.00048） 

ｈ＝0.2179γ／（γ＋ 0.00085）  

(10) 動的三軸圧縮試験 

動的三軸圧縮試験の結果を第 3.5－ 33 図に示す。  

旧表土の初期せん断弾性係数Ｇ０と垂直応力σとの関係，動せん

断弾性係数比Ｇ／Ｇ０とせん断ひずみγとの関係及び減衰係数ｈ

とせん断ひずみγとの関係は次式で示される。  

Ｇ０＝240σ 0.61（N/mm2） 

Ｇ／Ｇ０＝１／（１＋γ／ 0.0011） 

ｈ＝0.20γ／（γ＋ 0.000413）  

(11) ＰＳ検層 

ＰＳ検層の結果を第 3.5－34 図に示す。  

防波壁（逆Ｔ擁壁）を支持する改良地盤（薬液注入工法）で実施

したＰＳ検層の結果を示す。ＰＳ検層の結果，改良地盤（薬液注入

工法）のＶｐは，1,060ｍ／ｓ～ 1,690ｍ／ s，Ｖｓは 400ｍ／ｓ～ 610
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ｍ/ｓとなった。  



 6－3－109 

3.6 耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設付近の地盤の安定性評価 

耐震重要度分類Ｓクラスの機器及び系統を支持する建物及び構築物（以

下「耐震重要施設」という。）並びに常設耐震重要重大事故防止設備又は

常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（以下「常設重大

事故等対処施設」という。）の基礎地盤及び周辺斜面の安定性について，

「3.5 原子炉設置位置付近の地盤」に記載の地質調査，岩石試験，岩盤

試験等の調査結果に基づく各種物性値を用いて検討した。 

 

3.6.1 基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1 地震力に対する基礎地盤の安定性評価 

3.6.1.1.1 評価方針 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は，直接又は MMR 若しくは杭

を介して，十分な支持性能を有する岩盤又は改良地盤に支持される設計方

針とする。 

また，液状化を考慮した場合においても，支持機能及び杭本体の構造が

成立するように設計する。 

以上の設計方針を踏まえ，施設直下の基礎地盤である岩盤及び改良地盤

のすべり，基礎地盤の支持力及び基礎底面の傾斜に対する評価を行う。基

礎地盤のすべりについては，地下水位以深の埋戻土，盛土が地震動により

繰返し軟化し，せん断強度が低下する可能性を考慮する。 

3.6.1.1.2 評価手法 

基礎地盤のすべり，支持力及び基礎底面の傾斜に関する安全性について，

基準地震動Ｓｓに対する二次元地震応答解析（以下「動的解析」という。）

を行い検討した。 

動的解析は，周波数応答解析手法を用い， Ｄ級岩盤，埋戻土，盛土，

埋戻土（購入土），旧表土，シーム及び改良地盤（薬液注入工法）につい

ては，等価線形化法により動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性

を考慮した。なお，常時応力は，地盤の自重計算により求まる初期応力，
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基礎掘削に伴う解放力及び施設・埋戻土の荷重を考慮した有限要素法によ

る二次元静的解析により求めた。 

基礎地盤のすべりに対する安全性は，動的解析により求まる地震時増分

応力と常時応力を重ね合わせた地震時応力を用い，想定すべり面における

すべり安全率により評価した。すべり安全率は，想定したすべり面上の応

力状態を基に，すべり面上のせん断抵抗力の和をすべり面上のせん断力の

和で除して求めた。ただし，地下水位以深の埋戻土，盛土については，液

状化の発生に伴い，地盤が応力を受け持たずに流動化し，地盤応力は限り

なく小さくなると考えられることから，すべり面上のせん断力及びせん断

抵抗力は考慮しない。 

基礎地盤の支持力に対する安全性は，動的解析により求まる施設底面の

地盤の地震時増分応力と常時の応力を重ね合わせた地震時の最大接地圧

により評価した。 

基礎底面の傾斜に対する安全性は，動的解析により求まる地震時の基礎

底面両端の鉛直相対変位を基礎底面幅で除して求めた傾斜により評価し

た。 

 

3.6.1.1.3 評価条件 

(1) 代表施設の選定 

本評価の対象施設である耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設

の配置図を第 3.6－1 図に示す。  

基礎地盤の安定性評価を実施する代表施設は，対象施設を設置標高，

施設区分及び基礎形式により分類した。評価対象施設の分類結果を  

第 3.6－2 図に示す。 

次に第 3.6－3 図のフローに基づき，基礎地盤の岩級・地形等，施設

直下のシームの分布，施設重量，杭底面幅，埋戻土層等の厚さ及び杭の

根入れ長を評価項目として，安定性評価が厳しくなると想定される施設

を選定した。 
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代表施設に対する基礎地盤の安定性評価により，耐震重要施設及び常

設重大事故等対処施設の基礎地盤の安定性評価を包括的に確認する。代

表施設の選定結果を第 3.6－1 表に示す。 

各グループの代表施設として，グループＡから原子炉建物，グループ

Ｂからガスタービン発電機建物，グループＣから防波壁（多重鋼管杭式

擁壁），グループＤから防波壁（逆Ｔ擁壁）をそれぞれ選定した。 

(2) 評価対象断面の選定 

代表施設に対する基礎地盤の安定性評価を行う評価対象断面を選定

した。 

代表施設の評価対象断面位置を第 3.6－4 図に示す。 

原子炉建物の評価対象断面は，基礎地盤の岩級，地形，施設直下のシ

ームの分布，施設重量等が同程度であることを踏まえ，①－①’断面及

び②－②’断面を選定した。 

ガスタービン発電機建物の評価対象断面は，シームの最急勾配方向で

あること，単位奥行当たりの施設重量が大きいこと，簡便法のすべり安

全率が小さいこと等を踏まえ，③－③’断面を選定した。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象断面は，改良地盤直下にシー

ムが分布していること，杭底面幅が小さいこと，埋戻土層等が厚いこと，

根入れ長が短いこと，及び簡便法のすべり安全率が小さいことを踏まえ，

④－④’断面を選定した。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の評価対象断面は，改良地盤直下にシームが分布

していること，単位奥行当たりの施設重量が大きいこと，及び簡便法の

すべり安全率が小さいことを踏まえ，⑤－⑤’断面を選定した。 

(3) 解析用物性値の設定 

敷地には，新第三紀中新世の堆積岩類からなる成相寺層と貫入岩類及

びその上位の第四系が分布する。岩盤中には層理面に平行に薄い粘土層

（シーム）が分布する。また，人工的な地盤として埋戻土，地盤改良に

よる改良地盤等が分布する。 
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解析用物性値は，岩石試験，岩盤試験，土質試験等から得られた各種

物性値を基に設定した。解析用物性値の設定方法を第 3.6－2 表に，解

析用物性値を第 3.6－3 表に示す。 

 (4) 解析モデル 

有限要素解析モデルは，岩盤分類図を基に作成した。解析用要素分割

図を第 3.6－5 図に示す。地盤は，平面ひずみ要素でモデル化し，要素

高さは地盤のＳ波速度を考慮して地震時の挙動を適切に表現可能な高

さとした。また，シームは数 cm 程度以下と薄いことからジョイント要

素でモデル化した。 

原子炉建物及びガスタービン発電機建物の解析用建物モデルは，それ

ぞれの質点系モデルを基にモデル化した。また，防波壁については線形

の梁要素でモデル化した。地上の隣接構造物のうち，施設重量が相対的

に大きい構造物については，地盤応答に影響を及ぼす可能性があること

から，モデル化した。 

また，埋戻土中の地中構造物は地盤応答に与える影響は軽微と考えら

れることから，施設としてモデル化しない。 

原子炉建物①－①’断面においては，２号炉タービン建物をモデル化

した。また，原子炉建物②－②’断面においては，１，２号炉廃棄物処

理建物及び 1 号炉原子炉建物をモデル化した。 

ガスタービン発電機建物③－③’断面，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

④－④’断面及び防波壁（逆Ｔ擁壁）⑤－⑤’断面においては，代表施

設の周囲に地盤応答に影響を及ぼす可能性のある隣接構造物は存在し

ない。 

静的解析における境界条件は，モデル下端を固定境界，側方を鉛直ロ

ーラー境界とした。また，動的解析における境界条件は，モデル下端を

粘 性 境 界 ， 側 方 を エ ネ ル ギ ー 伝 達 境 界 と し た 。 境 界 条 件 を      

第 3.6－6 図に示す。 
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(5) 地下水位 

動的解析における建物・構築物の地下水位の設定に当たっては，地下

水位低下設備の機能に期待する建物・構築物の水位より保守的な建物基

礎上面とし，地下水位低下設備の機能に期待しない建物・構築物及び周

辺地盤の地下水位は地表面とする。 

代表として原子炉建物基礎地盤の解析用地下水位を第 3.6－7 図に示

す。 

(6) 入力地震動 

基準地震動Ｓｓを，一次元波動論に基づいて引戻して作成した。 

水平方向及び鉛直方向の入力地震動をモデル下端から同時に入力し

た。 

なお，基準地震動Ｓｓのうち応答スペクトルに基づく地震動について

は，水平地震動及び鉛直地震動の位相反転を，震源を特定せず策定する

地震動については，水平地震動の位相反転を考慮した。 

 

3.6.1.1.4 評価結果 

(1) 基礎地盤のすべり 

動的解析に基づく想定すべり面における最小すべり安全率を，   

第 3.6－4 表に示す。 

原子炉建物基礎地盤における最小すべり安全率は①－①’断面で 2.13，

②－②’断面で 2.57 となり，評価基準値 1.5 を上回る。 

ガスタービン発電機建物基礎地盤における最小すべり安全率は③－

③’断面で 1.64 となり，評価基準値 1.5 を上回る。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）基礎地盤における最小すべり安全率は④

－④’断面で 1.67 となり，評価基準値 1.5 を上回る。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎地盤における最小すべり安全率は⑤－⑤’断

面で 1.88 となり，評価基準値 1.5 を上回る。 

各断面ですべり安全率が最小となるケースについて，地盤物性のうち
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強度のばらつき（平均値－1.0×標準偏差（σ）強度）を考慮した場合に

おいても，最小すべり安全率は評価基準値 1.5 を上回る。 

以上のことから，基礎地盤は，地震力によるすべりに対して十分な安

全性を有している。 

(2) 基礎地盤の支持力 

地震時の最大接地圧を，第 3.6－5 表に示す。 

原子炉建物の地震時の最大接地圧は 2.19N/mm2 である。一方，原子炉

建物が設置される基礎地盤支持力の評価基準値は 9.8N/mm2 以上である

ことから，地震時の最大接地圧は評価基準値を下回り，原子炉建物基礎

地盤は十分な支持力を有している。 

ガスタービン発電機建物の地震時の最大接地圧は 1.01N/mm2 である。

一方，ガスタービン発電機建物が設置される基礎地盤支持力の評価基準

値は 3.9N/mm2 以上であることから，地震時の最大接地圧は評価基準値を

下回り，ガスタービン発電機建物基礎地盤は十分な支持力を有している。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の地震時の最大接地圧は 2.39N/mm2 であ

る。一方，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が設置される基礎地盤支持力の

評価基準値は 9.8N/mm2 以上であることから，地震時の最大接地圧は評価

基準値を下回り，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）基礎地盤は十分な支持力

を有している。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の地震時の最大接地圧は 0.38N/mm2 である。一方，

防波壁（逆Ｔ擁壁）が設置される基礎地盤支持力の支持力式による評価

基準値は 1.4N/mm2 であることから，地震時の最大接地圧は評価基準値を

下回り，防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎地盤は十分な支持力を有している。 

以上のことから，基礎地盤は十分な支持性能を有している。 

(3) 基礎底面の傾斜 

原子炉建物,ガスタービン発電機建物,防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及

び防波壁（逆Ｔ擁壁）それぞれの基礎底面両端において，地震時に最大

となる鉛直相対変位及び傾斜を第 3.6－6 表に示す。 
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原子炉建物基礎底面の両端において最大となる鉛直相対変位は

0.31cm であり，最大傾斜は，1/22,000 となる。 

ガスタービン発電機建物基礎底面の両端において最大となる鉛直相

対変位は 0.17cm であり，最大傾斜は 1/28,000 となる。 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）基礎底面の両端において最大となる鉛直

相対変位は 0.0056cm であり，最大傾斜は 1/39,000 となる。 

防波壁（逆Ｔ擁壁）基礎底面の両端において最大となる鉛直相対変位

は 5.38cm であり，最大傾斜は 1/158 となる。 

原子炉建物，ガスタービン発電機建物及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

の最大傾斜については，いずれも評価基準値の目安である 1/2,000 を下

回ることから，施設の安全機能に影響を及ぼすものではない。 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大傾斜については，評価基準値の目安

である 1/2,000 を上回る。そのため，改良地盤の物性値を管理目標値と

位置付け，これらの物性値が確保されていることを確認し，施設の安全

機能に影響を及ぼさないよう設計する。 

 

3.6.1.2 周辺地盤の変状による重要施設への影響評価 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は，直接又は MMR 若しくは杭

を介して，岩盤又は改良地盤に支持されることから，不等沈下及び揺すり

込み沈下による影響を受けるおそれはない。 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設は，液状化及び揺すり込み沈

下等の周辺地盤の変状を考慮した場合においても，施設の機能が損なわれ

るおそれがないように設計する方針とする。 

 

3.6.1.3 地殻変動による基礎地盤の変形の影響評価 

地震発生に伴う地殻変動によって生じる基礎地盤の傾斜及び撓みの影

響について検討した。 
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3.6.1.3.1 評価手法及び条件 

敷地内には震源として考慮する活断層が分布していないことを確認し

ていることから，敷地において地殻の広域的な変形による著しい地盤の傾

斜が生じることはない。 

敷地に比較的近く，基準地震動の策定において検討用地震に選定した宍

道断層及び海域活断層（Ｆ-Ⅲ断層＋Ｆ-Ⅳ断層＋Ｆ-Ⅴ断層）の活動に伴

い生じる地盤の傾斜について，多層モデルにより地盤の非一様性を考慮で

きる Wang et al.(2003)（84）の食い違い弾性論に基づく解析によって評価

した。 

各断層の断層パラメータを第 3.6－8 図に示す。 

 

3.6.1.3.2 評価結果 

原子炉建物，ガスタービン発電機建物，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）及

び防波壁（逆Ｔ擁壁）の評価結果を第 3.6－7 表に示す。 

地殻変動による最大傾斜は，原子炉建物が 1/17,000 ，ガスタービン発

電機建物が 1/15,000，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が 1/22,000，防波壁

（逆Ｔ擁壁）が 1/17,000 である。また，地震動による傾斜との重畳を考

慮した場合の最大傾斜は，原子炉建物が 1/9,000，ガスタービン発電機建

物が 1/9,000，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）が 1/14,000，防波壁（逆Ｔ擁

壁）が 1/156 である。 

原子炉建物，ガスタービン発電機建物及び防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

の最大傾斜については，いずれも評価基準値の目安である 1/2,000 を下回

ることから，施設の安全機能に影響を及ぼすものではない。 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）の最大傾斜については，評価基準値の目安で

ある 1/2,000 を上回る。そのため，改良地盤の物性値を管理目標値と位置

付け，これらの物性値が確保されていることを確認し，施設の安全機能に

影響を及ぼさないよう設計する。 
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3.6.2 周辺斜面の安定性評価 

3.6.2.1 地震力に対する周辺斜面の安定性評価 

3.6.2.1.1 評価方針 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設の周辺斜面のすべりに対す

る評価を行う。 

周辺斜面のすべりについては，液状化範囲の埋戻土，盛土が地震動によ

り繰返し軟化し，せん断強度が低下する可能性を考慮する。 

 

3.6.2.1.2 評価手法 

周辺斜面のすべりに関する安全性について，基準地震動Ｓｓに対する動

的解析を行い検討した。 

動的解析は周波数応答解析手法を用い，Ｄ級岩盤，埋戻土，盛土，埋戻

土（購入土），旧表土及びシームについては等価線形化法により，動せん

断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性を考慮した。なお，地盤の自重計

算により求まる初期応力，基礎掘削に伴う解放力及び施設・埋戻土の荷重

を考慮した有限要素法による二次元静的解析により求めた。 

周辺斜面のすべりに対する安全性は，動的解析により求まる地震時増分

応力と常時応力を重ね合わせた地震時応力を用い，想定すべり面における

すべり安全率により評価した。すべり安全率は，想定したすべり面上の応

力状態を基に，すべり面上のせん断抵抗力の和をすべり面上のせん断力の

和で除して求めた。ただし，液状化範囲の埋戻土，盛土については，液状

化の発生に伴い，地盤が応力を受け持たずに流動化し，地盤応力は限りな

く小さくなると考えられることから，すべり面上のせん断力及びせん断抵

抗力は考慮しない。 

 

3.6.2.1.3 評価条件 

(1) 耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面の網羅的な抽出 

耐震重要施設及び常設重大事故等対処施設と周辺斜面の離隔距離等



 6－3－118 

に基づき，耐震重要施設等に影響するおそれのある斜面を抽出した。離

隔距離については，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－2015(85)」

及び「宅地防災マニュアルの解説 (86)」に基づいて，斜面法尻から対象施

設までの離隔距離が，岩盤斜面では 50m 以内の斜面あるいは斜面高さの

1.4 倍以内の斜面，盛土斜面では 50m 以内の斜面あるいは斜面高さの 2.0 

倍以内の斜面とした。 

抽出した結果を第 3.6－9 図に示す。 

(2) 液状化範囲の検討 

評価対象斜面として抽出した２号炉南側盛土斜面のすべりについて

は，埋戻土，盛土が地震動により繰り返し軟化し，せん断強度が低下す

る可能性を考慮するため，液状化範囲を設定した。液状化範囲の検討に

当たっては，第 3.6－10 図の液状化範囲の検討フローに基づき，二次元

浸透流解析（定常解析）により設定した検討用地下水位を初期条件とし

た時刻歴非線形解析（有効応力解析）を実施し，過剰間隙水圧比が 0.95

を上回る範囲を液状化範囲とした。 

２号炉南側盛土斜面における液状化範囲の設定結果を第 3.6－11 図に

示す。 

(3) 評価対象斜面の選定 

周辺斜面の安定性評価を実施する評価対象斜面は，地盤の種類（岩盤

斜面，盛土斜面）及び法尻標高により分類した。評価対象斜面の分類結

果を第 3.6－12 図に示す。 

次に第 3.6－13 図のフローに基づき，斜面を構成する岩級，斜面高さ，

斜面勾配及びシームの分布の有無を評価項目として，安定性評価が厳し

くなると想定される斜面を選定した。 

評価対象斜面に対する安定性評価により，耐震重要施設及び常設重大

事故等対処施設の周辺斜面の安定性評価を包括的に確認する。評価対象

斜面の選定結果を第 3.6－8 表及び第 3.6－14 図に示す。 

各グループの評価対象斜面として，グループＡから２号炉南側切取斜
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面，グループＢから２号炉南側盛土斜面，グループＣからガスタービン

発電機建物周辺斜面をそれぞれ選定した。 

また，対策工を実施した２号炉西側切取斜面についても安定解析の評

価対象斜面に選定した。 

(4) 解析用物性値の設定 

「3.6.1.1.3 (3)解析用物性値の設定」の記載に同じ。 

(5) 解析モデル 

有限要素解析モデルは，岩盤分類図を基に作成した。解析用要素分割

図を第 3.6－15 図に示す。 

境界条件の考え方については，「3.6.1.1.3 (4)解析モデル」の記載に

同じ。 

(6) 地下水位 

動的解析における周辺斜面の地下水位の設定に当たっては，地下水位

は地表面とする。 

代表として 2 号炉南側切取斜面の解析用地下水位を第 3.6－16 図に示

す。 

(7) 入力地震動 

「3.6.1.1.3 (6)入力地震動」の記載に同じ。 

 

3.6.2.1.4 評価結果 

動的解析に基づく想定すべり面における最小すべり安全率を，    

第 3.6－9 表に示す。 

２号炉南側切取斜面における最小すべり安全率は①－①’断面で 1.56

となり，評価基準値 1.2 を上回る。 

２号炉西側切取斜面における最小すべり安全率は②－②’断面で 5.89

となり，評価基準値 1.2 を上回る。 

２号炉南側盛土斜面における最小すべり安全率は③－③’断面で 1.61

となり，評価基準値 1.2 を上回る。 
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ガスタービン発電機建物周辺斜面における最小すべり安全率は④－

④’断面で 2.07 となり，評価基準値 1.2 を上回る。 

各断面ですべり安全率が最小となるケースについて，地盤物性のうち強

度のばらつき（平均値－1.0×標準偏差（σ）強度）を考慮した場合におい

ても，最小すべり安全率は評価基準値 1.2 を上回る。 

以上のことから，周辺斜面は，地震力によるすべりに対して十分な安全

性を有している。 
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3.7 地質調査に関する実証性 

3.7.1 各種調査・試験の実施会社の選定 

地質調査・試験工事の実施会社の選定に当たっては，事前に会社経歴書，

技術者名簿，工事実績等を検討し，この種の調査・試験に対する技術レベ

ルが高く，過去に多数の実績を有する専門会社を選定した。 

主な地質調査，実施年度及び実施会社名は，第 3.7－1 表のとおりであ

る。 

 

3.7.2 地質調査の計画 

地質調査に当たっては，国の基準等に準拠して，総合的かつ体系的な調

査計画を策定した。 

調査計画のうち主要なものについては，社外の学識経験者に必要に応じ

て意見を聴取し，内容を固めた。 

 

3.7.3 地質調査・試験工事の実施に当たっての管理体制 

地質調査・試験工事の実施に当たっては，実施会社は現場代理人，主任

技術者及び安全衛生責任者を現場に常駐させ，現場代理人は工事施工の総

括を，主任技術者は施工に関する技術上の管理を，安全衛生責任者は工事

施工における安全管理を行った。 

当社における地質調査・試験工事の作業管理体制としては，本社及び島

根原子力発電所に担当者をおき，地質調査の作業管理にあたった。 

地質調査・試験工事の施工計画，作業実施状況等については，文書によ

り提出させ，検討のうえ承認をした。また，施工方法，工程等についての

打合せ会を適宜設け，工事が適切かつ円滑に実施されるように実施会社を

指導した。 

 

3.7.4 地質調査結果の評価・とりまとめ 

地質調査結果については，社外の学識経験者の助言を得て検討し，十分
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な評価を経て申請書としてとりまとめを行った。 
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第3.2－1表　敷地周辺陸域の地質層序表
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亜
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中生代白亜紀

中生代白亜紀
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古
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花崗岩類 花崗岩，花崗閃緑岩

期 古浦層 波多層 安山岩質火砕岩，安山岩溶岩，デイサイト質火砕岩
泥岩，砂岩，礫岩，火山円礫岩，流紋岩質火砕岩，
デイサイト質火砕岩，安山岩質火砕岩，安山岩溶岩代

　

新

第

三

紀

世 安山岩溶岩，デイサイト質火砕岩

泥岩，流紋岩溶岩,流紋岩質火砕岩，
デイサイト質火砕岩，安山岩質火砕岩

期 安山岩質火砕岩，安山岩溶岩

成相寺層
久利層

泥岩，流紋岩質火砕岩，流紋岩溶岩

前 砂岩，礫岩，
川合層

砂岩，シルト岩，礫岩

牛切層
砂岩・泥岩互層，礫岩， 安山岩溶岩，砂岩，礫岩，

デイサイト溶岩
大森層

安山岩溶岩

生
中

松江層

期

玄武岩質火砕岩，シルト岩

中
古江層 布志名層 泥岩，シルト岩

礫，砂，

期 シルト
地堆積物

～粘土
大根島玄武岩 玄武岩溶岩

低位面段丘堆積物 礫，砂，シルト～粘土
新 後

中位面段丘堆積物 礫，砂，シルト～粘土更 古期扇状

第

礫，砂，シルト～粘土

砂丘堆積物 砂

地　　層　　名

完
新
世

沖積低地堆積物

主　な　岩　相 ・ 層　相地域

地質 島根半島主部，大社山塊
宍道湖南方地域

島根半島主部，大社山塊
宍道湖南方地域

時代 及び宍道湖・中海低地帯 及び宍道湖・中海低地帯

不整合

新

：

前
期 野呂玄武岩 玄武岩溶岩

鮮新世

和久羅山安山岩

砂岩，玄武岩溶岩，

和久羅山デイサイト質溶岩

高位面段丘堆積物

関係不明

地層欠如：

：

整合

：

：

指交関係
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完新世

古浦沖宍道湖中海

水域の地質陸域の地質

島根半島主部，大社山塊
及び宍道湖・中海低地帯

宍道湖南方地域

沖積低地堆積物

砂丘堆積物

ⅠＫ

ⅡＫ
ⅠＳⅠＮ

ⅢＫ

ⅡＳ
古期扇状
地堆積物

更
　
新
　
世

低位面段丘堆積物

大根島玄武岩

高位面段丘堆積物

後
　
期

中
　
期

前
　
期

第
　
四
　
紀

新
　
第
　
三
　
紀

新
　
生
　
代

野呂玄武岩

和久羅山安山岩

松江層

古江層

牛切層

成相寺層

古浦層

鮮新世

後
　
期

中
　
期

前
　
期

中
　
新
　
世

布志名層 ⅣＮ ⅣＳ

大森層 ⅤＮ ⅤＳ

第3.2－2表　敷地周辺陸域の地層対比表

新第三紀中新世

貫入岩類 ⅧＮ ⅧＳ

波多層

ⅥＮ ⅥＳ Ｄ２

第四紀更新世
～

ⅢＮ ⅢＳ

久利層

川合層

中位面段丘堆積物

ⅡＮ

ⅦＮ

：整合

：不整合

：指交関係

：関係不明

：地層欠如

地域

地質時代

和久羅山デイサイト質溶岩
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ランク  

山地・丘陵内 段丘面，扇状地等の地形面 

崖・鞍部等 尾根・水系の屈曲 崖・溝状凹地・撓み・傾斜面 段丘崖や旧流路等の屈曲 

Ａ 

・鮮明な崖，鞍部等が長く，連続の良い配列をな

し，山地高度・丘陵高度に一様な高度差が認め

られるもの。そして，延長上至近距離あるいは

リニアメントを横切る谷に沿って分布する扇状

地や段丘に明瞭な崖等や高度不連続があるも

の。 

・さまざまな規模の尾根・水系が長い区間で連続

性がよく，同方向に屈曲し，形態が鮮明であり，

かつ， 

(1)水系の規模と屈曲量との相関がみられるも

の。 

あるいは， 

(2)隣接して閉塞丘，風隙等の特異な地形のいず

れかが認められるもの。 

・かつて一連であったことが明瞭な段丘面等の上

にみられる鮮明な崖，溝状凹地，撓み，急傾斜

面等の連続性が良く，長く配列をなし，  

(1)時代の異なる複数の地形面に連続し，古い地

形面ほど比高，撓み量，傾斜等が大きいもの。 

あるいは， 

(2)地形面の傾斜方向とは逆向きの崖からなる

もの。 

あるいは， 

(3)山地・丘陵内の崖等に連続するもの。 

・段丘崖，旧流路等に累積的な同方向の屈曲がみ

られ， 

(1)山地，丘陵内の屈曲，崖等の延長上至近距離

にあるもの。 

あるいは， 

(2)段丘面，扇状地の崖・溝状地などと連続する

もの。 

Ｂ 

・崖，鞍部等が長く，連続の良い配列をなし，山

地高度・丘陵高度に一様な高度差が認められ，

かつ， 

(1)地形形態は鮮明であるが，新期の地形面の変

位が不確実なもの。 

あるいは， 

(2)地形形態はやや不鮮明であるが，延長上ある

いはリニアメントを横切る谷に沿って分布

する扇状地や段丘に崖等があったり，高度不

連続が推定されるもの。 

・さまざまな規模の尾根・水系が同方向に屈曲し，

形態が鮮明であり，かつ， 

(1)屈曲が長い区間で連続的にみられるが，水系

の規模と屈曲量との相関があまり良くない

もの。 

あるいは， 

(2)屈曲のみられる区間は短いが，水系の規模と

屈曲量との相関が認められるもの。 

あるいは， 

(3)屈曲のみられる区間は短いが，隣接して閉塞

丘，風隙等の特異な地形のいずれかが認めら

れるもの。 

・かつて一連であったと推定される段丘面等の上

にみられる崖，溝状凹地，撓み，急傾斜面等の

連続性が良く，長く配列をなし， 

(1)時代の異なる複数の地形面に連続し，古い地

形面で比高，撓み量，傾斜等が大きいもの。 

あるいは， 

(2)地形面の傾斜方向とは逆向きの崖からなる

もの。 

あるいは， 

(3)山地・丘陵内の崖等に連続するもの。 

・段丘崖，旧流路等に同方向の屈曲がみられ， 

(1)山地，丘陵内の屈曲，崖等の延長上至近距離

にあるもの。 

あるいは， 

(2)段丘面，扇状地の崖・溝状地などと連続する

もの。 

Ｃ 

・崖，鞍部等が配列をなし，山地高度・丘陵高度

に一様な高度差があるが， 

(1)長い区間でみられるが，地形形態が不鮮明な

もの。 

あるいは， 

(2)短いが地形形態が鮮明なもの。 

・尾根・水系が同方向に屈曲するもので， 

(1)長い区間でみられるが，一部で鮮明さに欠

け，水系の規模と屈曲量との相関が認められ

ないもの。 

あるいは， 

(2)短いが屈曲は鮮明あるいは屈曲量の相関が

あるもの。 

・かつて一連であったかどうか不明な段丘面等の

上にみられる崖，溝状凹地，撓み，急傾斜面等

が連続的な配列をなし， 

(1)長いが，一部で不鮮明となるもの。 

あるいは， 

(2)鮮明だが，短く一部で不連続となるもの。 

・段丘崖，旧流路等に同方向の屈曲がみられ， 

(1)屈曲は一部で不鮮明だが，長く連続の良いも

の。 

あるいは， 

(2)短く一部で不連続だが，屈曲が鮮明なもの。 

Ｄ 

・崖，鞍部等が配列するが，山地高度・丘陵高度

に高度差はみられるが局地的で， 

(1)長いが不鮮明なもの。 

あるいは， 

(2)やや鮮明であるが短いもの。 

・尾根・水系が部分的に屈曲しているが水系の規

模と屈曲量との相関はなく， 

(1)屈曲はやや鮮明であるが短いもの。 

あるいは， 

(2)屈曲のみられる区間は長いが，不鮮明である 

もの。 

・段丘面等の上に崖，溝状凹地，撓み，急斜面等

が配列し， 

(1)短いもの。 

あるいは， 

(2)断続するもの。 

・段丘崖，旧流路等に同方向の屈曲がみられ， 

(1)短いもの。 

あるいは， 

(2)断続するもの。 

第 3.2－3表 変位地形・リニアメント判読基準 
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縦ずれ低下側(m) 横ずれ(m)

11 古浦－尾坂 Ａ,Ｂ Ｅ－Ｗ 3.6

急斜面
屈曲，孤立丘

山地斜面
尾根，谷

Ｎ
Ｒ

活断層研究会編(1991)の古浦東方断
層（確実度Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

南講武－枕木
Ａ,Ｂ

（Ｃ,Ｄ）
Ｅ－Ｗ 9.0

急斜面
屈曲，鞍部
低崖

山地斜面
尾根，谷
沖積面

Ｓ

Ｎ
Ｒ

上本庄 Ｂ,Ｃ ＮＥ－ＳＷ 2.1

崖，逆向き崖 谷
Ｈ３段丘
Ｈ３段丘/Ｍｆ段丘
丘陵斜面

ＮＷ
ＳＥ
Ｓ

－－－－

33 長海－手角 Ｂ,Ｄ Ｅ－Ｗ 3.1
急斜面，鞍部
低崖
屈曲

山麓線
沖積面
尾根，谷

Ｓ
Ｓ

Ｒ

今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

44 枕木山東
Ｂ,Ｄ
(Ｃ)

ＮＥ－ＳＷ 3.6
直線状の谷，鞍部
屈曲，鞍部

山地斜面
尾根，谷

ＳＥ(200)
Ｒ

活断層研究会編(1991)の枕木山東断
層（確実度Ⅲ）に対応

55 下宇部尾－森山
Ｄ

（Ｂ,Ｃ）
ＥＮＥ－ＷＳＷ 3.9

鞍部
傾斜変換線
屈曲

山地斜面

尾根，谷
－－－－ Ｒ(50)

活断層研究会編(1991)の森山断層
（確実度Ⅲ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

66 男島 Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 0.6 屈曲 尾根，谷 －－－－ Ｌ －－－－

77 高尾山南限 Ｃ,Ｄ Ｅ－Ｗ 4.2
高度不連続
鞍部
屈曲

丘陵斜面

尾根，谷

Ｓ

Ｒ(50-100）

今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

88 高尾山 Ｄ Ｅ－Ｗ 2.1
鞍部
高度不連続 山地斜面 Ｓ

－－－－
活断層研究会編(1991)の高尾山断層
（確実度Ⅲ）に対応

99 法田 Ｄ ＮＥ－ＳＷ 1.8
高度不連続
急斜面，三角末端面，鞍部

山地斜面 Ｓ
－－－－

活断層研究会編(1991)の法田断層
（確実度Ⅲ）に対応

1100 Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 2.4
鞍部，急斜面，傾斜変換線
屈曲，溝状地

山地斜面
尾根，谷

Ｓ
Ｌ

活断層研究会編(1991)の古殿[北]断
層（確実度Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（推定活断層）に対応

1111 Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.8
直線状の谷，逆向き崖
鞍部，傾斜変換線
屈曲

山地斜面

尾根，谷

ＮＥ

Ｒ

活断層研究会編(1991)の垣の内北側
断層（確実度Ⅱ）に対応

1122 Ｄ
ＮＷ－ＳＥ

ＥＮＥ－ＷＳＷ
5.3

高度不連続，鞍部，溝状地
急斜面，傾斜変換線

山地斜面 Ｓ －－－－
活断層研究会編(1991)の山中付近断
層（確実度Ⅲ）に対応

1133 Ｃ,Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 5.0
屈曲
急斜面，鞍部
撓み

尾根，谷
山地斜面
Ｌｆ１段丘

Ｎ(20～60)
Ｎ(5以下）

Ｒ 活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

1144 Ｄ ＮＮＥ－ＳＳＷ 3.0 急斜面，鞍部，逆向き崖 山地斜面 　　－－－－ －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

1155 Ｃ,Ｄ
ＷＮＷ－ＥＳＥ

ＥＮＥ－ＷＳＷ
8.5

三角末端面
鞍部，高度不連続
逆向き崖，傾斜変換線

山地斜面 Ｓ(150～200)
－－－－

活断層研究会編(1991)の万田付近断
層（確実度Ⅱ）に対応

地形形態
長さ
（km）

万田付近

22

宍道

変位地形・リニアメントの名称・番号

第3.2－4表(1)　変位地形・リニアメント一覧表（その１）

走向
変位方向・量

基準地形

大船山東

垣の内北側

山中付近

田の戸

古殿

活断層研究会編(1991)及び
今泉ほか編(2018)との対応

変位地形・リニアメント判読内容

ランク

活断層研究会編(1991)宍道断層
[北][南]（確実度Ⅰ，Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応
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縦ずれ低下側(ｍ) 横ずれ(ｍ)

1166
Ａ,Ｂ
（Ｃ)

ＥＮＥ－ＷＳＷ

ＷＮＷ－ＥＳＥ
11.0

崖，傾斜変換線，急斜面
低崖，撓み

低崖
低崖
屈曲

山地斜面
Ｈ３段丘
Ｍｍ段丘
沖積面
扇状地
Ｍｍ段丘，尾根，谷

Ｓ(200-400)
Ｓ(25)
Ｓ(10-15)
Ｓ(5以下)
Ｓ(5以下)

Ｒ(20±)

活断層研究会編(1991)の矢尾町付近
断層（確実度Ⅲ）に対応
今泉ほか編(2018)の推定活断層に対
応

1177 Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 9.9 溝状地，急斜面，鞍部 丘陵/山地
Ｎ(50～100)
Ｓ(30～40)

－－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

1188 Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 4.2
屈曲
急斜面

尾根，谷
山地斜面 Ｎ(40～100)

Ｌ
－－－－

1199 Ｃ（Ｄ） Ｅ－Ｗ 6.2
直線状の谷，鞍部
屈曲

山地斜面
尾根，谷

－－－－
Ｒ(20～100)
Ｒ(100～200)

－－－－

2200 Ｄ ＮＥ－ＳＷ 18.8
急斜面，傾斜変換線，
直線状の谷，鞍部
逆向き低崖

山地斜面

尾根

ＮＷ

Ｓ
－－－－

活断層研究会編(1991)の木次南断層
（確実度Ⅲ）に対応

2211 Ｃ Ｅ－Ｗ 2.8
三角末端面，高度不連続，
鞍部

山地斜面 Ｓ(40～70) －－－－
活断層研究会編(1991)の半場－石原
断層（確実度Ⅲ）に対応

2222 Ｃ,Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 8.1
屈曲
直線状の谷，鞍部

尾根，谷
山地斜面 Ｎ(50)

Ｒ 今泉ほか編(2018)の布部断層帯（活
断層・推定活断層）に対応

2233 Ｄ ＮＥ－ＳＷ 1.8 鞍部 山地斜面 －－－－ －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

2244 Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.1 鞍部，逆向き崖 山地斜面 ＳＷ(10～20) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

2255 Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 1.7 高度不連続，鞍部 山地斜面 Ｎ(60～70) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

2266 Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.8 高度不連続，鞍部 山地斜面 ＳＷ(50) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

大社衝上（大社－国富）

変位方向・量

大井

基準地形

東忌部

柳井

半場－石原

布部

木次南

仏経山北

走向

山王寺

変位地形・リニアメントの名称・番号

東来侍－新田畑

変位地形・リニアメント判読内容

第3.2－4表(2)　変位地形・リニアメント一覧表（その２）

三刀屋北

活断層研究会編(1991)及び
今泉ほか編(2018)との対応ランク 地形形態

長さ
（km）
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第 3.2－5 表 敷地前面海域の地層区分 
 

地層名 地層境界及び堆積構造 

記録パターンの特徴 
水中放電シングルチャンネル 

ジオパルス及びブーマー・マルチチャンネル 

ウォーターガン・マルチチャンネル 

エアガン・マルチチャンネル 

推定される岩相 分 布 範 囲 

Ａ層 

下位層上面の侵食面を不整合に覆う。 一般に海底面にほぼ平行な成層パターンを，一

部で散乱パターン，一部で海底面に斜交するパ

ターンを示す。 

未固結の泥，砂，礫等から成る堆積物 陸域近傍及び敷地前面海域の北西部の

大陸棚外縁～大陸縁辺台地を除いたほ

とんどの海域に薄く堆積している。 

Ｂ 

層 

東
部
海
域 

Ｂ１Ｅ 

下位層上面の侵食面を不整合に覆い，下位

層上面が起伏面の場合は，部分的にオンラ

ップ状の不整合関係を示す。 

連続性に乏しい波状パターン，ほぼ水平な成層

パターン又は一部でプログラデーションパター

ンを示す。 

未固結～半固結の泥，砂及びこれらの

互層から成り，部分的に砂礫層を挟む。 

敷地前面海域の東部の大陸棚等に広く

分布している。 

Ｂ１Ｅ層は，最終氷期最寒冷期の陸化に

伴う削剥により分布が一部欠如してい

る。 Ｂ２Ｅ 

下位層上面の侵食面を不整合に覆い，下位

層上面が起伏面の場合は，部分的にオンラ

ップ状の不整合関係を示す。 

ほぼ水平かやや傾斜する成層パターンを示す。 

北
西
部
海
域 

Ｂ１Ｗ 

下位層上面をオンラップ状の不整合で覆

う。 

 

連続性の良い層理パターンを示し，ほぼ水平か

やや傾斜する成層パターンを示す。 

未固結～半固結の泥，砂及びこれらの

互層から成り，部分的に砂礫層を挟む。 

敷地前面海域の北西部の大陸棚外縁～

大陸縁辺台地に広く分布している。 

Ｂ１Ｗ層は，最終氷期最寒冷期の陸化に

伴う削剥により分布が一部欠如してい

る。 Ｂ２Ｗ 

下位層上面を不整合に覆う。 

層内の一部に軽微な不整合面が見られる

が，連続性は乏しい。 

連続性の良い層理パターン又は顕著なプログラ

デーションパターンを示す。 

 

Ｂ３Ｗ 

下位層上面を不整合に覆う。 

 

 

ほぼ水平かやや傾斜する成層パターンを示す。 

そ
の
他
の
海
域 

ＢＸ 

下位層上面を不整合に覆う。 

 

 

 

 

 

連続性に乏しい波状パターンを示す。 未固結～半固結の泥，砂及びこれらの

互層から成り，部分的に砂礫層を挟む。 

敷地前面海域の東部及び北西部以外の

海域に小範囲に分布している。 

 

Ｃ層 

下位層上面の侵食面を不整合に覆い，下位

層上面が起伏面の場合は，部分的にオンラ

ップ状の不整合で覆う。 

一般に極めて緩やかに褶曲した波状パターン又

は連続性に乏しい成層パターンを，一部で成層

パターンを示す。 

固結した泥岩，砂岩及びこれらの互層

から成り，部分的に礫岩層を挟む。 

敷地前面海域の東部，北西部，西部の

中央部及び日御碕西方に広く分布し，

大部分が上位層に覆われている。 

Ｄ 

層 

Ｄ１ 

起伏する下位層上面をオンラップ状の不

整合で覆う。 

 

褶曲した成層パターンを示す。 固結した泥岩，砂岩及びこれらの互層

から成り，部分的に礫岩層を挟む。 

敷地前面海域の中央部沖合及び島根半

島沿岸の海域に分布し，大部分が上位

層に覆われている。 

Ｄ２ 

音響基盤 

 

 

連続性に乏しく褶曲した成層パターン又は無層

理パターンを示す。 

堅硬な泥岩，砂岩及びこれらの互層か

ら成り，しばしば礫岩及び火山砕屑岩

を挟む。 

Ｖ層 

Ｄ層又は一部でＣ層及びＢ層に貫入し，岩

床状又は岩脈状を呈する。 

 

無層理パターンを示す。 火山岩・貫入岩 敷地前面海域中央沿岸部及び隠岐諸島

南方沖等の小範囲に分布し，大部分が

上位層に覆われている。 
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表
　
陸
域
と
海
域
の
地
層
対
比
表

陸
域
の
地
質

敷
地
周
辺

中
海

宍
道
湖

古
浦

沖
敷

地
周

辺
鳥

取
沖

隠
岐

海
峡

大
社

日
御

碕
美

保
関

Ｂ
２
Ｗ

Ｂ
２

Ｂ
３

Ｂ
３
Ｗ

Ｂ
４

Ⅴ
Ｔ
,
Ⅵ

Ｔ
Ⅴ

Ｈ
,
Ⅵ

Ｈ

前
期

前
期

Ｈ
m
１

Ⅲ
Ｎ

Ⅲ
Ｓ

Ⅳ
Ｎ

Ⅳ
Ｓ

Ⅴ
Ｎ

Ⅴ
Ｓ

大
根
島
玄
武
岩

Ⅶ
Ｎ

：
整

合

：
不

整
合

Ｖ

調
査
区
域

海
　

　
　

　
　

域
調

査
区

域

敷
地

前
面

大
田

沖
＊
1

鳥
取

沖
＊
２

玉
木

ほ
か

   
 (1

98
2)

＊
3
,＊

4
水

路
部

(1
99

3a
)＊

4

文
献
名

中
国
電
力
㈱

中
国

電
力

㈱
中

国
電

力
㈱

中
国
電
力
㈱

中
国

電
力

㈱
中

国
電

力
㈱

中
国

電
力

㈱
山

本
ほ
か

(1
98

9)
＊
4

水
路

部

(1
99

1b
)＊

4

水
路

部

(1
99

2a
)＊

4

文
献

名

地
質
時
代

地
質

時
代

第 　 　 四 　 　 紀

完
新
世

沖
積
低
地
堆
積
物

砂
丘
堆
積
物

Ⅰ
Ｎ

Ⅰ
Ｓ

Ⅰ
Ｈ

Ⅰ
Ｍ

完
新

世

第 　 　 四 　 　 紀

Ⅱ
Ｍ

後
期

更 新 世
中

期

Ⅲ
Ｍ

鮮
新

世

Ⅰ
Ｔ

Ｐ

Ⅰ
Ｋ

Ⅱ
Ｋ

Ａ
Ａ

Ａ

Ｔ
t
２

Ｂ

Ⅶ
Ｔ

Ｑ
１

Ⅱ
Ｎ

Ⅱ
Ｓ

Ⅲ
Ｋ

Ｂ
１
Ｅ

Ｂ
１
Ｗ

Ｂ
Ｘ

Ⅱ
Ｈ
,
Ⅲ

Ｈ
,
Ⅳ

Ｈ

Ｑ
２

Ⅷ
Ｈ

Ｂ
Ｂ

Ｘ
Ｂ

Ｂ
１

Ｄ
１

Ｃ
新 　 　 第 　 　 三 　 　 紀

鮮
新
世

Ｄ

Ｄ
１

中
新
世

松
江
層

古
江
層

牛
切
層

成
相
寺
層

古
浦
層

Ｄ

Ｄ
１

更 新 世

後
期

段
丘
堆
積
物

Ｄ
２

Ｄ
２

Ｃ

Ｂ
２
Ｅ

中
期

新 　 　 第 　 　 三 　 　 紀

Ｈ
m
２

a
,
b

Ⅷ
Ｔ

Ｍ
１

Ⅶ
Ｈ

Ｔ
t
１

香
住

沖
層

(
Ｋ

a
)

音
響

基
盤

(
Ａ

t
)

Ｍ
２

Ⅹ
Ｔ

火
山
岩
・
貫
入
岩

中
新

世
Ⅸ

Ｔ
Ⅳ

Ｍ
Ⅸ

Ｈ

Ⅵ
Ｎ

Ⅵ
Ｓ

Ⅴ
Ｍ

中
国
電
力
㈱

Ｑ Ｔ

Ｄ
２

Ｃ

Ⅱ
Ｔ
,
Ⅲ

Ｔ
,
Ⅳ

Ｔ

Ｄ
２

Ｄ

火
山

岩
・

貫
入

岩
和
久
羅
山
安
山
岩

新
第
三
紀
貫
入
岩
類

Ⅷ
Ｎ

Ⅷ
Ｓ

Ⅹ
Ｈ

＊
1
：
島
根
県
中
部
沖
の
海
域
を
示
す
。

＊
2
：
兵
庫
県
新
温
泉
町
沖
か
ら
島
根
県
松
江
市
美
保
関
町
東
方
沖
に
か
け
て
の
海
域
を
示
す
。

＊
3
：
玉

木
ほ
か
(1
9
8
2
)の

地
質

時
代

は
，
山

本
ほ
か
(1
9
89
)を

参
照

し
た
。

＊
4
：
整
合
・
不
整
合
関
係
は
記
載
さ
れ
て
い
な
い
。
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表
 
敷
地
前
面
海
域
の
断
層
一
覧
表
 

断
層
名

 
項

 目
 

Ｆ
－
Ⅰ

 
Ｆ
－
Ⅱ

 
Ｆ
－
Ⅲ

 
Ｆ
－
Ⅳ

 
Ｆ
－
Ⅴ

 
Ｆ
－
Ⅵ

 
Ｆ
－
①

 
Ｆ
－
②

 

相
対
的
落
下
側

 
Ｓ
Ｓ
Ｅ

 
Ｎ

 
Ｎ

Ｗ
 

Ｎ
 

Ｎ
 

Ｎ
Ｎ
Ｗ

 
Ｎ
Ｗ

 
Ｎ
 

走
 
 
 
 
向

 
Ｅ
Ｎ
Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
－

Ｗ
 

Ｎ
Ｅ

－
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
－

Ｗ
 

Ｅ
－
Ｗ

 
Ｅ
Ｎ
Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｎ
Ｅ
－
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
－
Ｗ

 

断 層 運 動 に よ り 

変
位
又
は

 
変
形
し
て

い
る

 
最
上
位
層

 
Ｃ
層
下
部
 

Ｄ
１
層
 

Ｃ
層
 

Ｃ
層
 

Ｃ
層
 

Ｂ
２

Ｅ
層
下
部
 

Ｄ
2
層
下
部
 

Ｄ
1
層
 

変
位

及
び

変
形
 

し
て
い
な

い
地
層

 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

Ｂ
２

Ｅ
層
 

Ｃ
層
上
部
 

Ａ
層
 

Ｂ
１
Ｅ
層
 

Ｂ
２
Ｅ
層
 

Ａ
層
 

Ｂ
１
Ｅ
層
 

Ｂ
２
Ｅ
層
 

Ａ
層
 

Ｂ
１
Ｅ
層
 

Ａ
層

 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

Ｂ
２

Ｅ
層
上
部
 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

Ｄ
2
層
上
部
 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

後
期

更
新

世
以

降
の

活

動
を
考
慮
す
る
長
さ

 
－

 
－

 
最
大

 
約

4
.5
km

 
最
大

 
約

2
0.

0k
m 

最
大

 
約

1
7.
5k
m 

－
 

－
 

－
 

連
動
を
考
慮
す
る
長
さ

 
－

 
－

 
最
大
約

4
8
.
0
k
m
 

－
 

－
 

－
 

 
撓
曲
名

 
項

 目
 

Ｆ
－
Ⅶ
 

Ｋ
－
３

 
Ｋ
－
１

 
Ｋ
－
２

 
Ｋ
－
５

 
Ｋ
－
４

 
Ｋ
－
６

 
Ｋ
－
７

 
Ｆ

Ｋ
－
１

 
相
対
的
落
下
側

 
Ｎ

Ｎ
Ｗ

 
Ｎ

Ｎ
Ｗ

 
Ｎ

Ｎ
Ｗ

 
Ｓ
Ｅ

 
Ｓ
 

Ｓ
Ｓ
Ｅ

 
Ｓ
Ｓ
Ｅ

 

走
 
 
 
 
向

 
Ｅ
Ｎ
Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
Ｎ

Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
Ｎ

Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｎ
Ｅ
－
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
－
Ｗ

 
Ｅ
Ｎ
Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

Ｅ
Ｎ
Ｅ
－

Ｗ
Ｓ

Ｗ
 

断 層 運 動 に よ り 

変
位
又
は

 
変
形
し
て

い
る

 
最
上
位
層

 
Ｂ

２
Ｅ
層
下
部
 

Ｂ
２
Ｗ
層

 
Ｂ

1Ｗ
層
 

Ｂ
２
Ｗ
層

 
Ｃ
層
 

Ｄ
１
層
 

Ｄ
１
層
 

Ｃ
層
 

変
位

及
び

変
形
 

し
て
い
な

い
地
層

 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

Ｂ
２

Ｅ
層
上
部
 

(
一
部
Ｂ

Ｘ
層

) 

Ａ
層
 

Ｂ
１
Ｗ
層
 

Ａ
層
 

Ａ
層
 

Ｂ
1Ｗ
層
 

Ａ
層
 

Ｂ
１

Ｅ
層
 

Ｂ
２

Ｅ
層
 

Ａ
層
 

Ａ
層
 

Ｂ
1Ｅ
層
 

Ｂ
2Ｅ
層
 

Ａ
層
 

後
期

更
新

世
以

降
の

活

動
を
考
慮
す
る
長
さ

 
最
大
 

約
1
9.
0k
m 

最
大
 

約
3
2.
0k
m 

最
大
 

約
3
.5
km
 

－
 

最
大
 

約
9
.0
km
 

最
大
 

約
9
.5
km
 

最
大
 

約
9
.0
km
 

連
動
を
考
慮
す
る
長
さ

 
周
辺
海
域
に
記
載
 

－
 

最
大
約

1
9
.
0
k
m
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第 3.2－8 表 敷地周辺海域の主要断層一覧表 
断層名 

 

項 目 

鳥 取 沖 の 断 層 
大 田 沖 の 

 断 層 

隠 岐 北 西 方 の 

断 層 
見 島 付 近 の 断 層 

見 島 北 方 沖 の 

断 層 

地蔵崎北東沖の 

断層 
ＦＫＯ断層 Ｆ５７断層 

断層を記載している

文献＊ 
(1),(2),(3),(6),(7),(8) (1),(2),(8) (4),(5) (1),(2) (4) (3) (8) (8) 

文
献
に
示
さ
れ て

い
る
性
状 

敷地からの距離 57km（(1)による） 
64km 

（(1)による） 
132km（(4)による） 173km（(2)による） 178km（(4)による） 

41km 

（(3)による） 
57km（(8)による） 103km（(8)による） 

地 形 的 位 置 

兵庫県新温泉町沖の大陸斜面～ 

島根県松江市美保関町東方沖の大陸棚～ 

島根半島東部の陸域 

島根県中部沿岸 

の大陸棚 

隠岐北西方 

の大陸斜面 

島根県西部～山口県～ 

福岡県沿岸の大陸棚 

見島北方沖 

の大陸斜面 

鳥取県東部～ 

島根半島東部 

沿岸の大陸棚 

隠岐西方の大陸斜面 
島根県中部沿岸 

の大陸棚～大陸斜面 

走 向 ＥＮＥ－ＷＳＷ Ｅ－Ｗ ＮＷ－ＳＥ～Ｎ－Ｓ ＥＮＥ－ＷＳＷ ＮＥ－ＳＷ～Ｅ－Ｗ ＥＮＥ－ＷＳＷ ＥＮＥ－ＷＳＷ Ｅ－Ｗ～ＮＥ－ＳＷ 

長 さ 約130km（(1)による） 
約55km 

（(1)による） 

約65km 

（(4)による） 
約175km（(2)による） 

約85km 

（(4)による） 

約50km 

（(3)による） 
27km（(8)による） 102km（(8)による） 

音
波
探
査
記
録
の
解
析
結
果 

中 部 更 新 統 

以上への影響 

兵庫県新温泉町沖から鳥取県大山町沖に

かけて断続して分布する断層群が推定さ

れる。そのうち，兵庫県新温泉町沖から

鳥取県湯梨浜町沖の約50km区間，鳥取県

湯梨浜町沖から鳥取県北栄町沖の約8km区

間及び鳥取県北栄町沖から鳥取県大山町

沖の約40km区間は，変位のセンスが様々

であり，かつ２km以下の複数の不連続部

分を含むものの，それぞれ一連の構造で

ある可能性を否定できないものと判断さ

れる。ただし，鳥取県湯梨浜町沖から鳥

取県北栄町沖の約8km区間の断層群は，後

期更新世の地層に影響を及ぼしていない

ものと判断される。 

また，鳥取県大山町沖以西では，連続す

る断層は認められない。 

約53km区間で断

続して分布する

断層群が推定さ

れる。 

 

北部の約36km区間で

断層が推定される。 

中央部及び南部では

断層は認められな

い。 

東部及び西部で数条の断

層が推定されるが，いず

れも長さが短い。これら

の間では，連続する断層

は認められない。 

西部の約38km区間で

不明瞭な部分を含み

断層が推定される。 

東部では連続する断

層は認められない。 

断層は認められ

ない。 

約32km区間で断層が

推定される。 

 

約108km区間で断続

して分布する断層群

が推定される。 

 

下 部 更 新 統 

以下への影響 

上記の中部更新統以上へ影響を与える断

層に加えて，鳥取県大山町沖から島根県

松江市美保関町東方沖にかけての約９km

区間に，断層が推定される。 

 

上記の中部更新

統以上へ影響を

与える断層に加

えて，東側及び

西側に連続して

約73km区間で断

層 が 推 定 さ れ

る。 

上記の中部更新統以

上へ影響を与える断

層と同様の位置に断

層が推定される。 

 

上記の中部更新統以上へ

影響を与える断層に加え

て，中央部から西部にか

けて数条の断層が推定さ

れるが，いずれも長さが

短い。 

これらの間では，記録が

見られる深度には連続す

る断層が認められない。 

上記の中部更新統以

上へ影響を与える断

層と同様の位置に断

層が推定される。 

東部では，記録が見

られる深度には連続

する断層が認められ

ない。 

記録が見られる

深度には断層は

認められない。 

上記の中部更新統以

上へ影響を与える断

層と同様の位置に断

層が推定される。 

上記の中部更新統以

上へ影響を与える断

層と同様の位置に断

層が推定される。 

評   価 

兵庫県新温泉町沖から鳥取県湯梨浜町沖

の約50km区間（鳥取沖東部断層）及び鳥

取県北栄町沖から鳥取県大山町沖の約

40km区間（鳥取沖西部断層）について

は，後期更新世以降の活動性が高いもの

として評価する。また，鳥取沖東部断層

及び鳥取沖西部断層は連動するものとし

て評価し，約98kmの区間を考慮する。 

約53km区間（大

田沖断層）につ

いては，後期更

新世以降の活動

性が高いものと

して評価する。 

北部の約36km区間に

ついては，活動が後

期更新世以降に及ん

でいる可能性がある

が，敷地からの距離

を考慮すると，敷地

に与える影響は小さ

いと判断される。 

東部及び西部で推定され

た中部更新統以上に影響

を与える断層は，いずれ

も長さが短く，敷地から

の距離を考慮すると，敷

地に与える影響は小さい

と判断される。 

西部の約38km区間に

ついて，活動が後期

更新世以降に及んで

いる可能性がある

が，敷地からの距離

を考慮すると，敷地

に与える影響は小さ

いと判断される。 

少なくとも本断

層の後期更新世

以降における活

動はないものと

判断される。 

約32km区間について

は，後期更新世以降

の活動性が高いもの

として評価する。ま

た，ＦＫＯ断層，Ｋ－

１撓曲及びＫ－２撓

曲は連動するものと

して評価し，約36km

の区間を考慮する。 

約108km区間につい

ては，後期更新世以

降の活動性が高いも

のとして評価する。 

＊：(1)：地質調査所｢日本地質構造図｣1/300万，(2)：地質調査所｢海洋地質図｣1/100万，(3)：地質調査所｢海洋地質図｣1/20万，(4)：活断層研究会｢新編 日本の活断層｣1/100万， 

(5)：海上保安庁水路部｢海底地質構造図｣1/20万，(6)：海上保安庁水路部｢海底地質構造図｣1/5万，(7)：徳山ほか(2001)「日本周辺海域中新世最末期以降の構造発達史」， 

(8)：国土交通省・内閣府・文部科学省（2014）日本海における大規模地震に関する調査検討会「海底断層ワーキンググループ報告書」 
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第3.4－1表　敷地の地質層序表

地質時代 地層名 主要構成地質

盛　土 礫混じり砂質土・礫混じり粘性土

崖錐堆積物 礫混じり砂質土・礫混じり粘性土

貫入岩類 ドレライト・安山岩

上部頁岩部層 黒色頁岩

火砕岩部層 凝灰岩・凝灰角礫岩

下部頁岩部層 黒色頁岩・凝灰質頁岩

新
生
代

第
四
紀

完新世
被
覆
層

新
第
三
紀

中新世
成
相
寺
層
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第3.4－2表　シーム性状一覧表

B29 1.1 細礫混じり淡褐色粘土

B28 0.8 細礫混じり灰色粘土

B27 0.2 灰白色粘土

B26 0.7 灰色粘土質砂

B25 0.5 灰白色粘土質砂

B24 1.1 灰色～灰白色粘土

B23 2.1 細礫混じり灰色粘土

B22 0.7 灰白色粘土

B21 1.8 細礫混じり灰色～灰白色粘土

B20 1.2 灰白色粘土

B19 0.5 粘土混じり灰色砂礫

B18 0.9 灰色粘土

B17 0.2 灰白色粘土

B16 1.4 細礫混じり灰色粘土

B15 0.5 細礫混じり灰色粘土

B14 0.6 細礫混じり灰色粘土

B13 0.9 細礫混じり灰色～灰白色粘土

B12 0.8 灰白色粘土

B11 0.3 細礫混じり灰色粘土

B10 2.0 細礫混じり灰色～灰白色粘土

B9 1.6 細礫混じり灰色粘土

B8 1.2 細礫混じり灰色～灰白色粘土

B7 0.3 灰白色粘土

B6 0.9 細礫混じり灰色～灰白色粘土

B5 0.8 粘土混じり暗灰色細礫

B4 2.9 細礫混じり灰色粘土

B3 0.9 砂混じり灰色粘土

B2 0.9 砂礫混じり灰色粘土

B1 0.6 粘土混じり黒灰色砂

ｼｰﾑ名
平均層厚

(cm)
性　　状
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第3.4－3表　Ｘ線回折分析結果一覧表

ボーリングNo.

シームNo. B3

対象
シ
ー

ム

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
盤
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

(

下

)

シ
ー

ム
（

上
）

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

下
部
母
岩

シ
ー

ム

上
部
母
岩

岩相 －

黒
色
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

凝
灰
質
頁
岩

－ －

黒
色
頁
岩

黒
色
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

凝
灰
質
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

－

細
粒
凝
灰
岩

凝
灰
質
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

黒
色
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

凝
灰
質
頁
岩

－

凝
灰
質
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

細
粒
凝
灰
岩

－

細
粒
凝
灰
岩

凝
灰
質
頁
岩

－

凝
灰
質
頁
岩

凝
灰
質
頁
岩

－

凝
灰
質
頁
岩

黒
色
頁
岩

－ －

細
粒
凝
灰
岩

黒
色
頁
岩

－

細
粒
凝
灰
岩

黒
色
頁
岩

－

凝
灰
質
頁
岩

黒
色
頁
岩

－

黒
色
頁
岩

石英 ◎ △ △ ◎ ◎ ○ ○ ◎ △ △ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ △ △ ○ ◎ ○ △ △ △ ◎ △ ○ ○ △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ △ ◎ △ △ △ △ ○ ◎ ○ ◎

斜長石 △ △ - △ - - - - △ △ △ △ - - △ △ △ △ - △ - △ - △ - - △ △ △ △ △ △ △ - - - - -

カリ長石 - - △ - △ △ △ △ - △ △ △ △ - △

モルデン沸石 -

スチルバイト △ - - △

ローモンタイト - ○ ◎ △

斜プチロル沸石 - ○

ｲﾗｲﾄ/ｽﾒｸﾀｲﾄ
混合層鉱物

○ △ △ - △ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ - ○ ○ ○ △ ○ ○ ◎ △ △ △ △ △ ○ - △ △ △ △ △ △ △ △ - △ △ ○ △ ○ ◎ △ △ △

スメクタイト △ △ △ - - - - - - △ - ○ ◎ △

雲母 △ △ - - △ △ - - △

緑泥石 - - - - - △ - ○ △ △ - - - △ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ △ ○ ○ - △

方解石 ◎ ◎ ○ △ △ - △ ◎ △ △ ○ ◎ - ◎ ○ ○ △ △ ○ △ △ ◎ ◎ △ ◎ △ ◎ ○ △

黄鉄鉱 △ ○ △ △ △ ○ △ ○ △ ○ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ◎ ◎ △ △ △ ○ △

石膏 - - △ △ - - - - - ○ ○ △

No.347 No.330

B13 B14 B15 B17 B18 B23 B25 B28 B29B8 B10 B12

◎：多量　○：中量　△：少量　-：極微量

B5 B6

BS-2BS-1

B4 B5 B6 B4
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

83.16 30.69 21.18 31.28

(848) (3.13) (216.0) (3.19)

74.53 20.69 7.47 17.06

(760) (2.11) (76.2) (1.74)

94.14 26.48 11.36 20.40

(960) (2.70) (115.8) (2.08)

51.48 15.10 2.55 18.14

(525) (1.54) (26.0) (1.85)

72.08 33.83 7.61 25.60

(735) (3.45) (77.6) (2.61)

20.50

(2.09)

82.08 25.11 15.90 17.36

(837) (2.56) (162.1) (1.77)

174.85 43.64 35.60

(1,783) (4.45) (3.63)

17.85

(1.82)

2.46 22.06

(25.1) (2.25)

26.58

(2.71)

151.91 28.83 14.02 20.69

(1,549) (2.94) (143.0) (2.11)

22.46

(2.29)

71.49 13.44 5.48 23.83

(729) (1.37) (55.9) (2.43)

28.15

(2.87)

62.17 14.02 7.72 22.26

(634) (1.43) (78.7) (2.27)

19.91

(2.03)

31.58 14.02 8.50 19.71

(322) (1.43) (86.7) (2.01)

24.32

(2.48)

57.86 13.83 6.26 30.69

(590) (1.41) (63.8) (3.13)

306

－ － －

1,740 0.36 2.68

－ －

20 99.05 - 99.2 凝灰質頁岩 0.19 2.54 4,620 2,100 0.37 － － －

19 95.0 - 95.1 凝灰角礫岩 － 2.43 3,840 1,940 0.33 －

2.37 3,810 1,870

17 85.05 - 85.15 〃

3,69018 90.0 - 90.35 〃 0.14

－ － － －

16 80.3 - 80.45 凝灰岩 0.21

－ －3,710

2.57 3,850 2,050 0.30

3,750 1,920 0.32 2.692.44

－ － －

0.34 － － －

2.39

9.00

1,750 0.36 －

－ －

0.10

15 75.4 - 75.5 黒色頁岩 － － －

14 70.0 - 70.45 凝灰角礫岩

－

－ － － － 0.33

3.73

－ －2.44 3,690 1,860

－ －

12 62.1 - 62.25 凝灰質頁岩 0.15 2.46 4,600 1,720 0.42

2.54 3,980 1,980 0.34

13 65.0

－

- 65.1 凝灰岩

3,810 1,770 0.36 2.65－ － －

－

2.58

－

11 54.9 - 54.95 〃 － － － －

10 50.4 - 50.75 〃

0.38

1.30 3.32

－ － －－ － －

2.65 4.28 10.06

1,590

－ －

8 41.4 - 41.75 凝灰質頁岩 0.20 － 2.34 4,180 2,490 0.23

0.41

9 45.25 - 45.35 黒色頁岩 －

7 40.5 - 40.65 凝灰岩 0.10 2.41 4,080 1,600

5 29.5 - 30.6 〃 0.12

－ －

4,970 1,910

－ 2.606 35.2 - 35.3 〃 4,300 1,670 0.41 －－ － －

4 24.5 - 24.7 黒色頁岩 0.13 2.58 3,700 1,590

3 21.1 -

-

21.35 凝灰岩 0.18

2.70 4.540.12

2.72 2.10

2.12 5.292.40

2.68 2.32 5.712.50 4,210 2,180 0.32

10.72

2.49 4,210 1,710 0.40

1,610 0.38

5.30

2.39 3,630

0.41

－

2.56 3,590

第3.5－1表(1)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その１）

供　　　　試　　　　体 力　　学　　試　　験 物　　　　　理　　　　　試　　　　　験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

0.39

2.67 1.26 3.22

2.70 2.00 5.07

2.48

- 10.2 黒色頁岩 0.14

2 15.3 15.5 凝灰質頁岩

1 9.8

真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ)
岩　質 静的

ポア
ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

27.07

(2.76)

74.63 48.35 11.34 53.45

(761) (4.93) (115.6) (5.45)

16.33

(166.5)

54.13 15.79 5.92 33.73

(552) (1.61) (60.4) (3.44)

39.81

(4.06)

62.57 20.69 7.31 27.46

(638) (2.11) (74.5) (2.80)

38.64 29.71 8.31 32.36

(394) (3.03) (84.7) (3.30)

36.19

(3.69)

124.45 44.91 10.58

(1,269) (4.58) (107.9)

36.09 27.26 5.12 37.85

(368) (2.78) (52.2) (3.86)

35.40 13.34

(361) (1.36)

43.05

(4.39)

50.80 13.24 3.67 44.33

(518) (1.35) (37.4) (4.52)

140.14 64.33 12.86

(1,429) (6.56) (131.1)

51.19

(5.22)

186.52 65.41 10.79

(1,902) (6.67) (110.0)

13.69

(139.6)

103.95 54.52 9.92 57.47

(1,060) (5.56) (101.2) (5.86)

61.39

(6.26)

132.39 58.35 8.65 67.47

(1,350) (5.95) (88.2) (6.88)

61.29

(6.25)

第3.5－1表(2)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その２）

供 試 体 力　　学　　試　　験 物 理 試 験

真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ) 静的
ポア

ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

岩　質

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

22 106.1

306

21 －2.45 4,390 2,010 0.37 － －105.1 凝灰岩 － － － －105.0 -

-

23 107.0

0.32 － － －106.32 凝灰質頁岩 0.28 2.66 5,340 2,760

0.97 2.53－ － － － － 2.72- 107.16 〃 － － －

25 125.0 -

24 4,720 2,190 0.36 2.70 1.50 3.87115.3 - 115.55 黒色頁岩 0.17 2.58

－2.62 4,970 2,370 0.35 － －125.1 〃 － － － －

27

－ － －ドレライト －

－ －0.11 2.59 4,430 1,960 0.38 －26 131.45 - 131.7 凝灰岩

4,610 2,100 0.37 － － －134.0 - 134.15 〃 0.20 2.68

146.0 － －

4,560 2,210 0.35

－ － － －－

28 145.0 - 145.1 － － － 2.75

29 - 146.26 〃 0.26 －

30 154.1 -

7.55－ － － － 2.91 2.87- 159.7

0.34 2.89 1.87 5.00154.55 〃 0.21 2.73 4,660 2,270

〃 0.21 － －

33 175.5 - 175.65

－32 165.1

－ －

31 159.4

－－ 2.69 4,880 2,450 0.33 －- 165.2 〃 － － －

－〃 0.19 2.75 5,130 2,440 0.35

0.73 2.02－ － － － － 2.8734 180.1 - 180.36 〃 0.27

－ －〃 － － － － 2.7935 184.5 - 184.6

36 190.5 - 190.7 〃

5,490 2,600 0.36 －

－ － －0.28 － － － － －

38 195.0

－－ － － － － －190.76 〃 － － － －37 190.71 -

2,730 0.34 2.96 7.50 2.15- 195.55 〃 0.21 2.87 5,590

205.0 - 205.1 〃 － －

215.65

39 －

- 215.8 〃 0.2440

－ －－ － 2.82 5,670 2,860 0.33

2.632.76 5,470 2,920 0.30 2.86 9.52

－2.85 5,680 3,010 0.30 － －

41 225.6 - 225.75 〃 － － － －
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

56.39 26.67 6.12 16.57

(575) (2.72) (62.4) (1.69)

60.61 32.66 7.88 19.32

(618) (3.33) (80.4) (1.97)

41.97 30.20 5.23 16.18

(428) (3.08) (53.3) (1.65)

18.93

(1.93)

31.38 7.26 3.85 16.57

(320) (0.74) (39.3) (1.69)

21.08

(2.15)

182.40 41.78 18.48 36.87

(1,860) (4.26) (188.4) (3.76)

32.66

(3.33)

69.63 28.54 7.08 24.71

(710) (2.91) (72.2) (2.52)

28.24

(2.88)

148.08 31.38 12.15 39.23

(1,510) (3.20) (123.9) (4.00)

24.32

(2.48)

49.52 17.85 5.57 20.89

(505) (1.82) (56.8) (2.13)

38.64

(3.94)

83.85 19.02 9.87 24.61

(855) (1.94) (100.6) (2.51)

31.77

(3.24)

43.93 15.30 8.91 27.16

(448) (1.56) (90.9) (2.77)

33.15 10.49 1.95 36.28

(338) (1.07) (19.9) (3.70)

32.36 11.96 5.75 33.44

(330) (1.22) (58.6) (3.41)

3.84 9.37

2

第3.5－1表(3)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その３）

供 試 体 力　　学　　試　　験 物 理 試 験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

23.75 - 24.85 黒色頁岩 0.21

3,530 1,530 0.38 2.810.27 2.561 18.65 - 19.4

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ)
岩　質 真比重

吸水率

(％)

間隙率

(％)
静的
ポア

ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

凝灰角礫岩

2.42 5.91

4 34.6 - 34.65 〃 － － － － 2.54 3,740 1,640 0.38 2.73

2.49 4,220 1,510 0.43 2.663 29.75 -

6 44.8 - 44.9 黒色頁岩

0.2629.95 〃

－ －

2.44 6.16

5 38.6 - 38.85 凝灰角礫岩 0.16 2.31 3,710 1,610 0.38 2.71 6.90 15.44

－

7 49.4 - 49.55 〃 0.19 2.52 4,820 2,330 0.35 － － －

3,890 1,720 0.38 － －－ － 2.58

－ － － － 2.588 54.3 - 54.4 〃

10 65.65 - 65.75 〃

－

9 60.1 - 60.35 〃 0.18 2.54 3,530 1,950 0.28 2.69 1.52 3.88

4,540 2,160 0.35 － －

－

11 68.5 - 68.65 〃 0.22 2.56 4,680 2,410 0.32 － － －

3,820 2,060 0.29 － －－ － － － 2.57

－ － － － 2.4012 75.0 - 75.1 凝灰岩

13 79.8 - 80.0 〃 0.21 2.38 3,780 1,800

－ － － － 2.5614 85.9 - 86.0 黒色頁岩

15 90.3 - 90.45 凝灰岩 0.20 2.39 3,860 1,970

2,280 0.32 － － －

〃105.35-105.2

19 107.8 - 107.95 〃 0.23 2.43 4,450

18

17 99.25 - 99.4 〃 0.15 2.40 4,120

－ － － － 2.4116 94.85 - 94.95 凝灰角礫岩

2,060 0.33

－

0.35 2.71 4.26 10.12

3,800 1,960

3,960

－

0.32 － － －

4,650 2,390 0.32 － －

0.32 － －

308

0.15 2.48 －－－0.312,3604,530

－ － －

－－－

2.47 4,470 1,660 0.42 2.77 4.50 10.79

2,300 0.25

 
6－3－144

6－3－144



引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

91.20 49.03 9.43 21.08

(930) (5.00) (96.2) (2.15)

55.90 23.83 5.41 19.02

(570) (2.43) (55.2) (1.94)

54.72 19.32 10.10 28.44

(558) (1.97) (103.0) (2.90)

42.17 52.56 5.91 25.40

(430) (5.36) (60.3) (2.59)

96.60 37.17 16.77 28.54

(985) (3.79) (171.0) (2.91)

25.01

(2.55)

117.68 38.74 6.85 22.95

(1,200) (3.95) (69.8) (2.34)

40.80

(4.16)

73.55 34.32 14.82 27.26

(750) (3.50) (151.1) (2.78)

24.61

(2.51)

40.70 22.85 4.04 33.34

(415) (2.33) (41.2) (3.40)

27.46

(2.80)

180.44 42.66 11.88 29.71

(1,840) (4.35) (121.1) (3.03)

25.79

(2.63)

76.49 34.52 6.36 24.32

(780) (3.52) (64.9) (2.48)

37.95

(3.87)

77.67 23.05 8.34 36.87

(792) (2.35) (85.0) (3.76)

41.09

(4.19)

70.12 29.03 4.09 29.91

(715) (2.96) (41.7) (3.05)

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

岩　質

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

第3.5－1表(4)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その４）

供 試 体 力　　学　　試　　験 物 理 試 験

真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)

309

1 14.55 -

2

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ) 静的
ポア

ソン比

17.4 -

4 30.05

3 25.3

－

10

9

60.4 - 60.5 〃

11

－

0.43 2.76 2.45 6.1314.95 凝灰岩 0.25 2.55 4,770 1,700

0.33 2.70 1.43 3.6617.65 黒色頁岩 0.18 2.59 3,300 1,660

3.572.56

- 30.25

4.00 9.560.21 2.44 3,490 2,260 0.14 2.71- 25.5 凝灰質頁岩

2.72 1.50 3.87黒色頁岩 0.18 2.57 5,140 1,860 0.42

4,750 2,000 0.40 2.69 1.405 30.65 - 30.9 〃 0.21

－6 42.2 - 42.3 〃 － － － 1,940 0.31 － － －2.54 3,690

2.62 2.67 6.522.46 3,970 1,850 0.36凝灰質頁岩 0.217 46.25 - 46.7

8 50.8 - －

1,960 0.39 2.70 1.17 3.03- 56.55 〃 0.26 2.55 4,610

－2.59 4,970 2,420 0.34 － －50.9 黒色頁岩 － －

－2.58 4,150

56.35

－ － － － －－ － 2.55 3,910 1,890 0.35

2,230 0.30 － －67.5 - 67.9 〃 0.18

－ － －12 70.65 - 70.75 〃 1,980 0.37 － － －2.55 4,370

2.67 1.65 4.192.56 4,650 2,050 0.38

－ －

〃 0.2213 75.55 - 75.75

14 80.75 -

16

－

1,880 0.34 － － －- 86.25 黒色頁岩 0.20 2.56 3,85015

－2.49 4,060 1,960 0.35 － －80.85 凝灰岩 －

90.3 - 90.4 凝灰岩

9.762.43 4,550

86.1

－ － － － －－ － 2.55 4,660 2,370 0.33

2,410 0.31 2.69 4.1517 95.6 - 96.0 〃 0.19

19

3.43 8.23－ 2.47 4,780 2,520 0.31 2.65- 100.9 凝灰角礫岩 － － －18 100.8

4,430 2,130 0.35 － － －104.6 - 104.75 〃 0.14 2.44
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

49.03 10.40 3.83 24.81

(500) (1.06) (39.1) (2.53)

53.74 20.01 7.91 24.03

(548) (2.04) (80.7) (2.45)

49.03 23.05 8.24 25.69

(500) (2.35) (84.0) (2.62)

122.09 39.23 8.10 25.11

(1,245) (4.00) (82.6) (2.56)

172.60 56.00 13.16 31.58

(1,760) (5.71) (134.2) (3.22)

25.11

(2.56)

47.56 60.02 10.24 30.20

(485) (6.12) (104.4) (3.08)

28.05

(2.86)

174.56 54.52 10.11 32.66

(1,780) (5.56) (103.1) (3.33)

27.65

(2.82)

87.08 23.34 9.71 23.54

(888) (2.38) (99.0) (2.40)

37.76 14.51 5.37 25.60

(385) (1.48) (54.8) (2.61)

24.03

(2.45)

43.35 45.11 10.82 30.69

(442) (4.60) (110.3) (3.13)

22.65

(2.31)

101.99 32.85 7.64 34.42

(1,040) (3.35) (77.9) (3.51)

27.85

(2.84)

25.01

(2.55)

72.57 17.55 8.03 30.20

(740) (1.79) (81.9) (3.08)

53.45 20.10 4.32 36.68

(545) (2.05) (44.1) (3.74)

第3.5－1表(5)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その５）
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供 試 体 力　　学　　試　　験 物 理 試 験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

ボー
リ

ング
No.

No.

〃(凝灰
岩との細互

層)

凝灰岩11.4－11.051 7.49

深　　度
(ｍ)

岩　質 真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)
静的
ポア

ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

－15.652

2.500.18

8.633.572.690.301,9103,6002.520.15

3.002.760.281,9703,560

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

〃21.05 9.663.952.780.262,000

〃15.85

5 28.3 － 28.5 凝灰岩

－20.53

4.911.922.720.401,8804,5502.540.23凝灰質頁岩24.7－23.854

3,5102.550.20

－ －－－0.381,930

0.18 6.592.672.650.392,1105,0402.54

9

6

－－－0.372,0604,6402.580.16黒色頁岩41.45－40.27

－〃34.7－34.6 4,4102.44－－

8 45.5 － 0.381,9804,5602.58－－－－〃45.6

0.22

55.1 4,8702.56－－－

－－－

5.922.382.70凝灰岩50.4－50.2

－ 7.002.712.69－－

0.392,1605,0202.52

10

－－－0.321,8803,6702.520.16凝灰質頁岩60.0－59.6511

－黒色頁岩55.2－ －－－0.401,960

64.3012

3.641.432.700.321,9403,7602.580.28〃67.45－67.1513

－－黒色頁岩64.35－ －－－－

3,9202.56－－－ －－－0.351,86014

79.45－79.315

－〃75.4－75.3

－85.0

4,3102.590.20

－－－0.331,8703,6902.44－－－

－－－0.342,100

－－ －－－0.372,010

16

6.882.792.710.352,2104,6502.600.21凝灰角礫岩88.2－88.017

－凝灰岩85.1

18

－－－0.361,9604,2902.38－－－－〃99.1－99.0

－凝灰岩94.75－94.65 4,4102.52－

0.20 －－－0.352,1704,5302.37

19

凝灰角礫岩105.15－105.020

－108.721 4,5202.490.22〃109.0 －－－0.312,370
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

69.14 38.25 8.52 36.87

(705) (3.90) (86.9) (3.76)

3.72 32.07

(37.9) (3.27)

35.30 10.30 8.25 20.79

(360) (1.05) (84.1) (2.12)

124.54 44.13 9.64 36.77

(1,270) (4.50) (98.3) (3.75)

46.29 19.61 9.24 30.01

(472) (2.00) (94.2) (3.06)

133.86 46.09 9.07 31.58

(1,365) (4.70) (92.5) (3.22)

25.01

(2.55)

191.82 42.86 13.25 36.87

(1,956) (4.37) (135.1) (3.76)

32.36

(3.30)

207.90 55.41 12.80 43.54

(2,120) (5.65) (130.5) (4.44)

51.88

(5.29)

190.25 37.46 16.00 50.90

(1,940) (3.82) (163.2) (5.19)

34.91

(3.56)

56.09 20.89 7.35 27.36

(572) (2.13) (74.9) (2.79)

24.61

(2.51)

58.06 24.52 10.17 29.42

(592) (2.50) (103.7) (3.00)

31.48

(3.21)

63.74 22.06 9.77 24.22

(650) (2.25) (99.6) (2.47)

28.15

(2.87)

25.01 24.52 2.86 34.72

(255) (2.50) (29.2) (3.54)

35.30

(3.60)

50.80 23.63 8.34 40.11

(518) (2.41) (85.0) (4.09)

42.17 17.85 6.23 36.09

(430) (1.82) (63.5) (3.68)

42.76

(4.36)

40.40 31.68 5.70 33.64

(412) (3.23) (58.1) (3.43)

153.77 83.36 9.16 42.17

(1,568) (8.50) (93.4) (4.30)

39.13

(3.99)

56.98 45.60 10.32 59.53

(581) (4.65) (105.2) (6.07)

64.72

(6.60)

49.03 19.22 4.58 66.98

(500) (1.96) (46.7) (6.83)

78.06

(7.96)

第3.5－1表(6)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その６）
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供 試 体 力　　学　　試　　験 物 理 試 験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ)
岩　質 真比重

吸水率

(％)

間隙率

(％)
静的
ポア

ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

1 3.711.462.680.312,3304,4802.580.19黒色頁岩18.3－18.05

4,5802.57－－ － 5.682.232.720.362,140

凝灰岩26.60－26.3 6.012.362.763

〃20.85－20.72

0.372,280

0.16 0.351,7603,6602.49

－30.74 30.9

3.411.332.680.372,1004,5902.490.16黒色頁岩

－－－

6 38.0 4.851.912.700.372,1204,6302.570.26〃38.45－

31.55－31.35

4,9502.590.20〃

3,8002.53－－－ －－－0.331,930

－－－0.362,150

7

－－－0.342,3904,8402.410.22凝灰質頁岩47.7－47.558

－〃42.95－42.85

9

2.881.122.700.312,6405,0002.390.20〃57.3－57.010

－黒色頁岩53.15－53.05 4,6302.57－－－

5,1502.59－－－ －－－0.292,780

－－－0.262,340

11

－－－0.202,8604,6502.600.22〃67.4－67.2512

－〃63.75－63.65

13

5.031.982.700.331,9903,9802.590.17黒色頁岩78.75－78.5514

－凝灰岩73.4－73.3 4,1002.53－－－

3,8302.57－－－ －－－0.341,890

－－－0.312,140

15

－－－0.342,0604,2202.580.15〃88.6－88.416

－〃80.15－80.1

17

8.923.692.660.291,9503,6002.460.19凝灰角礫岩98.2－98.018

－〃93.8－93.7 4,0602.63－－－

－103.3 3,9802.42－－－ －－－0.242,110

－－ －－－0.312,360

19

－－－0.322,2604,4102.570.16黒色頁岩107.65－107.520

－〃103.4

0.332,290

21

3.711.462.690.312,4304,6702.580.16黒色頁岩129.65－129.422

－凝灰角礫岩118.1－118.0 4,5202.41－

－148.723

－－－0.312,4904,7402.63－－－－〃158.6

4,5902.580.18〃148.85 －－－

0.292,530

－158.524

－－－0.372,1604,8002.620.19〃161.15－161.025

－165.426 4.411.722.684,6902.540.09凝灰岩166.05

4,9602.54－－

0.10ドレライト

29 5,1102.72

－－黒色頁岩178.5－178.427

188.6－188.4528

－－－0.352,390

〃199.35－199.25 －－－0.193,160－－－

－－－0.292,8805,3002.78

－－〃

5.321.972.870.293,1005,6902.700.20〃

－－－0.243,3605,7302.79－－

208.8－208.330

－

218.8－218.731
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一軸圧
縮強度

(N/mm２)

静弾性
係　数

(×103

N/mm2)

引　張
強　度

(N/mm2)

動弾性
係　数

(×103

N/mm2)
No.

(kg/cm2)
(×105

kg/cm2)
(kg/cm2)

(×105

kg/cm2)

79.24 32.26 8.82 30.11

(808) (3.29) (89.9) (3.07)

110.72 31.87 10.35 29.42

(1,129) (3.25) (105.5) (3.00)

82.57 30.01 9.03 26.67

(842) (3.06) (92.1) (2.72)

57.37 18.83 5.99 29.42

(585) (1.92) (61.1) (3.00)

91.59 40.60 9.01 56.09

(934) (4.14) (91.9) (5.72)

82.47 30.89 8.69 31.87

(841) (3.15) (88.6) (3.25)

第3.5－1表(7)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その７）

試験

個数

密　度

(g/cm3)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポアソ
ン比

試験

個数
真比重

力　　　学　　　試　　　験 物　　　　　理　　　　　試　　　　　験供　　試　　体

ボ
ー

リ
ン
グ

一　軸　圧　縮　試　験
引　張
試　験

超　　音　　波　　試　　験

岩　　質
吸水率

(％)

間隙率

(％)
試験

個数

静的
ポアソ
ン比

試験

個数

（岩質別平均値）

306
308
309
310
316

黒色頁岩 30 0.19 32

凝灰角礫岩 11 0.18 11

凝灰質頁岩 10 0.20 10

凝灰岩 18 0.18 18

ドレライト 10 0.22 10

平　均 計79 0.19

56 2.56 4,351 2,072 0.35 23 2.70 1.83 4.62

10 2.48 4,289 2,094 0.33 6 2.69 3.06 7.38

29 2.48 4,173 1,986 0.35 12 2.72 2.89 7.11

16 2.45 4,181 2,114 0.32 6 2.71 4.06 9.64

13 2.77 5,305 2,768 0.31 6 2.89 4.08 4.11

6.01計81 計124 4,3832.54 2,132 0.34 計53 2.72 2.72
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岩
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

6.78 20.99

(69.1) (2.14)

4.82 12.45

(49.2) (1.27)

10.37 11.28

(105.7) (1.15)

84.14 15.59 3.23 18.83

(858) (1.59) (32.9) (1.92)

43.05 29.62 3.70 24.52

(439) (3.02) (37.7) (2.50)

24.22

(2.47)

152.98 35.01 9.58 21.57

(1,560) (3.57) (97.7) (2.20)

22.56

(2.30)

32.36 8.63 3.85 22.26

(330) (0.88) (39.3) (2.27)

19.61

(2.00)

43.15 16.57 2.27 21.18

(440) (1.69) (23.1) (2.16)

23.54

(2.40)

102.97 17.16 7.94 25.89

(1,050) (1.75) (81.0) (2.64)

20.30

(2.07)

24.52 8.92 3.46 29.42

(250) (0.91) (35.3) (3.00)

62.27 20.89 5.85 34.23

(635) (2.13) (59.7) (3.49)

26.38

(2.69)

36.28 10.59 4.14 36.48

(370) (1.08) (42.2) (3.72)

38.25

(3.90)

64.82 55.31 6.55 50.60

(661) (5.64) (66.8) (5.16)

64.23 35.70 34.91

(655) (3.64) (3.56)

51.78 21.48 13.49 30.89

(528) (2.19) (137.6) (3.15)

29.13

(2.97)

36.28 43.15 3.70 43.35

(370) (4.40) (37.7) (4.42)

144.65 202.02 7.95 37.85

(1,475) (20.6) (81.1) (3.86)

19.95

(203.4)

122.19 45.50 10.61 35.30

(1,246) (4.64) (108.2) (3.60)

50.80

(5.18)

第3.5－1表(9)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物西側切取斜面・その１）

供 試 体 力　　学　　試　　験

一　軸　圧　縮　試　験

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ)
岩　質 静的

ポア
ソン比

物 理 試 験

超　　音　　波　　試　　験

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

吸水率

(％)
真比重

間隙率

(％)

1,790

324

1

2

10

13

14

19

21

27

11

15

20

26

4

16

5

―――黒色頁岩22.05

6 36.5

11.95

1,7203,6302.35

黒色頁岩12.5－11.75

―――凝灰岩15.6－15.5

3,5502.47――― 11.194.812.690.33

9.662.680.391,3003,0202.41

17.198.192.660.341,4502,9602.21

11.424.922.67

－21.93

〃53.4－53.2

凝灰角礫岩49.5－49.4

凝灰質頁岩41.0－40.55

黒色頁岩

26.85

9

8

7

21.11

30.3－28.5

―

0.14 2.71

凝灰質頁岩

――0.371,810

3,6802.54―― ―0.321,90036.6

5.19

0.16

27.4－

凝灰岩

―

0.311,8803,6302.42――――

3,9602.400.16

－

0.35

3,7502.40

0.19

2.45 4,080 1,920

62.2

―――0.301,7903,3702.35―――〃54.95－54.85

〃62.45 0.12 ―――0.301,880

―――

――

12.365.382.650.34

―

1,860

0.36

―――0.341,800

64.8

―〃76.5

8.173.442.650.302,0303,8202.410.29凝灰角礫岩

―

―――0.271,9903,5902.33――

3,4902.31

－

－

64.712

70.5－70.3

――凝灰岩

2,3104,1502.510.20〃

－76.4 3,6602.33―――

80.5

3,8902.450.20〃80.15 0.272,170－80.0 ―――

80.65

－ 2,1303,8902.26―― ―――0.2984.1

－ ―――0.28

―――0.302,410

84.017

8.453.492.700.262,3904,2102.530.25〃90.35－90.118

――〃

―黒色頁岩94.95－94.85 4,5102.53―――

99.2

5,1602.600.19凝灰質頁岩97.51

―――0.352,2504,6302.56―0.13

0.312,730－97.25 5.442.182.68

6.482.612.680.262,200凝灰質頁岩

凝灰岩

130.71－

99.3－

103.36

－104.323

3,8902.520.11

―― 4,4702.37――

22

0.332,530

―――0.362,110〃104.4

－108.824

―――0.322,4404,7302.410.19凝灰岩111.5－111.3525

4,9802.550.22黒色頁岩109.2 ―――

9.123.82――――〃 2.68――――

－112.0 0.232,4304,1002.43

111.8－111.7

―――

―――

0.18〃112.13

－115.528 ―――黒色頁岩115.6 0.322,6605,1202.73―
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引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

9.09

(92.7)

134.25 35.21 19.38 37.66

(1,369) (3.59) (197.6) (3.84)

138.57 33.44 15.32

(1,413) (3.41) (156.2)

134.25 49.03 9.77 48.15

(1,369) (5.00) (99.6) (4.91)

80.81 22.06 11.09 20.89

(824) (2.25) (113.1) (2.13)

引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

197.21 46.68 53.15

(2,011) (4.76) (5.42)

210.06 33.93 15.47 36.77

(2,142) (3.46) (157.8) (3.75)

181.62 41.48 24.15 44.52

(1,852) (4.23) (246.3) (4.54)

201.04 39.81

(2,050) (4.06)

190.35 45.70 17.74 46.39

(1,941) (4.66) (180.9) (4.73)

140.14 46.29 2.57 51.09

(1,429) (4.72) (26.2) (5.21)

5.06

(51.6)

86.40 31.87 32.26

(881) (3.25) (3.29)

122.58 23.05

(1,250) (2.35)

96.79 31.19 7.17

(987) (3.18) (73.1)

11.054.982.520.312,260

13.61

－－－

5.752.67－－

－

－－－－－－－－

－－－－－9

0.14〃91.86-91.7110

0.17凝灰角礫岩91.70-91.6

〃66.35-66.18

－－－

－0.08 4,3102.41

－

-49.86

－－－〃54.71-54.357

密　度

(g/cm
3
)

4,9702.470.17〃49.90

38.714

－－－0.272,7204,8802.460.20凝灰岩49.66-49.505

－－－

2,880

43.96-

〃38.39 －－－0.252,700

4,1902.430.15〃36.20 －－－0.232,480

4,6802.440.14

－

－－－－－

－－－0.24

3,0802.440.09 －－－0.201,890凝灰岩

－－－0.282,7404,9802.500.16凝灰質頁岩

1 －－－－凝灰質頁岩

43.85

4 41.70-41.54

－－－－0.19凝灰岩31.22-31.06

第3.5－1表(10)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物西側切取斜面・その２）

2 〃30.71-30.5 7.142.952.630.272,4704,3702.440.15

供　　　　試　　　　体 力　　学　　試　　験 物　　　　　理　　　　　試　　　　　験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

－21.55 －－21.82

第3.5－1表(11)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物西側切取斜面・その３）

ボー
リ

ング
No.

No.
深　　度

(ｍ)
岩　質 真比重

吸水率

(％)

間隙率

(％)
静的
ポア

ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

319

4.981.992.62－-

3 －－－－

38.233

深　　度
(ｍ)

岩　質

1

-35.742

〃38.81-

No.

凝灰質頁岩32.87-32.71

力　　学　　試　　験 物　　　　　理　　　　　試　　　　　験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)
静的
ポア

ソン比

-

供　　　　試　　　　体

ボー
リ

ング
No.

Ｐ　波
(m/sec)

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

328

6.502.682.660.262,9305,1502.460.11

0.18

6－3－151

6－3－151



引張
試験

一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

48.44 11.18 4.08 14.22

(494) (1.14) (41.6) (1.45)

5.05

(51.5)

209.18 40.89 14.84 46.09

(2,133) (4.17) (151.3) (4.70)

140.24 41.48 14.13 42.86

(1,430) (4.23) (144.1) (4.37)

99.05 30.20 38.44

(1,010) (3.08) (3.92)

219.28 39.23 27.26

(2,236) (4.00) (2.78)

45.70

(4.66)

98.65 18.83 18.34

(1,006) (1.92) (1.87)

15.75

(160.6)

136.61 27.36 4.82 29.42

(1,393) (2.79) (49.1) (3.00)

185.25 28.93 37.85

(1,889) (2.95) (3.86)

199.07 26.09 12.03 36.09

(2,030) (2.66) (122.7) (3.68)

56.00 16.48 23.14

(571) (1.68) (2.36)

106.50 27.26 10.39 32.56

(1,086) (2.78) (105.9) (3.32)

157.59 30.69 11.21

(1,607) (3.13) (114.3)
17

－

-98.0616

－－－－－－－－0.20〃100.22-100.06

4,0602.530.21〃98.27 －－－0.282,240

14 － －－

－0.16〃96.92-96.5215 5.052.032.640.321,890

0.20〃96.32-96.04 0.262,3804,1502.54

3,7102.44

-91.2713 －－－0.282,4004,3702.56

4,070

－0.21〃91.37

－－－0.322,100

11

2.530.21黒色頁岩89.18-89.0712

－〃85.95-85.85 5.80

2.721.072.65－

－

-84.810

2.66 2.29

－－－－

－－－－－－－

－－－凝灰岩85.06

9 －－－0.291,6703,0802.55－0.17〃83.63-83.53

8 6.702.692.620.272,6204,6902.61－黒色頁岩82.83-82.02

4,0602.460.30

－－－

－－－0.332,040

6

凝灰岩79.46-79.367

0.16〃78.72-78.62 0.312,3804,5602.58－

－－－

－－－

4

0.292,5304,6702.590.18〃75.45-75.295

4,8502.600.19〃74.94 －－－0.292,620

黒色頁岩63.5-62.8

-74.72

－－－

－凝灰岩 2.66－

5.302.082.64－－－－－－

－－－

329

－－－0.261,5302,7102.390.17凝灰角礫岩46.35-46.141

10.674.46

3

59.1-58.92 －－－

供　　　　試　　　　体 力　　学　　試　　験 物　　　　　理　　　　　試　　　　　験

一　軸　圧　縮　試　験 超　　音　　波　　試　　験

第3.5－1表(12)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物西側切取斜面・その４）

ボー
リ

ング
No.

Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポア

ソン比

真比重
吸水率

(％)

間隙率

(％)
No.

深　　度
(ｍ) 静的

ポア
ソン比

密　度

(g/cm
3
)

Ｐ　波
(m/sec)

岩　質

 
6－3－152
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一軸圧
縮強度

(N/mm
２
)

静弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

引　張
強　度

(N/mm
2
)

動弾性
係　数

(×10
3

N/mm
2
)

No.
(kg/cm

2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

(kg/cm
2
)

(×10
5

kg/cm
2
)

129.45 30.11 9.81 33.73

(1,320) (3.07) (100.0) (3.44)

141.22 37.36 12.30 37.17

(1,440) (3.81) (125.4) (3.79)

122.98 34.91 9.96 31.48

(1,254) (3.56) (101.6) (3.21)

63.25 16.48 4.84 24.81

(645) (1.68) (49.4) (2.53)

115.91 30.11 9.40 31.87

(1,182) (3.07) (95.9) (3.25)

9

2,2064,126

9.203.942.66計220.300.18計40 2,1954,1152.46計48計38

3,6881180.19 9.664.102.6730.301,979

9.82

2.421112 10.264.472.6580.29

6.992.892.6660.29

4.252.65

密　度

(g/cm
3
)

50.31

供　　試　　体 力　　　学　　　試　　　験

ボ
ー

リ
ン
グ

一　軸　圧　縮　試　験
引　張
試　験

Ｐ　波
(m/sec)

試験

個数

静的
ポアソ
ン比

試験

個数

超　　音　　波　　試　　験

90.19

第3.5－1表(13)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物西側切取斜面・その５）

岩　　質

324
319
328
329

黒色頁岩

凝灰質頁岩

凝灰岩

凝灰角礫岩

物　　　　　理　　　　　試　　　　　験

試験

個数
真比重

吸水率

(％)

間隙率

(％)Ｓ　波
(m/sec)

動的
ポアソ
ン比

試験

個数

（岩質別平均値）

平　均

2,2144,1922.551611

2,3894,4482.471090.1510

0.1710

2.40
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(盛土材）

竪　坑
番　号

深　　さ
(ｍ)

乾　　燥
γｄ

自　　然
γｔ

飽　　和
γsat

1 － 2 － 7.1 1.85 1.98 2.17 0.45

3 － 4 2.686 11.9 1.81 2.03 2.15 0.48

5 － 6 － 11.0 1.96 2.18 2.25 0.37

7 － 8 2.670 14.4 1.92 2.20 2.22 0.40

9 － 10 － 11.0 1.93 2.14 2.22 0.39

1 － 2 2.691 6.8 1.67 1.78 2.06 0.61

3 － 4 2.685 11.0 1.98 2.20 2.26 0.36

5 － 6 － 15.4 1.94 2.24 2.23 0.38

7 － 8 － 11.7 2.43 2.71 2.55 0.10

9 － 10 2.706 12.1 1.93 2.16 2.22 0.39

1 － 2 － 6.5 1.84 1.96 2.16 0.46

3 － 4 2.700 11.4 1.89 2.11 2.20 0.42

5 － 6 2.656 10.7 1.88 2.08 2.20 0.43

7 － 8 － 12.8 1.86 2.10 2.18 0.44

9 － 10 2.694 14.9 1.81 2.08 2.15 0.48

1 － 2 2.683 7.6 1.71 1.84 2.08 0.57

3 － 4 － 8.5 2.12 2.30 2.34 0.27

5 － 6 2.669 14.2 1.82 2.08 2.16 0.47

2.684 11.0 1.91 2.12 2.21 0.42

0.015 2.8 0.16 0.19 0.10 0.11

第3.5－1表(14)　岩石試験結果一覧表（原子炉建物南側盛土斜面）

平　　　　　均

標 準 偏 差

比　重

Ｇｓ

密　　度(g/cm
3
)

間 隙 比

ｅ

試　験　番　号
含水比

ｗ
（％）

ＶＡ

ＶＢ

ＶＣ

ＶＤ

 
6－3－154
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軸圧

(N/mm
2
)

側圧

(N/mm
2
)

弾性係数

(×10
3　　

N/mm
2
)

(kg/cm
2
) (kg/cm

2
) (×10

4 
kg/cm

2
)

310 21.00 ～ 21.10 152.49 4.90 41.48 0.14
(1,555) (50) (42.3)

306 21.10 ～ 21.20 119.54 4.90 37.76 0.15
(1,219) (50) (38.5)

310 15.80 ～ 15.90 163.97 9.81 37.95 0.10
(1,672) (100) (38.7)

〃 20.70 ～ 20.80 258.99 14.71 32.66 0.16
(2,641) (150) (33.3)

〃 21.20 ～ 21.30 300.28 24.52 39.72 0.16
(3,062) (250) (40.5)

306 21.50 ～ 21.60 177.40 29.42 22.56 0.15
(1,809) (300) (23.0)

310 20.80 ～ 20.90 342.15 39.23 35.21 0.13
(3,489) (400) (35.9)

310 34.30 ～ 34.40 258.11 9.32 35.89 0.15
(2,632) (95) (36.6)

〃 34.40 ～ 34.50 322.25 18.63 40.01 0.17
(3,286) (190) (40.8)

〃 34.60 ～ 34.70 216.83 24.52 30.69 0.13
(2,211) (250) (31.3)

〃 34.50 ～ 34.60 217.22 27.95 29.91 0.14
(2,215) (285) (30.5)

〃 34.70 ～ 34.80 335.98 37.27 34.62 0.15
(3,426) (380) (35.3)

316 27.40 ～ 27.50 111.01 4.90 24.91 0.12
(1,132) (50) (25.4)

〃 27.20 ～ 27.30 164.65 9.32 23.54 0.15
(1,679) (95) (24.0)

〃 27.10 ～ 27.20 172.20 14.71 22.56 0.21
(1,756) (150) (23.0)

309 14.70 ～ 14.80 170.15 19.61 21.77 0.18
(1,735) (200) (22.2)

316 27.30 ～ 27.40 223.69 24.52 27.26 0.14
(2,281) (250) (27.8)

308 38.40 ～ 38.50 47.86 4.90 44.91 0.23
(488) (50) (45.8)

〃 33.70 ～ 33.80 128.37 9.32 40.60 0.12
(1,309) (95) (41.4)

〃 38.50 ～ 38.60 116.31 19.61 22.65 0.17
(1,186) (200) (23.1)

〃 38.20 ～ 38.30 139.94 24.52 17.46 0.24
(1,427) (250) (17.8)

〃 38.30 ～ 38.40 211.33 27.95 25.60 0.20
(2,155) (285) (26.1)

306 90.60 ～ 90.70 118.27 4.90 17.75 0.29
(1,206) (50) (18.1)

〃 90.50 ～ 90.60 173.38 14.71 24.61 0.10
(1,768) (150) (25.1)

309 100.20 ～ 100.30 191.23 19.61 19.61 0.13
(1,950) (200) (20.0)

306 80.45 ～ 80.55 221.63 24.52 28.83 0.15
(2,260) (250) (29.4)

309 100.30 ～ 100.40 255.56 29.42 25.60 0.13
(2,606) (300) (26.1)

深　　度
(ｍ)

ポアソン比

第3.5－2表(1)　三軸圧縮試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その１）

岩　　質

凝
 
 
 
 
 
灰
 
 
 
 
 
岩

凝灰岩

凝灰角礫岩

凝灰角礫岩
（角礫質の
凝灰岩を
含む）

凝灰岩

凝灰岩

ボーリング
No.
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軸圧

(N/mm
2
)

側圧

(N/mm
2
)

弾性係数

(×10
3　　

N/mm
2
)

(kg/cm
2
) (kg/cm

2
) (×10

4 
kg/cm

2
)

306 25.20 ～ 25.30 104.54 4.90 22.26 0.23
(1,066) (50) (22.7)

〃 25.80 ～ 25.90 187.50 14.71 26.77 0.18
(1,912) (150) (27.3)

〃 43.40 ～ 43.50 289.69 19.61 42.17 0.18
(2,954) (200) (43.0)

〃 24.70 ～ 24.80 197.11 24.52 27.36 0.23
(2,010) (250) (27.9)

316 78.75 ～ 78.85 166.52 4.90 28.93 0.18
(1,698) (50) (29.5)

〃 88.00 ～ 88.10 200.35 9.81 26.48 0.18
(2,043) (100) (27.0)

〃 78.85 ～ 78.95 250.27 14.71 30.30 0.14
(2,552) (150) (30.9)

〃 93.60 ～ 93.70 322.64 24.52 34.03 0.20
(3,290) (250) (34.7)

316 149.40 ～ 149.50 161.03 4.90 23.54 0.13
(1,642) (50) (24.0)

〃 129.00 ～ 129.10 234.67 9.81 33.83 0.19
(2,393) (100) (34.5)

〃 149.30 ～ 149.40 190.84 14.71 26.58 0.15
(1,946) (150) (27.1)

〃 107.70 ～ 107.80 331.07 19.61 35.01 0.17
(3,376) (200) (35.7)

306 115.90 ～ 116.00 163.48 19.61 24.61 0.25
(1,667) (200) (25.1)

316 149.20 ～ 149.30 294.59 24.52 31.77 0.20
(3,004) (250) (32.4)

306 41.20 ～ 41.30 440.91 29.42 18.14 0.14
(4,496) (300) (18.5)

316 47.70 ～ 47.80 211.92 14.71 31.77 0.12
(2,161) (150) (32.4)

306 184.80 ～ 184.90 169.46 4.90 36.77 0.23
(1,728) (50) (37.5)

〃 195.15 ～ 195.25 251.83 9.32 35.30 0.31
(2,568) (95) (36.0)

〃 184.90 ～ 185.00 227.02 14.71 33.64 0.20
(2,315) (150) (34.3)

〃 195.80 ～ 195.90 286.26 18.63 66.88 0.25
(2,919) (190) (68.2)

〃 195.35 ～ 195.45 321.36 24.52 67.18 0.25
(3,277) (250) (68.5)

〃 195.25 ～ 195.35 348.92 27.95 69.82 0.28
(3,558) (285) (71.2)

〃 195.90 ～ 196.00 368.53 37.27 35.01 0.27
(3,758) (380) (35.7)

ドレライト

第3.5－2表(2)　三軸圧縮試験結果一覧表（原子炉建物基礎地盤・その２）

岩　　質
ボーリング

No.
深　　度

(ｍ)
ポアソン比

頁
 
 
 
 
岩

黒色頁岩

黒色頁岩

黒色頁岩

凝灰質頁岩
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0～0.98

(N/mm
2
)

0～3.92

(N/mm
2
)

0～9.81

(N/mm
2
)

0.49～0.98

(N/mm
2
)

0.98～3.92

(N/mm
2
)

9.81～σmax

(N/mm
2
)

0～10

(㎏/cm
2
）

0～40

(㎏/cm
2
）

0～100

(㎏/cm
2
）

5～10

(㎏/cm
2
）

10～40

(㎏/cm
2
）

100～σmax

(㎏/cm
2
）

15.92 10.74 9.23 16.14 9.83 8.18 7.14

(16.23) (10.95) (9.41) (16.46) (10.02) (8.34) (7.28)

10.61 12.60 8.71 8.45 9.62 6.36 7.48

(10.82) (12.85) (8.88) (8.62) (9.81) (6.49) (7.63)

14.86 13.22 9.79 11.92 10.46 7.97 7.57

(15.15) (13.48) (9.98) (12.16) (10.67) (8.13) (7.72)

12.93 10.70 9.70 9.17 11.06 7.73 8.68

(13.18) (10.91) (9.89) (9.35) (11.28) (7.88) (8.85)

3.01 3.30 3.70 3.42 3.95 4.20 2.58

(3.07) (3.37) (3.77) (3.49) (4.03) (4.28) (2.63)

4.68 3.69 3.39 2.77 4.77 3.80 2.74

(4.77) (3.76) (3.46) (2.82) (4.86) (3.88) (2.79)

5.56 5.09 4.42 4.09 4.51 4.34 2.51

(5.67) (5.19) (4.51) (4.17) (4.60) (4.43) (2.56)

1.80 2.69 2.04 1.87 3.31 2.94 2.09

(1.84) (2.74) (2.08) (1.91) (3.38) (3.00) (2.13)

3.82 6.44 6.36 6.90 6.75 4.23 4.44

(3.90) (6.57) (6.49) (7.04) (6.88) (4.31) (4.53)

3.00 3.79 4.13 5.65 5.37 4.50 2.46

(3.06) (3.86) (4.21) (5.76) (5.48) (4.59) (2.51)

12.55 10.83 9.29 9.41 9.76 8.53 8.35

(12.80) (11.04) (9.47) (9.60) (9.95) (8.70) (8.51)

10.67 12.69 7.63 10.04 10.51 4.94 6.11

(10.88) (12.94) (7.78) (10.24) (10.72) (5.04) (6.23)

3.74 3.90 4.31 4.23 5.05 5.19 2.67

(3.81) (3.98) (4.39) (4.31) (5.15) (5.29) (2.72)

1.75 2.70 3.02 3.00 5.02 3.33 3.11

(1.78) (2.75) (3.08) (3.06) (5.12) (3.40) (3.17)

4.39 4.27 3.73 4.38 4.42 3.32 2.51

(4.48) (4.35) (3.80) (4.47) (4.51) (3.39) (2.56)

4.19 2.96 2.53 4.63 3.17 2.87 2.03

(4.27) (3.02) (2.58) (4.72) (3.23) (2.93) (2.07)

2.22 1.84 2.03 3.02 2.58 2.37 1.25

(2.26) (1.88) (2.07) (3.08) (2.63) (2.42) (1.27)

1.31 1.84 2.14 1.57 2.71 2.43 1.45

(1.34) (1.88) (2.18) (1.60) (2.76) (2.48) (1.48)

2.51 1.33 1.28 1.27 1.58 1.24 0.76

(2.56) (1.36) (1.31) (1.30) (1.61) (1.26) (0.77)

1.00 1.23 1.65 0.84 2.06 1.96 0.92

(1.02) (1.25) (1.68) (0.86) (2.10) (2.00) (0.94)

2.45 2.32 2.31 2.22 2.82 2.74 1.10

(2.50) (2.37) (2.36) (2.26) (2.88) (2.79) (1.12)

2.29 2.16 1.79 2.00 2.46 1.77 0.91

(2.34) (2.20) (1.83) (2.04) (2.51) (1.80) (0.93)

1.18 2.26 2.83 1.27 3.84 2.91 1.65

(1.20) (2.30) (2.89) (1.29) (3.92) (2.97) (1.68)

5.92 4.19 2.16 3.81 3.35 1.55 1.38

(6.04) (4.27) (2.20) (3.89) (3.42) (1.58) (1.41)

0.43 0.52 0.41 0.40 0.51 0.16 0.29

(0.44) (0.53) (0.42) (0.41) (0.52) (0.16) (0.30)

0.49 0.64 0.70 0.57 0.74 0.65 0.40

(0.50) (0.65) (0.71) (0.58) (0.75) (0.66) (0.41)

0.34 0.53 0.49 0.82 0.36

(0.35) (0.54) (0.50) (0.84) (0.37)

0.63 0.97 0.90 1.45 0.62

(0.64) (0.99) (0.92) (1.48) (0.63)

※応力範囲　　0～0.49N/mm2

     (0～5㎏/cm2)

クリープ試験含

Ｅ坑
凝灰岩(層状)

ＣＨ

鉛直

水平

平行

直角

Ｅ坑
凝灰岩(塊状)

ＣＨ

平行

直角

鉛直

水平

(×10
4
㎏/cm

2
) (×10

4
㎏/cm

2
)

変形係数
(×10

3

N/mm
2
)

(×10
4

㎏/cm
2
)

第3.5－3表(1)　平板載荷試験結果一覧表（その１）

割 線 弾 性 係 数
(×10

3
N/mm

2
)

接 線 弾 性 係 数
(×10

3
N/mm

2
)

Ｋ坑
凝灰角礫岩

ＣＨ

鉛直

鉛直

水平

クリープ試験含

Ｇ坑凝灰岩
(層状)ＣＨ

鉛直 クリープ試験含

試験位置 備　　　考

Ｇ坑
凝灰岩(塊状)

ＣＨ

Ｉ'坑
黒色頁岩

ＣＨ

直角

平行

水平

鉛直 クリープ試験含

Ｆ'坑
黒色頁岩

ＣＭ

クリープ試験含

直角

平行

水平

鉛直

Ｆ坑
黒色頁岩

ＣＭ 水平

鉛直 クリープ試験含

Ｊ坑
黒色頁岩

ＣＭ 水平

鉛直 クリープ試験含

Ｆ”坑
凝灰岩
ＣＬ 鉛直

鉛直

鉛直
Ｉ坑

凝灰岩ＣＬ

Ｈ坑
黒色頁岩ＣＬ

鉛直

－

－

－

－

※ ※

※ ※

※ ※

6－3－157

6－3－157



0～0.98

(N/mm
2
)

0～0.98

  (N/mm
2
)

0～9.81

(N/mm
2
)

0.49～0.98

(N/mm
2
)

0.98～3.92

(N/mm
2
)

9.81～σmax

(N/mm
2
)

0～10

(㎏/cm
2
）

0～10

(㎏/cm
2
）

0～100

(㎏/cm
2
）

5～10

(㎏/cm
2
）

10～40

(㎏/cm
2
）

100～σmax

(㎏/cm
2
）

0.44 0.65 0.54 0.49 0.80 0.31 0.44

(0.45) (0.66) (0.55) (0.50) (0.82) (0.32) (0.45)

0.45 0.58 0.36 0.45 0.72 0.10 0.35

(0.46) (0.59) (0.37) (0.46) (0.73) (0.099) (0.36)

0.42 0.12 0.12 0.43 0.42 0.04 0.19

(0.43) (0.12) (0.12) (0.44) (0.43) (0.04) (0.19)

0.44 0.52 0.43 0.41 0.63 0.24 0.34

(0.45) (0.53) (0.44) (0.42) (0.64) (0.24) (0.35)

0.48 0.54 0.42 0.50 0.60 0.20 0.29

(0.49) (0.55) (0.43) (0.51) (0.61) (0.20) (0.30)

0.62 0.49 0.07 0.46 0.47 0.03 0.22

(0.63) (0.50) (0.076) (0.47) (0.48) (0.026) (0.22)

0.27 0.33 0.26 0.26 0.40 0.08 0.22

(0.28) (0.34) (0.27) (0.27) (0.41) (0.086) (0.22)

0.14 0.19 0.15 0.23 0.08

(0.14) (0.19) (0.15) (0.23) (0.085)

0.18 0.25 0.23 0.21 0.33 0.14 0.14

(0.18) (0.26) (0.23) (0.21) (0.34) (0.14) (0.14)

Ｍ－8

Ｍ－1

Ｍ－2

Ｍ－3

黒色頁岩

凝灰岩

Ｍ－7

Ｍ－9

Ｍ－10

Ｍ－5

Ｍ－6

第3.5－3表(2)　平板載荷試験結果一覧表（その２）

試
験
番
号

載
荷
方
向

岩
　
質

(×10
4
㎏/cm

2
) (×10

4
㎏/cm

2
)

変形係数
(×10

3

N/mm
2
)

(×10
4

㎏/cm
2
)

ＣＬ

鉛　直

凝灰岩

Ｄ

接 線 弾 性 係 数
(×10

3
N/㎠)

割 線 弾 性 係 数
(×10

3
N/mm

2
)

－ －
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せん断強度

(N/mm
2
)

(㎏/㎝
2
)

1.76

(17.9)

1.14

(11.6)

1.54

(15.7)

0.92

(9.4)

1.26

(12.8)

0.59

(6.0)

0.54

(5.5)

Ｆ”坑　凝灰岩　ＣＬ

流れ目方向

差し目方向

流れ目方向

Ｉ’坑　黒色頁岩　ＣＨ 流れ目方向

Ｋ坑　凝灰角礫岩　ＣＨ 流れ目方向

Ｆ’坑　黒色頁岩　ＣＭ

62.5

53.9

差し目方向55.5

37.9

57.2

54.4

第3.5－4表(1)　ブロックせん断試験結果一覧表（その１）

試験位置 摘　　　要

Ｅ坑  凝灰岩　ＣＨ 流れ目方向55.0

内部摩擦角
φ（°）

6－3－159
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せ ん 断 強 度

(N/mm2)

(㎏/cm2)

0.56
(5.7)
0.28
(2.9)
0.21
(2.1)

第3.5－4表(2)　ブロックせん断試験結果一覧表（その２）

試　　験　　位　　置

Ｍ　坑

凝　灰　岩　ＣＬ

黒色頁岩　ＣＬ

凝　灰　岩　Ｄ

内 部 摩 擦 角
φ（°）

23.7

44.7

46.3
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ＣＬ　  級 46 14.7 4.7 0.32

ＣＭ　　級 364 28.5 9.4 0.33

ＣＨ　　級 335 38.3 9.3 0.24

第3.5－6表　シュミット・ロック・ハンマ反発度測定結果一覧表

　　　注）測定回数は1箇所当り9回とし，結果の整理は9回の測定値のうち，　　　　　

　　　　　最大値，最小値を除外した平均値で行った。

試験個数
n

反発度の
平均値

x

反発度の
標準偏差

σ

変動係数
c

項目
岩級分類
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第3.5－7表　シームの物理試験結果一覧表

シーム名 試験項目 平均値

密度（g/cm
3
） 2.23

含水比（％） 11.3

比重 2.75

B23 粒 礫分（％） 3.7

度 砂分（％） 27.5

分 シルト分（％） 36.3

布 粘土分（％） 32.5

密度（g/cm
3
） － *

含水比（％） 13.3

比重 2.75

B28 粒 礫分（％） 8.3

度 砂分（％） 44.4

分 シルト分（％） 30.5

布 粘土分（％） 16.8

*：薄層のため，不撹乱試料の採取不可
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所
的

に
C
L
級

岩
盤

が
分

布
す

る
が

，
C
H
級

が
主

体
で

あ
り

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

。
 

・
影

響
要

因
の

番
号

付
与

数
が

２
号

炉
原

子
建

物
と

同
数

で
最

多
で

あ
る

た
め

，
簡

便
法

を
実

施
し

た
結

果
，
す

べ
り

安
全

率
は

２
号

炉
原

子
炉

建
物

よ
り

大
き

い
。

 
以

上
の

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

２
号
炉
廃

棄
物
処

理
建

物
 

C
M～

CH
級

 
あ

り
 

1
,
1
67
 

（
2
1.
2
6）
 

②
 

―
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
岩

級
及

び
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

取
水
槽
 

3
8
2 

（
1
1.
7
6）
 

低
圧
原
子

炉
代
替

注
水

ポ
ン

プ
格

納
槽
 

9
7 

（
7
.2
7）
 

第
１
ベ
ン

ト
フ
ィ

ル
タ

格
納

槽
 

9
5 

（
7
.0
6）
 

取
水
管
 

3
 

（
0
.6
8）
 

デ
ィ
ー
ゼ

ル
燃
料

貯
蔵

タ
ン

ク
基

礎
※
２
 

C
M
級

 
あ

り
 

3
6 

（
1
.8
8）
 

②
 

―
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
岩

級
は

CM
級

で
あ

る
が

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

屋
外
配
管

ダ
ク
ト
（

デ
ィ

ー
ゼ

ル
燃

料
貯
蔵

タ
ン
ク

～
原

子
炉

建
物

）
 

C
H
級

 
あ

り
 

1
3 

（
4
.7
9）
 

②
 

―
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
岩

級
は

C
H
級

で
あ

る
こ

と
，
及

び
施

設
総

重
量

も
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

制
御
室
建

物
 

C
H
級

 
あ

り
 

1
3
2 

（
6
,0
0）
 

②
 

―
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
岩

級
は

C
H
級

で
あ

る
こ

と
，
及

び
施

設
総

重
量

も
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

取
水
口
 

2
 

（
0
.1
0）
 

２
号
炉
排

気
筒
 

C
M～

CH
級

 

基
礎

地
盤

が
特

徴
的

 

あ
り
 

1
1
9 

（
4
.1
6）
 

①
，
②
 

6
.
55
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
基

礎
地

盤
が

特
徴

的
（

基
礎

地
盤

周
辺

の
地

形
形

状
が

急
勾

配
）
で

あ
り

，
岩

級
及

び
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

。
 

・
影

響
要

因
の

番
号

付
与

数
が

２
号

炉
原

子
建

物
と

同
数

で
最

多
で

あ
る

た
め

，
簡

便
法

を
実

施
し

た
結

果
，
す

べ
り

安
全

率
は

２
号

炉
原

子
炉

建
物

よ
り

大
き

い
。

 
以

上
の

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

屋
外
配
管

ダ
ク
ト
 

（
タ
ー
ビ

ン
建
物

～
放

水
槽

）
 

1
8 

（
2
.5
7）
 

屋
外
配
管

ダ
ク
ト
 

（
タ
ー
ビ

ン
建
物

～
排

気
筒

）
 

8
 

（
1
,2
4）
 

１
号
炉
取

水
槽
北

側
壁
 

C
M～

CH
級

 
あ

り
 

4
 

（
4
.0
8）
 

②
 

―
 

・
２

号
炉

原
子

炉
建

物
に

比
べ

，
岩

級
及

び
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
２

号
炉

原
子

炉
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

※
１

 
施
設
総
重

量
を
施
設
の
短
辺
方
向
の
延
長
で
除
し
た
値
を
記
載
。

 

※
２

 
非
常
用
デ

ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
及
び
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク

の
基
礎

 

 
 

 ：
番
号
を
付

与
す
る
影
響
要
因
 
 
 
 

 ：
影
響
要
因
の
番
号
付
与
が
多
い

 
 
 
 

 ：
選
定
し
た
代
表
施
設
 

代
表
施
設

に
選

定
 

6－3－164 

 



 

 
 

 

6－3－165  

 

第
3.

6－
1
表
(2

)
 

代
表
施
設
の

選
定
結

果
(
グ
ル

ー
プ

Ｂ
)
 

  

 
 

設
置
盤

 
評

価
対

象
施

設
 

影
響
要
因

 

該
当

す
る

 
影

響
要

因
 

選
定

理
由

 
①

 
基

礎
地
盤

 
の

岩
級
，

地
形

等
 

②
 

施
設
直
下

 
の

ｼ
ｰﾑ
の

 
分

布
 

③
 

施
設
総
重

量
（

MN
）
 

（
単
位
奥

行
当
た

り
の

 

施
設
重
量

※
1 （

M
N
/m

）
）
 

T
.
P
.+
4
4m

盤
 

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
建

物
 

C
L
級
 

あ
り

 
4
1
1 

（
8
.9
6）

 
①

，
②

，
③

 

・
C
L
級

の
岩

盤
が

主
体

で
あ

る
こ

と
，
施

設
直

下
に

シ
ー

ム
が

分
布

し
て

い
る

こ
と

，
及

び
施

設
総

重
量

が
最

大
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
代

表
施

設
に

選
定

す
る

。
 

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
用

軽
油
タ

ン
ク

基
礎

 

C
L
級
 

あ
り

 

1
9 

（
1
.0
5）

 

①
，

②
 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

に
比

べ
，
岩

級
及

び
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
施

設
総

重
量

が
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

の
評

価
に

代
表

さ
せ

る
。

 
屋

外
配

管
ダ

ク
ト

（
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

用
軽

油
タ

ン
ク

～
ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
）

 

4
 

（
1
.6
0）

 

T
.
P
.+
5
0m

盤
 

緊
急

時
対

策
所

用
燃

料
地

下
タ
ン

ク
 

C
L～

CH
級
 

あ
り

 
4
 

（
1
.0
2）

 
①

，
②

 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

に
比

べ
，
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
岩

級
は

CH
級

が
主

体
で

あ
る

こ
と

，
及

び
施

設
総

重
量

も
小

さ
い

こ
と

か
ら

，
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

の
評

価
に

代
表

さ
せ

る
。

 

緊
急

時
対

策
所

 
C
M～

CH
級
 

あ
り

 
9
3 

（
3
.7
2）

 
②
 

・
ガ

ス
タ

ー
ビ

ン
発

電
機

建
物

に
比

べ
，
シ

ー
ム

の
分

布
状

況
は

同
等

で
あ

る
が

，
岩

級
は

C
M～

C
H
級

で
あ

る
こ

と
，

及
び

施
設

総
重

量
も

小
さ

い
こ

と
か

ら
，

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
建

物
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

代
表

施
設

に
選

定
 

 
 

 ：
番
号
を
付
与
す
る
影
響
要
因
 
 
 
 

 ：
影

響
要
因
の
番
号
付
与
が
多
い

 
 
 
 

 ：
選
定
し
た
代
表
施
設
 

※
１

 
施
設
総
重
量
を
施
設
の
短
辺
方
向
の
延
長
で
除
し
た
値
を
記
載
。
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第
3.

6－
1
表
(3

)
 

代
表
施
設
の

選
定
結

果
(
グ
ル

ー
プ

Ｄ
)
 

評
価
対
象

 
施

設
 

影
響
要
因

 

該
当
す
る

 
影

響
要
因

 

簡
便
法
の

 
最

小
す
べ

り
安

全
率

 
選

定
理

由
 

①
 

基
礎

地
盤

 
の

岩
級

，
地

形
等
 

②
 

施
設

 
直

下
の

 
ｼ
ｰ
ﾑの

 
分

布
 

③
 

施
設

総
重

量
※
1 （

MN
）

 

（
単
位
奥

行
当
た

り
の

 

施
設
重
量

※
2 （

M
N
/m

）
）
 

⑤
 

埋
戻
土
層

等
 

の
厚
さ

 
（

m）
 

防
波
壁

 
（

逆
Ｔ
擁

壁
）

 

C
L～

CH
級

 
基

礎
地

盤
が

特
徴

的
 

（
基

礎
地

盤
の

改
良

強
度

が
C
L
級

以
下

相
当

）
 

あ
り

 
1
5 

（
0
.6
5）

 
1
8
.
5 

①
，
②

 
2
.
9
9 

・
防

波
壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
に

比
べ

，
単

位
奥

行
当

た
り

の
施

設
総

重
量

が
小

さ
く

，
埋

戻
土

層
等

が
薄

い
が

，
基

礎
地

盤
が

特
徴

的
（

基
礎

地
盤

の
改

良
強

度
が

C
L
級

以
下

相
当

）
で

あ
り

，
改

良
地

盤
底

面
の

一
部

に
C
L
級

の
岩

盤
が

分
布

し
，
改

良
地

盤
直

下
に

シ
ー

ム
が

分
布

し
て

い
る

。
 

・
影

響
要

因
の

番
号

付
与

数
が

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
と

同
数

で
あ

る
た

め
，
簡

便
法

を
実

施
し

た
結

果
，
す

べ
り

安
全

率
は

防
波

壁
（

波
返

重
力

擁
壁

）
よ

り
小

さ
い

。
 

以
上

の
こ

と
か

ら
，

代
表

施
設

に
選

定
す

る
。

 

防
波
壁

 
（

波
返
重

力
擁
壁

）
 

C
M～

CH
級

 
な

し
 

1
5
4 

（
8
.1
0）

 
2
9
.
0 

③
，
⑤

 
1
5
.
26
 

・
防

波
壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
に

比
べ

，
単

位
奥

行
当

た
り

の
施

設
総

重
量

が
大

き
く

，
埋

戻
土

層
等

が
厚

い
が

，
基

礎
地

盤
は

CM
級

～
C
H

級
の

岩
盤

が
主

体
で

，
施

設
直

下
に

は
シ

ー
ム

が
分

布
し

て
い

な
い

。
 

・
一

部
，
改

良
地

盤
に

支
持

さ
れ

る
区

間
が

あ
る

も
の

の
，
当

該
区

間
は

周
辺

岩
盤

（
C
M
級

）
相

当
に

改
良

さ
れ

て
い

る
。

 
・
影

響
要

因
の

番
号

付
与

数
が

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
と

同
数

で
あ

る
た

め
，
簡

便
法

を
実

施
し

た
結

果
，
す

べ
り

安
全

率
は

防
波

壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
よ

り
大

き
い

。
 

以
上

の
こ

と
か

ら
，
防

波
壁
（

逆
Ｔ

擁
壁

）
の

評
価

に
代

表
さ

せ
る

。
 

      代
表
施
設

に
選
定

 

※
１

 
１
ブ
ロ
ッ
ク
当
た
り
の
値
を
示
す
。
 

※
２

 
１
ブ
ロ
ッ
ク
当
た
り
の
施
設
重
量
を
縦
断
方
向
の
延
長
（
逆

T
擁
壁
：

23
.8
m，

波
返
重
力
擁
壁
：

19
m）

で
除
し
た
値
を
記
載

。
 

※
３

 
両
施
設
と
も
延
長
が
長
く
，
縦
断
方
向
に
地
質
等
が
変
化
す
る
こ
と
か
ら
，
影
響
要
因
②
～
⑤
に
つ
い
て
は
，
そ
れ
ぞ
れ
最
も

厳
し
い
諸
元
を
記
載
。
 

 
 

 ：
番
号
を
付
与
す
る
影
響
要
因
 
 
 
 

 ：
影
響
要
因
の
番
号
付
与
が
多
い

 
 
 
 

 ：
選
定
し
た
代
表
施
設
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第
3.

6－
2
表

(1
)
 
解

析
用
物
性

値
の
設

定
方

法
（
そ

の
１

）
 

岩
種

 
岩

級
 

物
理

特
性

 

強
度
特
性

 
変

形
特

性
 

減
衰

特
性

 

ピ
ー
ク
強

度
 

残
留
強
度

 

静
的
特

性
 

動
的

特
性

 

減
衰

定
数

 
静

弾
性
係

数
 

静
ポ

ア
ソ

ン
比

 
動

せ
ん

断
 

弾
性

係
数

 
動

ポ
ア

ソ
ン

比
 

岩
盤

 
（

成
相
寺

層
）

 

頁
岩
 

C
H
級

 

密
度

試
験

 
（

飽
和
）

 

ブ
ロ
ッ
ク

 
せ

ん
断

試
験

 
摩

擦
抵
抗

 
試

験
 

平
板
載
荷

試
験

 

一
軸

圧
縮

試
験

 
P
S
検

層
 

慣
用

値
 

C
M
級

 

C
L
級

 

頁
岩

と
凝

灰
岩

の
互

層
 

C
H
級

 

C
M
級

 

C
L
級

 

凝
灰

岩
・

 
凝

灰
角

礫
岩

 

C
H
級

 

C
M
級

 

C
L
級

 

岩
盤

 
（

貫
入
岩

）
 

ド
レ

ラ
イ

ト
 

C
H
級

 

換
算
値

 
換

算
値

 

C
M
級

 

C
L
級

 

安
山

岩
 

C
H
級

 

C
M
級

 

C
L
級
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第
3.

6－
2
表

(2
)
 
解

析
用
物
性

値
の
設

定
方

法
（
そ

の
２

）
 

 
物

理
特

性
 

強
度
特
性

 
変

形
特

性
 

減
衰

特
性

 

ピ
ー

ク
強

度
 

残
留
強
度

 

静
的
特
性

 
動

的
特

性
 

減
衰

定
数

 
静

弾
性
係

数
 

静
ポ
ア
ソ

ン
比
 

動
せ

ん
断

弾
性

係
数

 
動

ポ
ア

ソ
ン

比
 

D
級
岩

盤
 

密
度

試
験

 
（

飽
和

）
 

中
型

三
軸

圧
縮
試

験
 

ピ
ー
ク

 
強

度
と

 
同

じ
値

 

中
型
三
軸

圧
縮
試

験
 

慣
用
値

 

動
的

中
型

三
軸

圧
縮

試
験

 
慣

用
値

 
動

的
中

型
三

軸
 

圧
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第 3.6－4表(1) すべり安全率（２号炉原子炉建物 ①－①’断面） 

 
 すべり面形状 基準※１ 

地震動 
最小すべり※２ 

安全率 

 

 すべり面形状 基準※１ 
地震動 

最小すべり※２ 
安全率 

１ 

 

Ss-D 

（+,-） 

2.18 

〔8.55〕  
５ 

 

Ss-N1 

（-,+） 

4.30 

〔7.55〕 

基礎底面のすべり面 
シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通ってタ
ービン建物下 MMR左端へ抜けるすべり面） 

２ 

 

Ss-D 

（+,+） 

2.64 

〔8.93〕 
６ 

 

Ss-D 

（+,-） 

3.20 

〔8.97〕 

基礎及び MMR底面のすべり面（原子炉建物及びタービン建
物下 MMR底面を通るすべり面） 

シーム沿いのすべり面（シーム右端からシームを通って建
物影響範囲左端へ抜けるすべり面） 

３ 

 

Ss-D 

（-,+） 

3.29 

〔8.92〕 
 

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通りター
ビン建物下 MMR左端へ抜けるすべり面） 

４ 

 

Ss-D 

（+,+） 

2.13 

〔8.56〕 

 

1.98 

〔8.56〕 

 

シーム沿いのすべり面（原子炉建物からシームを通り建物
影響範囲地表面の左端へ抜けるすべり面） 

0 50m

0 50m

※１ 基準地震動（+,+）は反転なし，（-,+）は水平反転，（+,-）は鉛直反転，（-,-）は水平反転かつ鉛直反転を示す。 

※２ 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。 

※３ 破線は液状化影響を考慮する範囲 

0 50m

0 50m

建物影響範囲 0 50m

建物影響範囲 0 50m

【凡例】

：  
すべり安全率 
（ばらつきを考慮した強度） 

※３ 
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第 3.6－4表(2) すべり安全率（２号炉原子炉建物 ②－②’断面） 

 
 すべり面形状 基準※１ 

地震動 
最小すべり※２ 

安全率 

 

 すべり面形状 基準※１ 
地震動 

最小すべり※２ 
安全率 

１ 

 

Ss-N1 

（-,+） 

6.03 

〔7.53〕 
５ 

 

Ss-N1 

（+,+） 

5.36 

〔7.42〕 

基礎底面のすべり面 
２号炉原子炉建物左端からシームを通って１号炉原子炉建
物右端に抜けるすべり面 

２ 

 
Ss-N1 

（-,+） 

7.40 

〔7.40〕 
６ 

 

Ss-N1 

（+,+） 

2.67 

〔7.39〕 

２号炉原子炉建物左端からシームを通って２号炉原子炉建
物右端に抜けるすべり面 

左側斜面法尻からシームを通って右側の盛土に抜けるすべ
り面 

３ 

 
Ss-N1 

（+,+） 

4.15 

〔7.39〕 
    

２号炉原子炉建物左端からシームを通って１号炉原子炉建
物右端に抜けるすべり面 

４ 

 
Ss-N1 

（+,+） 

2.57 

〔7.39〕 

 

2.43 

〔7.39〕 

 

左側斜面法尻からシームを通って右側斜面法尻に抜けるす
べり面 

※１ 基準地震動（+,+）は反転なし，（-,+）は水平反転，（+,-）は鉛直反転，（-,-）は水平反転かつ鉛直反転を示す。 

※２ 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。 

※３ 破線は液状化影響を考慮する範囲 0 50m

0 50m

0 50m

0 50m

0 50m

0 50m

【凡例】

※３ ：  
すべり安全率 
（ばらつきを考慮した強度） 
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第 3.6－4表(3) すべり安全率（ガスタービン発電機建物 ③－③’断面） 

 

 
 すべり面形状 基準※１ 

地震動 
最小すべり※２ 

安全率 

 

 すべり面形状 基準※１ 
地震動 

最小すべり※２ 
安全率 

１ 

 

Ss-D 

（+,+） 

2.90 

〔8.57〕 
５ 

 

Ss-N1 

（-,+） 

2.02 

〔7.75〕 

基礎底面のすべり面 
シーム沿いのすべり面（ガスタービン発電機建物右端から
シームを通って埋戻土部に抜けるすべり面） 

２ 

 
Ss-N1 

（-,+） 

1.64 

〔7.70〕 

 

1.63 

〔7.70〕 

６ 

 
Ss-N1 

（+,+） 

3.63 

〔7.46〕 

シーム沿いのすべり面（斜面法尻からシームを通ってガス
タービン発電機建物左端に抜けるすべり面） 

シーム沿いのすべり面（ガスタービン発電機建物右端から
シームを通ってガスタービン発電機建物左端に抜けるすべ
り面） 

３ 

 
Ss-N1 

（-,+） 

1.98 

〔7.74〕 
７ 

 
Ss-N1 

（-,+） 

2.54 

〔7.75〕 

シーム沿いのすべり面（ガスタービン発電機建物右端から
シームを通って埋戻土部に抜けるすべり面） 

シーム沿いのすべり面（ガスタービン発電機建物右端から
シームを通って地表に抜けるすべり面） 

４ 

 
Ss-N1 

（+,+） 

3.12 

〔7.45〕 

 

シーム沿いのすべり面（ガスタービン発電機建物右端から
シームを通ってガスタービン発電機建物左端に抜けるすべ
り面） 

※１ 基準地震動（+,+）は反転なし，（-,+）は水平反転，（+,-）は鉛直反転，（-,-）は水平反転かつ鉛直反転を示す。 

※２ 〔 〕は，発生時刻（秒）を示す。 

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

ガスタービン
発電機建物

0 50m

【凡例】

：埋戻土（購入土）

： すべり安全率 
（ばらつきを考慮した強度） 
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第
3.
6
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表

(
4
)
 
す

べ
り
安
全

率
（
防

波
壁

（
多
重
鋼

管
杭
式

擁
壁

）
 

④
－

④
’

断
面

）
 

  

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小

す
べ
り

※
２
 

安
全

率
 

 

 
す
べ
り
面
形
状

 
基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小
す
べ
り

※
２
 

安
全
率
 

１
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

1
.
6
7 

〔
7
.5
5〕

 
 

1
.
6
0 

〔
7
.5
5〕

 

３
 

 

S
s
-
D 

（
-
,-
）
 

2
.
3
8 

〔
1
2.
9
0〕

 

防
波
壁
底

面
を

通
る

す
べ

り
面

 
防

波
壁
右

側
か

ら
シ

ー
ム

を
通

っ
て

防
波

壁
左

側
に

抜
け
る
す

べ
り

面
 

２
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

1
.
7
7 

〔
7
.5
6〕

 
４
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

2
.
6
2 

〔
7
.5
7〕

 

防
波
壁
右

側
か

ら
シ

ー
ム

を
通

っ
て

防
波

壁
左
側

に
抜

け
る
す

べ
り

面
 

防
波
壁
右

側
か

ら
シ

ー
ム

を
通

っ
て

防
波

壁
左

側
に

抜
け
る
す

べ
り

面
 

0
5
0
m

防
波
壁

防
波

壁

0
50

m

防
波
壁

0
50

m

防
波
壁

0
50

m

※
１

 
基
準
地
震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し

，（
-
,+
）
は
水
平
反
転

，（
+
,
-）

は
鉛
直
反
転
，（

-,
-）

は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直
反
転

を
示
す
。
 

※
２

 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。
 

※
３

 
破
線
は
液
状
化
影
響
を
考
慮
す
る
範
囲
 

 
【
凡
例
】

※
３

：
 

 
す
べ
り
安
全
率
 

（
ば
ら
つ
き
を
考
慮

し
た
強
度
）
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第
3.
6
－

4
表
(5

)
 
す

べ
り
安
全

率
（
防

波
壁

（
逆
Ｔ
擁

壁
）

 
⑤

－
⑤

’
断

面
）

 

                    

   

  
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小

す
べ
り

※
２
 

安
全

率
 

 

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小
す
べ
り

※
２
 

安
全
率
 

１
 

 

S
s
-
N1
 

（
+
,+

）
 

5
.
9
0 

〔
7
.7
7〕

 
３
 

 

S
s
-
D 

（
+
,+

）
 

2
.
2
3 

〔
1
3.
1
0〕

 

逆
Ｔ
擁
壁

底
面
を

通
る

す
べ

り
面

 
B
2
7
シ

ー
ム
を

通
る
す

べ
り

面
 

２
 

 

S
s
-
D 

（
+
,+

）
 

8
.
1
8 

〔
1
3.
1
5〕

 
４
 

 

S
s
-
D 

（
-
,-

）
 

 
1
.
8
8 

〔
8
.9
8〕

 
  

1
.
5
2 

〔
8
.9

8〕
 

地
盤
改
良

部
底
面

を
通

る
す

べ
り

面
 

B
2
5・

2
6
シ
ー

ム
を
通

る
す

べ
り

面
 

※
１
 
基
準
地
震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し
，
（

-,
+）

は
水
平
反
転
，
（

+,
-）

は
鉛
直
反
転
，
（
-
,-
）
は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直
反
転
を
示
す
。

 

※
２
 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。
 

※
３
 
破
線
は
液
状
化
影
響
を
考
慮
す
る
範
囲

 

※
４
 
グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー
は
モ
デ
ル
化
せ
ず
，
安
全
率

算
定
時
に

 

グ
ラ
ウ
ン
ド
ア
ン
カ
ー
に
よ
る
緊
張
力
を
考

慮
す
る
。

 

 

 

※
３
 

：
改
良
地
盤
①

 
：
改
良
地
盤
②

 
：
改
良
地
盤
③

 

：
 

 

す
べ
り
安
全
率
（
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

【凡
例
】 

 

0
50

m

改
良
地
盤

0
5
0
m

改
良

地
盤

0
5
0
m

改
良
地
盤

0
5
0
m

改
良

地
盤
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表
 
地

震
時

の
最
大
接

地
圧

 

   
 

対
象
施
設
 

基
準
地
震
動
 

地
震
時
最
大
接
地
圧
 

（
N/
mm

2 ）
 

〔
発
生
時
刻
（
秒
）〕
 

基
礎
地
盤
支
持
力
の
評
価
基
準
値
 

（
N/
mm

2
）
 

２
号
炉
原
子
炉
建
物
 

Ss
-D
 

（
-,
-）
 

2.
19
  

〔
14
.5
8〕
 

9.
8
以
上
 

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
 

Ss
-D
 

（
-,
-）
 

2.
39
 

〔
8.
80
〕
 

9.
8
以
上
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

Ss
-D
 

（
-,
-）
 

1.
01
 

〔
9.
03
〕
 

3.
9
以
上
 

防
波
壁
（
逆
Ｔ
擁
壁
）
 

Ss
-Ｆ

2 
0.
38
 

〔
15
.4
3〕
 

1.
4 
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第

3
.6

－
6
表
 
各

施
設

に
お
け
る

基
礎
底

面
の

最
大
相
対

鉛
直
変

位
及

び
最

大
傾

斜
 

   
 

対
象
施
設
 

検
討
断
面
 

基
準
地
震
動
 

最
大
相
対
鉛
直
変
位
 

（
cm
）
 

〔
発
生
時
刻
（
秒
）〕
 

最
大
傾
斜
 

評
価
基
準
値
 

の
目
安
 

２
号
炉
原
子
炉
建
物
 

①
－
①
’
断
面
 

（
南
北
）
 

Ss
-D
 

（
-,
+）

 
0.
31
  
 

〔
8.
60
〕
 

1/
22
,0
00
 

1/
2,
00
0
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
 

③
－
③
’
断
面
 

（
南
北
）
 

Ss
-D
 

（
+,
-）

 
0.
17
 

〔
10
.0
9〕
 

1/
28
,0
00
 

防
波
壁
（
多
重
鋼
管
杭
式
擁
壁
）
 

④
－
④
’
断
面
 

（
南
北
）
 

Ss
-D
 

（
+,
-）

 
0.
00
56
 

〔
10
.0
8〕
 

1/
39
,0
00
 

防
波
壁
（
逆

T
擁
壁
）
 

⑤
－
⑤
’
断
面
 

（
東
西
）
 

Ss
-D
 

（
+,
-）

 
5.
38
 

〔
34
.5
1〕
 

1/
15
8 
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第
3
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－
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表
 

地
殻
変

動
及
び
地

震
動

に
よ
る

最
大
傾

斜
の

重
畳

 

※
 
①
と
②
の
傾
斜
方
向
が
異
な
る
場
合
も
，
保
守
的
に
①
と
②
の
傾
斜
を
足
し
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
評
価
を
実
施
す
る
。
 

対
象
断

層
 

評
価

施
設

 

①
地
殻
変

動
に
よ

る
傾
斜

 
②

地
震

動
に

よ
る

最
大

傾
斜

 
①

＋
②

 
地

殻
変

動
及

び
地

震
動

を
考

慮
し

た
最

大
傾

斜
※

 
最

大
傾
斜

 
傾

斜
方
向

 
最

大
傾

斜
 

傾
斜

方
向

 

陸
域
活
断

層
 

（
宍
道
断

層
）

 

２
号

炉
原

子
炉
建

物
 

1
/
1
7,
0
00
 

（
不
確
か

さ
ケ
ー

ス
 

（
断
層
傾

斜
角
）

）
 

西
方
向

 
1
/
2
2,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
9
,0
0
0 

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電
機
建

物
 

1
/
1
5,
0
00
 

（
不
確
か

さ
ケ
ー

ス
 

（
断
層
傾

斜
角
）

）
 

西
方
向

 
1
/
2
8,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
9
,0
0
0 

海
域
活
断

層
 

（
F
-Ⅲ

断
層

＋
F-
Ⅳ

 
断

層
＋

F-
Ⅴ
断

層
）

 

２
号

炉
原

子
炉
建

物
 

1
/
1
9,
0
00
 

（
下
降
最

大
ケ
ー

ス
）

 
東

方
向

 
1
/
2
2,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
1
0,
0
00
 

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電
機
建

物
 

1
/
1
8,
0
00
 

（
下
降
最

大
ケ
ー

ス
）

 
東

方
向

 
1
/
2
8,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
1
0,
0
00
 

陸
域
活
断

層
 

（
宍
道
断

層
）

 

防
波

壁
 

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁
壁
）

 

1
/
2
2,
0
00
 

（
不
確
か

さ
ケ
ー

ス
 

（
す
べ
り

角
）
）

 
北

方
向

 
1
/
3
9,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
1
4,
0
00
 

防
波

壁
 

（
逆
Ｔ

擁
壁

）
 

1
/
1
7,
0
00
 

（
不
確
か

さ
ケ
ー

ス
 

（
断
層
傾

斜
角
）

）
 

東
方
向

 
1
/
1
58
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

東
方

向
 

1
/
1
56
 

海
域
活
断

層
 

（
F
-Ⅲ

断
層
＋

F-
Ⅳ
 

断
層
＋

F-
Ⅴ
断

層
）

 

防
波

壁
 

（
多

重
鋼

管
杭

式
擁
壁
）

 
1
/
2
2,
0
00
 

（
上
昇
最

大
ケ
ー

ス
）

 
北

方
向

 
1
/
3
9,
0
00
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

北
方

向
 

1
/
1
4,
0
00
 

防
波

壁
 

（
逆
Ｔ

擁
壁

）
 

1
/
1
7,
0
00
 

（
下
降
最

大
ケ
ー

ス
）

 
西

方
向

 
1
/
1
58
 

（
Ｓ

ｓ
－

Ｄ
）
 

東
方

向
 

1
/
1
56
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表
(1

)
 
評

価
対
象
斜

面
の
選

定
結

果
（
グ

ル
ー

プ
Ａ

）
 

    
 

耐
震
重
要
施
設
等
に
影
響
す
る

 

お
そ
れ
の
あ
る
斜
面
 

グ
ル
ー
プ
Ａ
 

（
T.
P.
+1
5m

以
下
）
 

影
響
要
因
 

該
当
す
る
 

影
響
要
因
 

簡
便
法
の
 

最
小
す
べ
り
 

安
全
率
 

選
定
理
由
 

①
 

構
成
す
る
岩
級
 

②
 

斜
面
高
さ
 

③
 

斜
面
の
勾
配
 

④
 

シ
ー
ム
の
 

分
布
の
有
無
 

２
号
炉
南
側
切
取
斜
面
 

C
H，

C
M，

C
L
級
 

9
4
m 

1
：
1
.5
 

あ
り
 

①
，
②
，
④
 

2
.
41
 

・
C
L
級
岩
盤
が
分
布
す
る
こ
と
，
斜
面
高
さ
が
最
も
高
い
こ

と
，
シ
ー
ム
が
分
布
す
る
こ
と
，
及
び
簡
便
法
の
す
べ
り

安
全
率
が
低
い
こ
と
か
ら
，
評
価
対
象
斜
面
に
選
定
す
る
。 

防
波
壁
（
西
端
部
）
 

周
辺
斜
面
 

C
H，

C
M，

C
L，

D
級
 

7
6
m 

1
：
2
.9
 

な
し
 

①
 

2
.
43
 

・
２
号
炉
南
側
切
取
斜
面

に
比
べ
，
表
層
に

D
級
岩
盤
が
分

布
す
る
が
，
斜
面
高
さ
が
低
い
こ
と
，
平
均
勾
配
が
緩
い

こ
と
，
シ
ー
ム
が
分
布
し
な
い
こ
と
，
及
び
簡
便
法
の
す

べ
り
安
全
率
が
大
き
い
こ
と
か
ら
，

２
号
炉
南
側
切
取
斜

面
の
評
価
に
代
表
さ
せ
る
。
 

防
波
壁
（
東
端
部
）
 

周
辺
斜
面
 

C
H，

C
M，

C
L，

D
級
 

6
0
m 

1
：
2
.8
 

（
一
部
，
 

1
：
0
.7

の
 

急
勾
配
部
あ
り
）
 

な
し
 

①
 

2
.
82
 

 
 

 
 
：
番

号
を
付

与
す
る
影
響
要
因

 
 

 
 

 
 

 ：
影
響
要

因
の

番
号

付
与
が

多
い
（
簡

便
法

の
す
べ

り
安

全
率
が

小
さ
い
）
 

 
 

 
 

 
：
選

定
し
た
評

価
対

象
斜
面

 

 
評
価
対

象
斜

面
に
選

定
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表
(2

)
 
評

価
対
象
斜

面
の
選

定
結

果
（
グ

ル
ー

プ
Ｃ

）
 

   

上
位
ク
ラ
ス
施
設
に
影
響
す
る
 

お
そ
れ
の
あ
る
斜
面
 

グ
ル
ー
プ
Ｃ
 

（
T.
P.
+4
4m
～

50
m）
 

影
響
要
因
 

該
当
す

る
 

影
響
要

因
 

簡
便
法
の
 

最
小
す
べ
り
 

安
全
率
 

選
定
理
由
 

【
影
響
要
因
①
】
 

構
成
す
る
岩
級
 

【
影
響
要
因
②
】
 

斜
面
高
さ
 

【
影
響
要
因
③
】
 

斜
面
の
勾
配
 

【
影
響
要
因
④
】
 

シ
ー
ム
の
分
布
 

の
有
無
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

発
電
機
建
物
 

周
辺
斜
面
 

C
H，

CM
，
C
L，

D
級
 

9
4 

1
：
1
.2
，

1：
1
.5
 

あ
り
 

①
，
②

，

③
，
④
 

1
.
51
 

・
緊
急
時
対
策
所
周
辺
斜
面
に
比
べ
，
Ｄ
級
岩
盤
が

斜
面
表
層
に
分
布
す
る
こ
と
，
斜
面
高
さ
が
高
い
こ

と
，
斜
面
勾
配
が
急
な
こ
と

，
法
尻
付
近
に
シ
ー
ム

が
分
布
す
る
こ
と
，
及
び
簡
便
法
の
最
小
す
べ
り
安

全
率
が
小
さ
い
こ
と
か
ら
，
評
価
対
象
斜
面
に
選
定

す
る
。
 

緊
急
時
対
策
所
周
辺
斜
面
 

C
M，

C
L
級
 

2
5 

1
：
1
.5
 

な
し
 

①
 

2
.
90
 

・
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建
物
周
辺
斜
面
に
比
べ
，

Ｄ
級
岩
盤
が
分
布
し
な
い
こ
と
，
斜
面
高
さ
が
低
い

こ
と
，
斜
面
勾
配

が
緩
い
こ
と
，
シ
ー
ム
が
分
布
し

て
い
な
い
こ
と
，
及
び
簡
便
法
の
最
小
す
べ
り
安
全

率
が
大
き
い
こ
と
か
ら
，
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
建

物
周
辺
斜
面
の
評
価
に
代
表
さ
せ
る
。
 

 
評
価
対

象
斜
面

に
選

定
 

 
 

 
 
：
番

号
を
付

与
す
る
影
響
要
因

 
 

 
 

 
 

 ：
影
響
要
因

の
番
号

付
与
が

多
い
（
簡

便
法

の
す
べ

り
安

全
率
が

小
さ
い
）
 

 
 

 
 

 
 ：
選

定
し
た
評

価
対
象
斜
面
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表
(1

)
 
す

べ
り
安
全

率
（
２

号
炉

南
側
切
取

斜
面

 
①

－
①

’
断

面
）

 

     

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小

す
べ
り

※
２
 

安
全

率
 

 

 
す
べ
り
面
形
状

 
基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小
す
べ
り

※
２
 

安
全
率
 

１
 

 

S
s
-
D 

（
+
,-
）
 

1
.
6
2 

〔
1
4.
6
3〕

 
３
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

1
.
5
6 

〔
7
.4
5〕

 

 

1
.
5
1 

〔
7
.4
5〕

 

シ
ー
ム
沿

い
の

す
べ

り
面
（

法
肩

か
ら

シ
ー

ム
を

通
っ

て
斜
面
中

腹
に

抜
け

る
す

べ
り

面
））

 

シ
ー
ム
沿

い
の

す
べ

り
面
（

法
肩

か
ら

シ
ー

ム
を

通
っ

て
，
法
尻

の
C
M
級

と
CH
級

の
岩

級
境

界
付

近
の

 
C
M
級
岩
盤

内
を

通
っ

て
法

尻
に

抜
け

る
す

べ
り

面
）

 

２
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

1
.
6
6 

〔
7
.4
5〕

 
４
 

 

S
s
-
D 

（
-
,+
）
 

1
.
5
7 

〔
1
9.
1
5〕

 

シ
ー
ム
沿

い
の

す
べ

り
面
（

法
肩

か
ら

シ
ー

ム
を

通
っ

て
，
法
尻

の
C
M
級

と
CH
級

の
岩

級
境

界
付

近
の

CM
級

岩
盤
内
を

通
っ

て
法

尻
に

抜
け

る
す

べ
り

面
）

 
簡

便
法
に

よ
り

設
定

し
た

す
べ

り
面

 

0
5
0
m

0
5
0
m

0
5
0
m

※
１
 
基
準
地
震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し
，
（

-,
+）

は
水
平
反
転
，
（

+,
-）

は
鉛
直
反
転
，
（

-
,-
）
は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直
反
転
を
示
す
。
 

※
２
 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。
 

 
【凡

例
】

：
 

 
す
べ
り
安
全
率
 

（
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

0
5
0
m
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表
(2

)
 
す

べ
り
安
全

率
（
２

号
炉

西
側
切
取

斜
面

 
②

－
②

’
断

面
）

 

     

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小
す
べ
り

※
２
 

安
全
率
 

 

１
 

 

Ss
-D
 

（
-,
+）

 

5.
89
 

〔
8.
55
〕
 

 
5.
75
 

〔
8.
55
〕
 

 

簡
便
法
に
よ
り
設
定
し
た
す
べ
り
面

 

※
１
 
基
準
地
震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し
，
（

-,
+）

は
水
平
反
転
，
（

+,
-）

は
鉛
直
反
転
，
（

-
,-
）
は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直
反
転
を
示
す
。
 

※
２
 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。
 

 

0
5
0
m

【凡
例
】

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

 
【
凡
例
】

：
 

 
す
べ
り
安
全
率
 

（
バ
ラ
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

：
 

 

す
べ
り
安
全
率
（
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
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表
(3

)
 
す

べ
り
安
全

率
（

２
号
炉

南
側
盛
土

斜
面

 
③

－
③

’
断

面
）

 

  

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小

す
べ
り

※
２
 

安
全

率
 

 

 
す
べ
り
面
形
状

 
基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小
す
べ
り

※
２
 

安
全
率
 

１
 

 

S
s
-
N2
 

（
N
S）

 
（

-
,+
）
 

2
.
0
9 

〔
2
5.
1
0〕

 
３
 

 

S
s
-
D 

（
-
,+
）
 

1
.
6
1 

〔
1
3.
1
5〕

 

 

1
.
5
6 

〔
1
3.
1
5〕

 

簡
便
法
に

よ
り

設
定

し
た

す
べ

り
面

 
法

尻
部
の

液
状

化
範

囲
を

通
る

す
べ

り
面

 

２
 

 

S
s
-
N2
 

（
N
S）

 
（

+
,+

）
 

1
.
9
4 

〔
2
4.
4
3〕

 
 

弱
層
（
旧

表
土

）
を

通
る

す
べ

り
面

 

0
5
0
m

最
小

す
べ

り
安

全
率

の
す
べ
り
面

過
剰
間
隙
水
圧
比

0
.9

5以
上
の
範
囲

※
１
 
基
準
地

震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し
，
（

-,
+）

は
水
平
反
転
，
（

+,
-）

は
鉛
直
反
転
，
（

-
,-
）
は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直

反
転
を
示
す
。

 

※
２

 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。
 

※
３

 
破
線
は

液
状
化
影
響
を
考
慮
す
る
範
囲
 

 
【
凡
例
】

：
 

 
す
べ
り
安
全
率
 

（
バ
ラ
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

：
 

 

す
べ
り
安
全
率
（
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

※
３
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表

(4
)
 
す

べ
り
安
全

率
（

ガ
ス
タ

ー
ビ
ン
発

電
機
建

物
周

辺
斜

面
 

④
－

④
’

断
面

）
 

 

 

 
す
べ
り
面
形
状
 

基
準

※
１
 

地
震
動
 

最
小

す
べ
り

※
２
 

安
全

率
 

 

 

 

１
 

 

S
s
-
N1
 

（
+
,+

）
 

2
.
0
7 

〔
7
.5
9〕

 

 

1
.
6
8 

〔
7
.5
9〕

 

 

シ
ー
ム
沿

い
の

す
べ

り
面
（

斜
面

中
腹

あ
る

い
は

斜
面

上
方
か
ら

シ
ー

ム
を

通
り

斜
面

法
尻

付
近

へ
抜
け

る
す

べ
り
面

）
 

２
 

 

S
s
-
N1
 

（
-
,+
）
 

2
.
2
5 

〔
7
.5
8〕

 

簡
便
法
で

設
定

し
た

す
べ

り
面

 

※
１
 
基
準
地
震
動
（

+,
+）

は
反
転
な
し
，
（

-,
+）

は
水
平
反
転
，
（

+,
-）

は
鉛
直
反
転
，
（

-
,-
）
は
水
平
反
転
か
つ
鉛
直
反
転
を
示
す
。
 

※
２

 
〔

 〕
は
，
発
生
時
刻
（
秒
）
を
示
す
。

 0
50

m

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

発
電
機
建
物

【
凡
例
】

旧
表
土

※
３

 

 
【
凡
例
】

：
 

 
す
べ
り
安
全
率
 

（
バ
ラ
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

：
 

 

す
べ
り
安
全
率
 

（
ば
ら
つ
き
を
考
慮
し
た
強
度
）
 

【
凡
例
】

 
 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

発
電
機
建
物

0
50

m



 

 

第 3.7－1表(1) 地質調査実施会社一覧表（その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調  査  名 実施年度 会 社 名 摘  要 

ボーリング調査 

昭和 51 年度 

昭和 55～57 年度 

平成 7年度 

平成 9～11年度 
 

平成 14 年度 
 

平成 18～21年度 

平成 23～24 年度 

平成 26～27 年度 

平成 29 年度 

令和元年度 

平成 9～10年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 18～21 年度 

平成 26～27 年度 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

応用地質㈱ 

総合地質調査㈱ 

応用地質㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

㈱阪神コンサルタンツ 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 
 

敷地内 
 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

試掘坑調査 

昭和 43 年度 

昭和 55 年度 

昭和 56 年度 

平成 9～11年度 
 

平成 14 年度 

 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 
  

敷地内 
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第 3.7－1表(2) 地質調査実施会社一覧表（その２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調  査  名 実 施 年 度 会 社 名 摘  要 

弾性波試験 

昭和 51 年度 

昭和 55 年度 

昭和 56 年度 

平成 7年度 

平成 9～10年度 
 

平成 9～10年度 

平成 14 年度 

平成 19～21 年度 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

応用地質㈱ 

応用地質㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 
 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

岩石試験 

昭和 51 年度 

昭和 55 年度 

昭和 56 年度 

平成 9～11年度 
 

平成 14 年度 
 

平成 18～21 年度 

平成 29～30 年度 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 
 

敷地内 
 

敷地内 

敷地内 

岩盤試験 

昭和 51 年度 

昭和 55 年度 

昭和 56 年度 

平成 9～11年度 

 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

敷地内 

敷地内 

敷地内 

敷地内 
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第 3.7－1表(3) 地質調査実施会社一覧表（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調  査  名 実 施 年 度 会 社 名 摘  要 

地質調査 

昭和 51 年度 

昭和 53 年度 

昭和 54 年度 

昭和 56～57 年度 

昭和 53 年度 

昭和 56 年度 

昭和 57 年度 

平成 9～10年度 

平成 9～11年度 

平成 12～13 年度 

平成 14 年度 

平成 18～21 年度 

平成 19～20 年度 
 

平成 21～22 年度 

平成 19～20 年度 

平成 19～20 年度 

平成 22 年度 

平成 26～27 年度 

平成 26～27 年度 

平成 26～27 年度 

平成 26～27 年度 

平成 27～28 年度 

平成 28～29 年度 

平成 29～30 年度 

㈱ダイヤコンサルタント 

㈱応用地質調査事務所 

㈱応用地質調査事務所 

㈱応用地質調査事務所 

復建調査設計㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

応用地質㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

応用地質㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

鹿島建設・中電技術コンサル 
タント共同企業体 

中電技術コンサルタント㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

総合地質調査㈱ 

㈱阪神コンサルタンツ 

中電技術コンサルタント㈱ 

鹿島建設㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

中電技術コンサルタント㈱ 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地内 

敷地前面海域 

敷地前面海域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺海域 

敷地周辺海域 

敷地周辺海域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 
 

敷地周辺陸域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺海域 

敷地周辺海域 

敷地周辺陸域 

敷地周辺海域 

敷地周辺陸域 

敷地内 

敷地内 

敷地周辺陸域 

敷地内 

6－3－188



6－3－189



第3.2 2図　敷地周辺陸域の切峰面図

図3202 敷地周辺陸域の切峰⾯図181121（ページナシに修正）.pdf   1 2020/09/17   17:16:19
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段丘堆積物

古江層

凡　　例

牛切層

古期扇状地堆積物

成相寺層

砂丘堆積物

野呂玄武岩

布志名層

花崗岩類

波多層

松江層

久利層

古浦層

和久羅山安山岩

大根島玄武岩

沖積低地堆積物(埋立地を含む)

大森層

川合層

白亜紀後期火山岩類

貫入岩類

上意東及び

　鳥屋郷変成岩

更新世

完新世

新

　
　第

　
　三

　
　紀

断層

～

新第三紀中新世
～

断層(推定）

第

　
　四

　
　紀

白亜紀

白亜紀

古第三紀

中新世

白亜紀

背斜軸(点線は伏在)

向斜軸(点線は伏在)

宍道湖南方地域
島根半島主部，大社山塊
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第3.2－3図　敷地周辺陸域の地質図
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第3.2－5図(1)　宍道湖及び中海の音波探査測線図（その１）
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第3.2－9図(1)　宍道湖の音波探査記録(エアガン・マルチチャンネル)
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第3.2－9図(2)　宍道湖の音波探査記録(ウォーターガン)
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